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はじめに 
 

 

 

平成２８年４月１４日午後９時２６分と１６日午前１時２５分の二度にわたり、震度７の

激しい地震が益城町を襲い、多くのかけがえのない命や、大切な財産が奪われました。 

あらためて、犠牲になられた方々のご冥福をお祈りしますとともに、被災された多くの皆

様に心よりお見舞い申し上げます。 

発災以降、震度６以上の余震が５回、震度１以上の全余震発生回数は４，２００回を超え、

避難者数は、最大で１万６千人に及びました。また、全半壊約６，２００棟、一部損壊を含

めますと９８％を超える住家が被害を受けており、今でも多くの方が、仮設住宅等での不自

由な暮らしを余儀なくされています。さらに、道路や、上下水道等のライフライン、役場庁

舎、総合体育館等多くの公共施設も甚大な被害を受けました。 

震災から１年半が経過しました。この間、全国からの温かいご支援や励ましの言葉、そし

て、ボランティアやＮＰＯ団体、国、県、全国の自治体職員の応援を頂きながら、復興を進

めて参りました。今後は、震災前より災害に強いまち、安心・安全なまちをつくることが、

これまでご支援いただいた皆様への恩返しになるものと考えております。 

復興に向けて、長い道のりとなりますが、町民の皆様が一日も早く安心して暮らせるよう

全力で取り組んでまいります。 

この度、発災から、平成２８年１２月までの約８か月の間の応急対応についての、検証報

告書を作成しました。この検証結果を次の災害対応に活かし、本町の防災体制の充実を図る

とともに、この検証報告書が、全国の自治体や、防災関係機関等で活用され、防災力の向上

に役立てていただければ幸いに存じます。 

 

 

 

平成２９年１１月  

益城町長 西村 博則 
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第１章 検証の概要  

１．１ 検証の目的 

平成２８年熊本地震（以下、熊本地震）は、未曾有の被害を本町にもたらした。被害が

拡大したのは、観測史上初となる２度の震度７の地震が本町を襲ったことが大きい。しか

し、その後の本町の対応に反省すべき点があることも否めない。 

再び災害が起きたとしても被害を最小限に抑えることができるようにするためには、熊

本地震発生以降の対応を検証し、反省し、教訓を得て、今後の防災に向けた取組みに反映

することが必須である。 

上記の問題意識に基づき、熊本地震が発生した平成２８年４月１４日（前震発生日）か

ら同年１２月末までを対象期間として、災害対応を検証した。 

本検証によって得られる教訓は、地域防災計画・業務継続計画・受援計画等各種計画の

見直しや防災教育の充実、記憶の継承に活用していく。 

以下、特に記載がない場合は平成２８年における事柄である。 
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１．２ 検証の手法  

１．２．１ 町職員を対象とした調査の実施 

（１）町職員を対象としたアンケート調査 

 平成２９年３月時点での全ての町職員を対象として、アンケート調査を行い、２１９人

から回答を得た。 

 主な調査項目は以下のとおり（詳細については本報告書参考資料１ 町職員アンケート

を参照）。 

・町職員自身の被害状況 

・地震発生時の参集状況 

・４月～１２月末において取り組んだ主な業務 

・業務実施における課題、工夫した事項 

・地域防災計画等において改善すべき点 

・町職員自身の健康管理等 

 

（２）町職員を対象としたヒアリング調査 

 主要な応急対策業務について、当該業務を担当した部署・プロジェクトチーム（以下、

ＰＴ）の責任者・担当者を対象として、ヒアリング調査を行った。 

主な調査項目は以下のとおり。 

・行った業務内容 

・業務を進める中で浮き彫りとなった課題 

・町の地域防災計画等において改善すべき点及びその方向性 

 

図表：町職員ヒアリングの調査対象 

区分 対象 

庁内部署 

（６月１日時点の組織） 

総務課、復興課、企画財政課、税務課、住民保険課、環境衛生

課、こども未来課、健康づくり推進課、福祉課、いきいき長寿

課、農政課、建設課、都市計画課、下水道課、水道課、生涯学

習課、会計課、学校教育課、議会事務局 

災害対策本部事務局 情報班、物資班、広報係 

ＰＴ 住まい支援ＰＴ、避難所対策ＰＴ、家屋被害認定ＰＴ、罹災証

明ＰＴ、役場機能再建ＰＴ 
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図表：各部署と関連する災害対応業務の対応 

業務 主な庁内部署（６月１日時点の組織） 

災害対策本部の組織・運営、全庁的な人

事・応援の受入れ調整 

総務課 

救助・救急活動、救急医療活動 総務課、健康づくり推進課 

被害情報の収集、通信の確保 総務課、企画財政課 

広報活動、災害情報の伝達 総務課、企画財政課、復興課 

避難所対策、避難所での避難者対応に関

する業務 

避難所対策ＰＴ、こども未来課、健康づくり推

進課、いきいき長寿課、都市計画課、福祉課 

保健衛生対策（防疫、食品衛生、健康管

理、要援護者対策、被災動物対策等） 

いきいき長寿課、健康づくり推進課、住民保険

課、環境衛生課、福祉課 

物資等の輸送、供給対策 総務課、物資班 

ボランティア、ＮＰＯ、ＮＧＯ等との協

働 

避難所対策ＰＴ、企画財政課、福祉課 

 

公共インフラ被害の応急処置等（道路点

検・復旧、水道、水害・土砂災害予防対

策等） 

建設課、都市計画課、下水道課、水道課、農政

課 

建物、宅地等の応急危険度判定 都市計画課 

家屋被害認定調査に関する業務 家屋被害認定ＰＴ、税務課 

罹災証明の発行に関する業務 罹災証明ＰＴ、税務課 

仮設住宅に関する業務 住まい支援ＰＴ 

生活再建支援（義援金、生活資金の貸付

等）被災者生活再建支援金、見舞金（日

本財団） 

福祉課 

弔慰金、見舞金、災害関連死 福祉課 

廃棄物処理・公費解体 環境衛生課 

役場機能再建 役場機能再建ＰＴ 

産業の復興 企画財政課、農政課 

復興計画の策定 復興課 

 

１．２．２ 関係機関を対象とした調査の実施 

 災害対応業務を実施した応援機関を対象として、ヒアリング調査を行った。調査は訪問

聞き取り若しくは書面での質問項目配布・回収により行った。 

 主な調査項目は以下のとおり。 

・支援活動実施の経緯 

・行った支援活動の主な内容 

・支援活動を進めるうえでの課題 

・町の地域防災計画等において改善すべき点及びその方向性 
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第２章 熊本地震による益城町の被災状況 

 

２．１ 益城町の概況 

２．１．１ 益城町の位置 

 益城町は、熊本県の中央北寄りに位置し、県庁所在地である熊本市の東部に接している。

県庁まで８.５㎞、熊本市役所まで１３㎞の距離にある。また、空の玄関口である阿蘇くま

もと空港は益城町に立地している。益城町の周りは西部から北西部にかけては熊本市、北

部は菊池郡菊陽町、東部は阿蘇郡西原村、南部は上益城郡御船町、南西部は同郡嘉島町と

接している。 

 

図表：熊本県内における益城町の位置 

 

 

２．１．２ 益城町の地形・面積 

 益城町の東部から南部にかけて九州山地系に属する城山をはじめ、朝来山、船野山、飯

田山の四峯が連なっている。北部一帯は、約２,０００㏊にも及ぶ益城台地と称される畑地

がひらけ、中央平坦部は、水田約１,０００㏊が整然と整備され、穀倉熊本平野の一画を形

成するとともに、都市近郊型の住宅地帯が広がっている。 

益城町を流れる主な河川は木山川、赤井川、秋津川、金山川等で、河川はすべて緑川流

域加勢川水系に属し有明海へ注いでいる。 

益城町の総面積は６５．６８㎢、（東西約１１㎞、南北約１３㎞、周囲約４８㎞）とな

っている。 
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２．１．３ 益城町の人口 

 益城町は熊本市のベッドタウンとしての性格を有しており、益城町西部を中心として、

熊本地震が発生するまで人口は増加傾向にあった。 

 しかし、地震発生後は町外への人口流出が起こり、平成２９年４月１日時点では地震発

生前と比べて１，４９８人（４．３％）減少している。 

 

図表：益城町の人口・世帯数 

 平成２８年４月１日時点 平成２９年４月 1日時点 比較増減数 

人口 総人口 ３４,４９９人 ３３,００１人 △１，４９８人 

男 １６,５５３人 １５,８６６人   △６８７人 

女 １７,９４６人 １７,１３５人   △８１１人 

世帯数  １３,４５５世帯 １２,９４５世帯  △５１０世帯 

                               （資料）住民基本台帳 
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２．２ 益城町における自然災害への備え（平成２８年４月以前） 

２．２．１ 想定されてきた自然災害 

（１）豪雨・干害 

 益城町は熊本県のほぼ中央部にあって、東部から南部にかけては九州山脈系の山々が連

なり暴威を振るう台風への盾となっている。また、西方不知火海は遠く、内陸となってい

るため、高潮のおそれはない。したがって、益城町の災害は、水害や台風によるものを主

に想定してきた。 

 益城町の北部に位置する畑地帯は、阿蘇の噴火による火山灰土で保水力がなく、一旦豪

雨に見舞われると表土を流し、崖を崩し道路を決壊させる。また干天には農作物も枯死す

るような干害をもたらす。加えて、益城町の南西部に広がる水田地帯のうち、砥川の一部、

東無田及び櫛島地区は、豪雨のたび浸水、冠水を繰り返してきた。 

 

（２）地震 

 布田川断層帯及び分岐断層帯が益城町を東西に貫く形状で存在しており、マグニチュー

ド７クラス、震度６強以上の地震が想定されていた。 
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図表：益城町の布田川断層及び揺れやすさ（平成２４年想定） 
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２．２．２ 災害予防計画 

 益城町の河川は、阿蘇外輪山に源を発しているため、豪雨の際は火山灰と土砂の流出が

甚だしく、流域の民家、耕地、公共施設の被害が甚大となるおそれがある。そのため、必

要箇所の改修補強を関係官庁に要望するとともに、益城町においても災害防止策を推進し

てきた。 

 益城町の山間地域における道路は、がけ崩れ等のおそれがあるため、危険箇所には防災

工事を年次計画により改修し、整備を図ってきた。 

 水防法に基づく浸水想定区域の指定があったときは、益城町防災会議で協議し、益城町

地域防災計画において、次に掲げる事項について定めてきた。 

・洪水予報等の伝達方法 

・避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

・浸水想定区域内に主として高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に防災上の配慮を要

する者が利用する施設で、当該施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難を確保す

る必要があると認められるものがある場合にあっては、これらの名称及び所在地（以下

益城町地域防災計画から抜粋） 

 なお、益城町防災会議は、上記施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保が図

られるよう洪水予報等の伝達方法を定めてきた。 

 本町でも、近年の気候変動による集中豪雨の多発や都市化の進展による雨水流出量の増

大等により、内水氾濫の被害リスクが大きくなっていることから、浸水被害軽減に向けて

排水路や雨水貯留施設、排水ポンプ場の整備を推進してきた。 

 下水道や集落排水施設の機能が麻痺すると住民生活に与える影響は極めて大きいため、

汚水処理場やポンプ場、下水管等について浸水に対する必要な対策を講じてきた。 

 

２．２．３ 地震災害対策 

 地震による被害を最小限に食い止めるために、町、防災関係機関による災害対策の推進

はもとより、町民一人一人が日頃から地震についての認識を深めることが重要である。そ

のため、事前の備えとして、住宅耐震改修促進を目的としたハザードマップの全戸配布や

情報伝達訓練等を実施してきた。あわせて自主防災組織の育成を目的とした、設立支援制

度を創設していたが、周知不足もあり設立団体数の増加につながらなかった。 

 また、本町の地震災害対策は、水害や台風といった災害対応を準用しており、局所的な

災害対応は可能だったが、町内全域が被災する地震災害への対策は不備が多かった。 

 なお、災害対応業務を円滑に行うため、町職員の参集基準を段階的に定め、震度６弱以

上の地震を計測した場合は全職員が自主登庁することとしていた。 

 被災者用の備蓄品は惣領地区の民間貸倉庫に保管しており、品目としては次のとおりで

ある。 
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図表：被災者用備蓄品 

 備蓄品 備蓄量 

食糧関連 ごはん（５年保存） ４,０００食 

 栄養補助食品(３年保存） ３,０００食 

 フリーズドライビスケット (７年保存） １,８００箱 

給水・炊飯関連 飲料水５００ml（５年保存） ４,２６０本 

 飲料水５００ml（６年保存） ６００本 

 給水栓セット 1 セット 

 給水袋（６Ｌ） ２００袋 

救護・救急・搬送関連 レスキューボード １２台 

 救急セット（５０人用） ６箱 

寝具関連 毛布 ９００枚 

 マット（エアクッション） ６００枚 

 ロールマット（９１cm×２０ｍ） １０枚 

トイレ関連 トイレセット ２,５００枚 

 ボックストイレ（組立式） ４５台 

 トイレ用テント（Ｓサイズ） ８基 

 トイレ用テント（Ｍサイズ） ６基 

照明発電器具関連 非常用発電機（小） ８台 

 非常用発電機（大） １台 

 電池式ランタン １５０個 

 投光器 １７基 

 コードリール ５台 

電池関連 乾電池（単１） ３００個 

 乾電池（単２） ３００個 

 乾電池（単３） １,２００個 

 乾電池（単４） ６００個 

炊き出し関連 ハイゼックス炊飯袋 ２,０００袋 

 防災鍋（大） ２セット 

 防災鍋（小） ２セット 

その他 大型扇風機 ９台 

 ストーブ ９台 



 

10 
 

 さらに、主として水害や台風時における避難所として次のとおり指定していた。 

 

図表：指定避難所（※災害の規模等により第３避難所まで拡大） 

避難対象 第１避難所 第２避難所 第３避難所 

地区名 避難所名 避難所名 避難所名 

飯野 公民館飯野分館 飯野小学校体育館 第２保育所 

広安 広安西小学校体育館 広安小学校体育館 保健福祉センター 

（小峯） 広安愛児園   

木山 益城町総合体育館 益城町中央公民館 益城幼稚園 

福田 公民館福田分館 第５保育所 益城町総合体育館 

津森 公民館津森分館 津森小学校体育館 第３保育所 

町内全域 益城町役場   
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２．３ 熊本地震の概要  

２．３．１ 熊本地震の概要 

（１）名称 

地震の正式名称は「平成２８年（２０１６年）熊本地震」である。 

 

（２）発生日時・震源・震源の深さ 

 熊本地震の発生日時・震源・震源の深さはそれぞれ次のとおり。 

 

図表：熊本地震の発生日時・震源・震源の深さ 

 前震 本震 

発生日時 平成２８年４月１４日 

２１時２６分頃 

平成２８年４月１６日 

１時２５分頃 

震源 熊本県熊本地方 

（北緯 ３２度４４．５分、 

東経１３０度４８．５分） 

熊本県熊本地方 

（北緯 ３２度４５．２分、 

東経１３０度４７．７分） 

震源の深さ 約１１㎞（暫定値） 約１２㎞（暫定値） 

 

（３）メカニズム 

 熊本地震の発生メカニズムは、右横ずれ断層型の内陸地殻内地震である。 

 

２．３．２ 観測した地震 

 ４月１４日２１時２６分の前震発生以降、１２月末までに４，２００回を超える地震が

観測された。うち、震度６弱以上は７回にのぼる。 

 

図表：熊本地震における震度６弱以上の地震 

発生日時 時刻 震央地名 マグニチュード 最大震度 

４月１４日 ２１時２６分 熊本県熊本地方 ６．５ ７ 

４月１４日 ２２時０７分 熊本県熊本地方 ５．８ ６弱 

４月１５日 ００時０３分 熊本県熊本地方 ６．４ ６強 

４月１６日 ０１時２５分 熊本県熊本地方 ７．３ ７ 

４月１６日 ０１時４５分 熊本県熊本地方 ５．９ ６弱 

４月１６日 ０３時５５分 熊本県阿蘇地方 ５．８ ６強 

４月１６日 ０９時４８分 熊本県熊本地方 ５．４ ６弱 
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図表：震度ごとの累計地震回数（平成２８年１２月３１日現在）            

震度 発生回数 

震度１ ２，５２０ 

震度２ １，１４３ 

震度３ ４０６ 

震度４ １１６ 

震度５弱 １２ 

震度５強 ５ 

震度６弱 ３ 

震度６強 ２ 

震度７ ２ 

合計 ４，２０９ 

出典：気象庁ホームページ 
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２．４ 熊本地震による被害の状況 

２．４．１ 人的被害 

 

図表：熊本地震による人的被害 

単位：人 

 
熊本県全体 

 

うち益城町 県全体に占める比率 

死者 ２４８ ４０ １６．４％ 

行方不明者 ０ ０ ０．０％ 

重傷者 １，１６５ １３４ １１．６％ 

軽傷者 １，５５０ ３１ ２．２％ 

※ 死者数には、震災が直接要因となった死者数、災害による負傷の悪化又は身体的負担による疾病

により死亡したと思われる死者数、６月の豪雨の被害のうち熊本地震との関連が認められた死者

数を含む。 

※ 軽傷者については、確認できている者のみを記載。 

出典：熊本県ホームページ 平成２９年１０月１３日 

 

２．４．２ 住家被害 

（１）熊本県全体に占める益城町の住家被害状況                

 

図表：熊本地震による住家被害状況（熊本県および益城町） 

単位：棟 

 
熊本県全体 

 

うち益城町 県全体に占める比率 

全壊 ８，６４９ ３，０２６ ３５．０％ 

半壊 ３４，２３５ ３，２３３ ９．４％ 

一部損壊 １５３，８９８ ４，３２５ ２．８％ 

※ 熊本県全体の数字については、罹災証明申請件数で集計している市町村も含めた数字のため、住

家棟数とは異なる（複数の世帯が入居する住家が重複して集計されている）可能性がある。 

※ 益城町の数字については、罹災証明交付件数を棟数に補正した数字 

出典：熊本県ホームページ 平成２９年１０月１３日 
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（２）益城町の住家被害状況（棟数ベース）          

 

図表：熊本地震による益城町の住家被害状況（棟数ベース） 

単位：（上段）棟、（下段）％ 

町内の 

住家総数 

被害判定別内訳 

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 

１０，７４２ ３，０２６ ７９１ ２，４４２ ４，３２５ 

 ２８．２ ７．４ ２２．７ ４０．３ 

※ 罹災証明交付件数を棟数に補正した数字 

※ 住家総数には無被害の棟数も含む 

平成２９年１０月１３日 

 

（３）益城町の住家被害状況（罹災証明書交付件数ベース） 

 

   図表：熊本地震による益城町の住家被害状況（罹災証明書交付件数ベース） 

単位：（上段）件、（下段）％ 

罹災証明書 

交付総数 

罹災区分別内訳 

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 

１２，３７０ ３，５４５ １，００７ ２，８８７ ４，９３１ 

 ２８．７ ８．１ ２３．３ ３９．９ 

※ 罹災証明交付件数ベースでの集計のため、（２）の数字（棟数）とは異なる 

平成２９年１０月１３日 
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（４）益城町家屋被災状況 

 

図表：熊本地震による益城町の家屋被災状況 
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２．４．３ 公共施設等の被害状況 

（１）町本庁舎等 

施設名称 被害状況 

益城町本庁舎・益

城町議会棟 

町本庁舎： 

建物内外に無数のひび、エレベーター棟倒壊、玄関ポーチ崩壊、

庁舎議会棟間渡り廊下大破、基礎杭全損、敷地内に多数の地盤陥

没及び亀裂、敷地西側擁壁崩落、上下水道管破損、非常用電気設

備全損、建具の変形による開閉不良 
 

町議会棟議場及び委員会室： 

天井内壁崩落、建物内外に無数のひび、電気設備及び空調設備全

損、窓ガラス破損多数、上下水道管破損、建具の変形による開閉

不良 

 

（２）保育園・幼稚園等 

施設名称 被害状況 

第１保育所 園庭地割れ、液状化、門柱倒壊、土間コンクリート亀裂、給排雨

水管破損、壁クラック、園庭周りフェンス・擁壁・ブロック破損、

給食室機器倒壊、空調室外機転倒 

第２保育所 園庭地割れ、給排水管破損、擁壁亀裂、内外壁クラック、給食室

備品破損、電話機破損 

第３保育所 園庭地割れ、給水管破損、擁壁亀裂、内外壁クラック、テラス段

鼻タイル破損 

第４保育所 園庭地割れ、給食室機器倒壊、内外壁クラック、乳児室天井ボー

ド落下・破損、エキスパンションカバー破損、梁下モルタル浮き 

第５保育所 園庭地割れ、断水、石積擁壁崩壊、園舎傾き、杭基礎沈下、ほふ

く室床隆起、遊戯室天井破損、外壁クラック 

益城幼稚園 遊戯室天井材廻縁めくれ、廊下天井点検口破損、外壁クラック、

車庫・倉庫外壁サイディングボード破損、倉庫内部天井ボード破

損、内部壁ボードやガラス破損 

益城第二幼稚園 遊戯室床中央部沈下、テラス床傾斜、開閉庇支柱破損、竪樋破損、

増築園舎全体沈下、ジョイント部の天井材・エキスパンションカ

バー破損、外壁亀裂、給排水衛生設備配管破損、室外機置場フェ

ンス倒れ、室外機基礎破損、プール枠隙間、擁壁亀裂、土間コン

クリート破損、雨水桝・側溝破損 
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（３）小中学校・学校給食センター 

１）校舎 

学校名 共通事項 個別事項 

飯野小学校 ・建物間のつなぎ目破損 

・上下水道管破損 

・建具の変形による開閉不良 

土間・階段のクラック、外部モ

ルタル破損 

広安西小学校 土間・階段のクラック、渡り廊

下陥没・段差、内部照明器具破

損 

広安小学校 給食到着場・図工室等昇降口傾

斜、相撲場倒壊 

益城中央小学校 ガラス２２枚破損、管理棟昇降

口前柱脚部破損、相撲場倒壊 

津森小学校 土間・階段のクラック、内外部

モルタル破損 

益城中学校 増築した普通教室等の傾斜、渡

り廊下破損、土間・階段のクラ

ック、校舎周辺の地盤陥没、下

水管破損 

木山中学校 渡り廊下破損、土間・階段のク

ラック、モルタルの浮き 

 

２）体育館 

学校名称 被害状況 

飯野小学校 特に無し 

広安西小学校 屋根面ブレースゆるみ、外壁クラック 

広安小学校 天井ジョイント金具外れ、床中央沈み 

益城中央小学校 外壁目地埋めモルタル破損、レール等変形 

津森小学校 ブレース全体座屈、天井ボード落下、外壁ボード剥がれ 

益城中学校 水平ブレース座屈、ステージ天井破損、校舎との渡り廊下破損 

木山中学校 壁面鉄骨ブレース座屈、照明カバー外れ 

 

３）学校給食センター 

施設名称 被害状況 

学校給食センター プラットホーム破損、調理用機械器具倒壊・破損、建物半壊 

基礎断裂、上下水道管破損、敷地内地盤陥没 
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（４）その他公共施設 

１）公民館、分館 

施設名称 被害状況 

益城町中央公民館 講堂の天井崩落、外構破損、壁面に亀裂 

益城町中央公民館  

飯野分館 

外壁に亀裂 

益城町中央公民館  

福田分館 

外壁に亀裂 

益城町中央公民館  

津森分館 

合併浄化槽に亀裂 

 

２）交流施設 

施設名称 被害状況 

益城町文化会館 事務所部分損傷、外構及び東側擁壁崩壊、ホワイエ天井破

損 

益城町交流情報センタ

ー（ミナテラス） 

施設周辺の地盤沈下、施設内壁に亀裂多数、図書館内照明

の落下 

益城町保健福祉センタ

ー（はぴねす） 

建物周りの地盤沈下、外壁クラック、内壁石膏ボードクラ

ック、雨水・下水管破損、排水側溝破損、窓サッシの変形、

敷地東側法面土留めモルタルの破損 

益城町男女共同参画セ

ンター（輝らめき館） 

敷地内地盤陥没複数、外壁・内壁のクラック、玄関ガラス

戸破損、体育館フロア全面隆起、ガス配管破損、上下水道

管破損、建具の変形による開閉不良 

 

３）教育・スポーツ・レジャー施設 

施設名称 被害状況 

四賢婦人記念館 施設半壊、ガラスケース全壊、一部資料破損 

益城町総合体育館 メインアリーナ天井部材等崩落、施設周辺の地盤沈下、給

排水設備破損 

益城町総合運動公園 陸上競技場：トラックに亀裂、サッカー場内隆起 

テニスコート：コート面に隆起・陥没、人工芝に亀裂 

益城町町民体育館 天井部分崩落、２階ガラス破損 

益城町町民グラウンド ナイター照明倒壊、液状化 

津森町民グラウンド 駐車場兼グラウンドゴルフ場土砂崩れ、駐車場地割れ 

飯野町民グラウンド 特になし 

福田町民グラウンド グラウンド内にひび割れ等損傷、法面崩落 

広安町民第１グラウン

ド 

法面の地割れ、崩落 

 

４）その他施設 

施設名称 被害状況 

町民憩の家 ボイラー・貯水槽・排水管の破損、駐車場の隆起・地割れ 

ポンプ不具合 
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２．４．４ インフラ・ライフラインの被害状況 

（１）道路 

 町道の全長２１２，１０９ｍのうち、３５,５６０ｍにわたり損壊が確認されており、推

定被害額が４４億円５，２００万円となっている。また、里道・水路も１３,０９０ｍにわ

たり損壊が確認されており、推定被害額が１２億円となっている。 

 なお、県道や国道についても被災状況は甚大であり、河川堤防の損壊や地盤沈下も確認

されている。 

 

図表：被災した道路（宮園地区） 

 

 

図表：崩落した橋梁（福原地区） 
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（２）上・下水道 

 上水道及び簡易水道の管網が町内全域にわたり被害を受け、推定被害額が１０億円とな

っている。下水道管渠等も町内全域にわたり被害を受け、公共査定決定額が２５億４，５

００万円、農集事業費が７，４００万円となっている。また、町浄化センターも被災し、

推定被害額が９億７００万円となっている。 

 

図表：道路の液状化により浮き上がったマンホール（宮園地区） 

 

 

（３）電気 

 電源車の横転や電柱が倒壊する等甚大な被害を受けた。町内全域で停電し、仮復旧に５

日間程度を要し、４月１９日に停電が解消した。なお、倒壊家屋が密集している地域につ

いては、通電火災防止等の理由から復電させていない事例もあった。 

 

図表：本震により横転した電源車（益城町役場西側） 
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（４）電話 

 固定電話伝送路の断絶や停電による停波のために、通信が麻痺したが、早期に復旧した。

なお、携帯電話についても、発災当初、混信・不通といった状況が見られたため、通信 

事業者の協力により公衆無線ＬＡＮサービスの無料開放が実施された。 

 

（５）ガス 

 ガスについては、都市ガスを使用している地区が一部存在しているが、ほとんどの家庭

ではプロパンガスを使用しており、地震発生と同時に自動的に供給が停止した。安全セン

サーを解除することですぐに復旧できた家屋もあるが、損傷が激しかった家屋については

ガス漏れの危険性等から、復旧が遅れた事例もある。 
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２．４．５ 民間施設等の被害状況 

（１）保育施設 

 町内に所在する民間の保育施設（認可保育所・認定こども園・小規模保育事務所等）に

おいて、建物被害が確認されており、中には地盤被害が生じた園も存在している。 

 被災が甚大だった園では、仮園舎での開園や、移転を余儀なくされた事例もあった。 

 

（２）福祉施設 

 水道施設が損壊した福祉施設やライフラインが断たれるなどで利用者の受け入れに苦慮

する介護保健事務所も確認された。すべての施設や事務所において建物被害が確認されて

おり、全壊により建替えが必要な介護老人保健施設も報告された。 

 また、２か所の地域包括支援センターについても甚大な被害を受けており、母体法人の

仮設事務所での活動も余儀なくされた。 

 

（３）商業施設 

 県道２８号熊本高森線沿線に所在する飲食店等商業施設の被害が甚大であり、仮店舗で

の営業や移転を余儀なくされている。また、営業を再開できない事業所も存在する。 

 

（４）農地・農業用施設 

 農地の法面崩壊・亀裂等が２５０か所確認されており、推定被害額が８億６，１００万

円、倉庫等農業用施設の損壊による推定被害額が２１億３，６００万円となっている。ま

た、林道等の損壊による推定被害額が２，６００万円となっている。 

 農業用倉庫、機械等の損壊による被害件数は、４０６経営体、１，１５１事業にのぼり、

推定被害額が３８億４，４００万円となっている。 

 

図表：地震により亀裂が入った農地（下陳地区）  
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図表：地震により亀裂の入った農道（杉堂地区）  
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２．４．６ 校区別の被害の様相  

（１）飯野校区 

 布田川断層帯及び分岐断層帯が複数存在し、地表面に出現した亀裂も多数確認されてい

る。したがって、断層帯の直上に所在する建物や農地の被害が甚大であり、家屋に関して

は、全壊約４００世帯、半壊約３５０世帯となっている。また、公共インフラについても、

橋梁や水道管、下水道施設、道路等の損壊が見られる。さらに、農道や林道、用排水路等

農業施設の被害も甚大である。 

 

図表：被災した消防詰所（櫛島地区）  

 

 

図表：倒壊した神社（飯田地区）  

 

 

 



 

25 
 

（２）広安校区 

 布田川断層の分岐断層帯が存在すると推定され、熊本都市圏における市街化区域（人口

集中地域指定）であり、倒壊等被害を受けた建物が連なっていた。家屋に関しては、全壊

約１，６００世帯、半壊約２，２５０世帯となっている。また、公共インフラについても、

橋梁や水道管、下水道施設、道路等の損壊に加え、堤防道路の地盤沈下が顕著である。さ

らに、住宅地の地盤沈下も著しく、内水氾濫の危険性が増しているうえ、地下水の自噴も

多数確認されている。 

図表：亀裂の入った道路（安永地区）  

 

 

図表：損壊した道路（広崎地区） 

 

 

（３）木山校区 

 布田川断層の分岐断層帯（木山断層）が複数存在し、地表面に出現した亀裂も確認され

ている。熊本都市圏における市街化区域（人口集中地域指定）であり、倒壊等被害を受け
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た建物が連なっていた。家屋に関しては、全壊約１，１００世帯、半壊約７００世帯とな

っている。また、公共インフラについても、橋梁や水道管、下水道施設、道路等の損壊に

加え、堤防道路の地盤沈下が顕著である。さらに、砂防河川の被害も著しく、並行してい

る国道も大規模損壊し交通も一時麻痺した。 

図表：倒壊した家屋（寺迫地区）  

 

 

図表：多くの建物が倒壊した町中心部（宮園地区） 
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（４）福田校区 

 布田川断層帯が存在し、地表面に出現した亀裂も多数確認されている。したがって、断

層帯の直上に所在する建物や農地の被害が甚大であり、家屋に関しては、全壊約２１０世

帯、半壊約２４０世帯となっている。また、公共インフラについても、橋梁や水道管、下

水道施設、道路等の損壊が見られる。また、巨石の落石によりう回路を建設し通行を確保

した。なお、谷川地区に出現した「Ｖ字型断層」は、町文化財に指定された（平成２８年

６月１７日）。 

図表：個人宅敷地内に入ったＶ字型断層（谷川地区） 

 

             （写真提供：広島大学 中田 高 名誉教授） 

 

図表：崩落した巨石（内寺地区）  
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（５）津森校区 

 布田川断層帯が存在し、地表面に出現した亀裂も多数確認されている。したがって、断

層帯の直上に所在する建物や農地の被害が甚大であり、家屋に関しては、全壊約２５０世

帯、半壊約３３０世帯となっている。また、公共インフラについても、橋梁や水道管、下

水道施設、道路等の損壊が見られる。また、杉堂地区「潮井神社」境内地に出現した断層

や、横ずれ断層の規模を視覚的に伝える堂園地区の田畑に入った「クランク状断層」は、

町文化財に指定された（杉堂地区：平成２８年６月１７日、堂園地区：平成２９年６月７

日）。 

図表：被災した潮井神社（杉堂地区） 

 

             （写真提供：広島大学 中田 高 名誉教授） 

 

図表：田畑に入ったクランク状断層（堂園地区） 

 

             （写真提供：広島大学 中田 高 名誉教授） 
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２．４．７ 住民の避難状況 

（１）４月１４日（前震発生）～４月１５日（本震発生前日） 

 ４月１４日に前震が発災した直後に７か所の指定避難所を開設した。しかし余震も続い

ており、青空避難者や車中避難者が多数発生した。指定避難所になっていない自治公民館

や自宅の庭先に避難している人も多数存在し、避難者の全容把握は困難を要した。なお、

指定避難所施設内に避難した人は約２,０００人だった。 

 

図表：開設した避難所 

施設名 益城町地域防災計画での位置づけ等 

町保健福祉センター 指定避難所 

町総合体育館 

（通路、ロビー及び武道場） 

指定避難所（被災によりアリーナを使用せず） 

町交流情報センター 未指定（指定外避難所） 

町立飯野小学校（車中泊） 指定避難所（被災により施設内を使用せず） 

町立広安小学校（施設内） 指定避難所（被災により体育館を使用せず） 

町立広安西小学校（施設内） 指定避難所 

熊本産業展示場（グランメッセ熊本）

（前震当初：施設内） 

（その後：車中泊） 

未指定（指定外避難所：県施設）            

※発災前、県が物資集積拠点に指定していた 

 

（２）４月１６日（本震発生）～５月７日（避難所再編前日） 

 ４月１６日の本震発生に伴い、加えて余震も続いていたことから、避難者が急増した。

４月１６日夜から１７日朝にかけて、１０か所の指定避難所施設内及び指定避難所駐車場

に避難した人は約１６,０００人であった。自宅庭先や公園、自治公民館等に避難した人も

おり、避難者の全容把握は困難であったが、町民のほとんどが自宅外に避難していたと推

測される。 

 ４月１８日以降、避難者数は減少傾向にあった。しかし避難所は過密状態にあり、解消

へ向けた取り組みや、要配慮者等へのきめ細かなケアが課題となった。過密状態解消に向

けては、被災により開設を見合わせた避難所を応急修理し、避難所を増設する等、避難所

再編を実施することとした。併せて民間企業や団体、自衛隊がテントを設置し、避難所の

代替施設とした。特に町陸上競技場に設置されたテント群は通称「テント村」と呼ばれ、

多くの避難者を受け入れた。 

 

図表：本震後追加した避難所 

施設名 益城町地域防災計画での位置づけ等 

町立益城中央小学校 未指定（指定外避難所） 

広安愛児園 指定避難所（民間施設） 

ホテル熊本エミナース 大規模災害時における宿泊所提供協定締結施設 

町立益城幼稚園 指定避難所（安全確認後、開設） 

町立第４保育所 未指定（指定外避難所） 
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図表：地震前の町総合体育館メインアリーナ  

 

 

図表：４月１４日、前震発生後の町総合体育館メインアリーナ 

 

 

 ４月１４日、前震発生後の町総合体育館は、メインアリーナの天井パネル（１枚の重さ：

約５㎏）が一部落下するなど、損傷を確認した。また、余震が頻発しており被害の拡大が

予想されたため、前震発生後は、メインアリーナ及び同じ構造のサブアリーナを避難スペ

ースとして開放しなかった。 

 しかし、避難者や報道機関から、多くの避難者がロビーや屋外に避難しているため、メ

インアリーナを開放するよう強い要望が多数寄せられた。 
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図表：４月１６日、本震発生後の町総合体育館メインアリーナ 

 

４月１６日、本震発生後の町総合体育館は、メインアリーナの天井パネル、照明（１基の

重さ：約７㎏）、空調吹き出し口（重量不明）がほとんど落下するなど、甚大な被害となっ

た。前震時において、避難スペースとして開放しなかったことが、人的被害を未然に防ぐ

ことにつながった。 

 

（３）５月８日（避難所再編）～５月３１日（通常業務体制再開） 

 避難所過密状態の解消や環境改善、臨時休校していた小・中学校の再開に向け、５月の

大型連休中に避難所再編を実施し、最大１８箇所避難所を開設した。また、不足していた

福祉避難所を補完するため、集団生活に不向きな要配慮者等を中心に、トレーラーハウス

やユニットハウスを提供した。さらに介護が必要な方等を支援するため、町内外２０数箇

所の福祉施設を福祉避難所に指定した。なお、町総合運動公園陸上競技場のテント村につ

いては、梅雨期対策・熱中症対策のため５月３１日をもって閉鎖した。その後、６月２０

日に発生した豪雨により、町総合運動公園陸上競技場が浸水した。 

 

図表：避難所再編に伴い追加した避難所 

施設名 益城町地域防災計画での位置づけ等 

町公民館飯野分館 指定避難所（安全確認後、開設） 

町公民館福田分館 指定避難所（安全確認後、開設） 

町公民館津森分館 指定避難所（安全確認後、開設） 

町男女共同参画センター 未指定（指定外避難所：再編後増設） 

いこいの里 未指定（指定外避難所：民間施設） 

福祉避難所協定施設 

県民総合運動公園陸上競技場 未指定（指定外避難所：県施設） 
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図表：町陸上競技場に設置されたテント村 

 

 

（４）６月１日（通常業務体制再開）～１０月３１日（避難所閉鎖） 

 応急仮設住宅の建設に伴い、６月１４日から順次入居が開始されたため、避難者の減少

が進んだ。避難者の減少などにより避難所の集約が課題となり、町陸上競技場に設置され

たテント村避難者や学校施設避難者を町総合体育館へ集約した。 

 ８月上旬に集約避難所として町総合体育館を指定し、他の避難所は９月８日までに閉鎖

した。 

なお、応急・みなし仮設住宅への入居や自宅応急修理の進捗により避難者が更に減少し、

町総合体育館も１０月３１日をもって閉鎖した。 
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図表：避難所設置・閉鎖の経緯 

４月１７日  最大避難者数 １６,０５０人 

４月２４日  避難者 ７,３１９人（最大時の約半数） 

５月 ８日 

 避難者 ４,３１２人 

 うち、車中避難者１,０００人、テント泊６７０人 

 新規に、町男女共同参画センター、公民館分館３館を避難所開設 

５月３１日 
 避難者 ２,７２８人（町陸上競技場のテント村閉鎖） 

 新規に県民総合運動公園陸上競技場を避難所として開設 

７月１４日  避難者 １,５７８人（最大時の約１割） 

８月３１日  避難者 ２９０人 

９月 ８日  町総合体育館へ集約 

１０月３１日  町総合体育館を閉鎖 

 

図表：避難者数の推移 

単位：人 
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２．４．８ 仮設住宅への入居状況  

 仮設住宅の建設は５月から始まった。６月１４日の赤井仮設団地、津森仮設団地、広崎

仮設団地への入居を始めとして、順次入居が進んだ。 

応急仮設住宅の最終的な建設戸数は、１８団地・計１，５６２戸（うち６戸は福祉住宅）

となっており、平成２９年１０月末時点の入居状況は、１，４１７戸、３，６３１人とな

っている。 

また、民間アパート等の借り上げによる、みなし仮設住宅への入居状況は、１，３７９

戸、３，６２４人となっている。 

 

図表：仮設団地 

 

 

図表：仮設団地の集会施設「みんなの家」 
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名称 
整備 

戸数 

住宅 

種別 

入居 

開始日 

平成２９年１０月末現在 

入 居 

戸 数 

入 居 

人 数 

津森仮設団地 ７３戸 プレハブ ６／２０ ６２戸  １５２人  

赤井仮設団地 ３５戸 プレハブ ６／１４ ３４戸  ８８人  

広崎仮設団地 ５３戸 プレハブ ６／１４ ４９戸  １３２人  

テクノ仮設団地  ５１６戸 プレハブ ７／１７ ４６７戸  １，２３５人  

安永仮設団地 ７０戸 プレハブ ７／１２ ６６戸  １６９人  

飯野小仮設団地 ４８戸 プレハブ ７／１ ４０戸  １０７人  

小池島田仮設団地 
４８戸 プレハブ ７／２７ ４５戸  １１１人  

３４戸 プレハブ ９／２１ ２５戸  ６５人  

木山仮設団地 
１６６戸 プレハブ 

８／９ ２０６戸  ５２０人  
５４戸 プレハブ 

馬水仮設団地 ７７戸 プレハブ ７／２２ ６９戸  １８５人  

馬水東道仮設団地 ５６戸 プレハブ ８／６ ５３戸  １３４人  

平田仮設団地 ４８戸 プレハブ ９／３ ４３戸  １１５人  

櫛島仮設団地 ４１戸 プレハブ ８／２９ ３６戸  ９２人  

馬水西原仮設団地 ５４戸 プレハブ ９／２７ ５０戸  １２３人  

安永東仮設団地 ４３戸 プレハブ ９／２９ ４０戸  ８９人  

惣領仮設団地 ６３戸 プレハブ １０／５ ５６戸  １３８人  

東無田仮設団地 １３戸 プレハブ ９／２７ １２戸  ２９人  

木山上辻仮設団地 ６４戸 プレハブ １０／１９ ５９戸  １３６人  

福富仮設団地 ６戸 木造 １１／１６ ５戸  １１人  

計 １，５６２戸     １，４１７戸  ３，６３１人  
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第３章 熊本地震への対応（全体） 

３．１ 町役場による対応  

３．１．１ 地震発生後の主な対応 

 

日付 内容 

４月  

１４日 

・２１時２６分 地震発生（震度７、マグニチュード６．５） 

・益城町災害対策本部設置（町保健福祉センター） 

 現地対策本部設置（町本庁舎南側駐車場） 

（災害救助法、被災者生活再建支援法適用） 

・指定避難所（７か所）の開設 

・火災発生（安永地区）に伴う、消防団による消火活動 

・町浄化センター停電（４月１５日２時５０分自家発電による電源供給

を開始） 

１５日 

・災害対策本部を町本庁舎３階大会議室へ移転し、現地対策本部を廃止 

・電算システム完全復旧により、住基情報を外部媒体へ取り出し 

・自衛隊による炊き出し開始 

・自衛隊による「火の国の湯」が保健福祉センターに開設 

・被災建築物の応急危険度判定に着手 

・消防団による町内巡回（危険箇所の確認、住戸のガス元栓・電気ブレ

ーカーの遮断確認等） 

・益城町災害ボランティアセンターの設置を町社会福祉協議会に依頼 

・救助隊（消防機関・警察機関・自衛隊）による救助捜索活動開始 

・益城中央小学校跡地に災害廃棄物一時仮置場を開設 

・町内全小中学校臨時休校 

１６日  

・１時２５分  地震発生（震度７、マグニチュード７．３） 

・災害対策本部を保健福祉センターへ移転 

・浄化センター再度停電（同日６時００分復旧） 

１７日 

・自衛隊による「火の国の湯」が総合体育館に開設 

・被災宅地の応急危険度判定に着手 

・救助隊（消防機関・警察機関・自衛隊）による救助捜索活動終了 

１９日 
・義援金の受付けを開始 

・阿蘇くまもと空港が一部運行を再開 

２１日 ・益城町災害ボランティアセンター設立 

２２日 ・町保健師による地区巡回開始（２７日まで） 

２３日 

・安倍内閣総理大臣が益城町を視察 

・「熊本地震に伴う益城町地震災害に関する緊急要望」を安倍内閣総理

大臣に提出 

・基幹系システム復旧完了 

・簡易版ホームページを開設 

・倉庫運営業務を民間運送会社に委託 

２４日 
・総合運動公園陸上競技場にテント村開設 

・町長他関係者において今後の組織体制について協議 
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日付 内容 

２５日 

・激甚災害法適用 

・役場内にプロジェクトチームを設立（住まい支援、被害認定調査、避

難所対策、役場機能） 

・災害廃棄物一時仮置場を町内業者に委託 

２６日 
・基幹系システムのクラウド運用を再開し、データ更新等の事務処理が

再開 

２７日 

・「益城災害ＦＭラジオ」放送を開始 

・「益城町復興支援臨時シャトルバス」の運行を開始 

・１日２回の記者レクを開始 

・県主催「平成２８年熊本地震における家屋被害認定調査事前研修」参

加 

２８日 

・特定非常災害法適用 

・民間賃貸住宅借り上げ制度（みなし仮設住宅）窓口を開設（５月８日

までは県が代行して県庁ロビーにて窓口対応） 

・町防災行政無線臨時親局を設置し、放送を再開 

２９日 ・益城町「被災家屋調査実施計画」策定 

３０日 
・罹災証明に係る建物被害認定調査を開始 

・広報ましき災害臨時号の発行を開始 

５月  

１日 ・罹災証明書の交付申請受付けを開始 

４日 ・「益城災害ＦＭラジオ」内での町長メッセージ放送の開始 

２日 

・災害対策本部を役場庁舎へ移転 

・「熊本地震に伴う益城町地震災害に関する緊急要望」を高市総務大臣

に提出 

６日 

・熊本地震に関する住民相談窓口を町公民館ロビーに開設 

・一部の町立保育所が再開 

・応急仮設住宅工事着手 

７日 ・自衛隊による炊出し支援終了 

８日 ・タブレット端末による物資発注スキームを構築し、運用を開始 

９日 

・保健福祉センターにて役場窓口業務の一部を再開 

・情報系サーバの復旧 

・町内小中学校を再開 

・被害認定調査ＰＴを分割し、罹災証明ＰＴを新設 

・町役場（中央公民館）にて民間賃貸住宅借り上げ制度（みなし仮設住

宅）受付けを開始 

１０日 ・住基ネットシステムを復旧し、ＬＧＷＡＮメールが復旧 

１３日 
・町民憩いの家での入浴サービス再開 

・在宅避難者の健康訪問調査を開始（６月９日まで） 

１４日 ・担当課による各避難所運営を開始 

１６日 
・住民生活課が町中央公民館にて窓口業務を再開 

・町内小中学校にて簡易給食を開始 

１７日 
・税務課、福祉課、いきいき長寿課が業務を再開 

・自衛隊による給水支援終了 

１９日 ・天皇、皇后両陛下が避難所を慰問 
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日付 内容 

２０日 ・熊本産業展示場（グランメッセ熊本）にて罹災証明書の交付開始 

２１日 
・第１次応急仮設住宅の申請受付けを開始 

・物資集積拠点をグランメッセ熊本へ移転、運用開始 

２２日 ・応急修理事業の申請受付けを開始 

２３日 ・「町民憩の家行き巡回バス」が運行を開始 

２６日 ・自衛隊による入浴支援終了 

２９日 
・日本医師会災害医療チーム活動終了に伴い、益城町災害医療調整本部、

救護所が閉鎖 

３０日 ・自衛隊による災害派遣が終了 

３１日 

・「熊本地震に伴う益城町地震災害に関する熊本県への緊急要望」を蒲

島県知事に提出 

・総合運動公園のテント村を閉鎖 

６月  

１日 

・役場に復興課、環境衛生課を新設（組織改編に伴う） 

・福祉課生活再建支援係を設置し、窓口を設け、被災者の生活再建に相

談や被災者生活再建支援金の申請受付けを開始 

・町内小中学校で弁当給食の提供を開始 

・九州産交バス「御船～東無田～交通センター」線が通常運行を再開 

４日 ・安倍内閣総理大臣が益城町を視察 

６日 

・罹災証明に係る建物被害認定調査２次調査を開始 

・仮設プレハブ庁舎及び中央公民館にて役場業務開始 

・九州産交バスによる無料シャトルバスが運行を開始（古閑入口～木山

産交） 

・町内小中学校へ再春館製薬所による汁物給食の提供を開始 

７日 ・記者レクを終了 

１０日 ・政府関係機関撤退 

１３日 ・災害査定開始（道路・河川・下水道） 

１４日 ・応急仮設住宅への入居を開始 

１５日 ・公費による家屋の解体・撤去の受付け開始 

１７日 ・交流情報センターにて業務開始（学校教育課、生涯学習課） 

１９日 ・福祉避難所としてグランメッセ熊本にトレーラーハウスを設置 

２１日 ・豪雨により河川堤防が決壊し、浸水被害が発生 

２３日 ・熊本地震義援金の申請受付けを開始 

２５日 ・益城復興市場・屋台村がオープン 

２６日 
・第２次応急仮設住宅の申請受付けを開始 

・住民票等のコンビニ交付 

２９日 ・飯野小仮設住宅に「みんなの家」第１号が完成 

３０日 ・「ましきラボ」が仮設住宅における聞き取り調査開始 

７月  

６日 ・益城町震災復興基本方針を策定 

７日 
・復興に向けて区長との意見交換会を開催（～１７日、全６回開催） 

・公費による家屋の解体・撤去を開始 

１０日 
・参議院議員選挙（投票所を２８か所から１２か所に縮小、投票時間を

短縮して実施） 
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日付 内容 

１３日 
・広報ましき復興ニュースの発行を開始 

・関西広域連合撤退 

１５日 ・「テクノ仮設団地」にバス２路線を新設 

１７日 ・「ましきメッセもやい市」３か月ぶりに再開 

２０日 ・自費解体・撤去（先行解体）費用の申請受付を開始 

２２日 

・熊本連携中枢都市圏として、「平成２８年熊本地震に関する要望書」

を国に提出 

・総務省へ熊本地震に伴う自治公民館改修等の費用に関する要望を実施 

・国土交通省へ熊本地震に伴う防災集団移転促進事業に関する要望を実

施 

２４日 ・平成２８年熊本地震益城町慰霊祭を開催 

２６日 ・第２回益城町議会定例会を開催、災害復興特別委員会を設置 

２８日 

・「益城町復興計画策定に向けた住民意見交換会」を開催（～８月２０

日、全１４回開催） 

・第３次応急仮設住宅の申請受付けを開始 

３１日 ・マイナンバーカードの交付事務 

８月  

５日 ・第１回益城町復興計画策定委員会を開催 

１０日 
・グランメッセ熊本の改修工事の開始に伴い、拠点物資倉庫を委託先で

ある民間委託業者倉庫へ移転 

１５日 ・指定ゴミ袋でのごみの回収を再開 

２０日 

・「益城町の復興に関する意向調査」アンケート調査を実施（４月１４

日時点で住民基本台帳に記載されている全１３，０９７世帯に発送・

９月２日締切・５，６８３世帯から回収） 

２３日 ・第４次応急仮設住宅の申請受付けを開始 

２７日 

・子どもまちづくりリーダーツアーの報告会を開催 

 （９月１１日に仙台市で開催された東北子どもまちづくりサミットで

益城町の小学生がその成果を発表） 

９月  

６日 
・テクノ仮設団地に「イオン益城テクノ仮設団地店」及び「益城テクノ

笑店街７」がオープン 

８日 ・町総合体育館への避難者集約に伴い、他避難所を閉鎖 

３０日 ・災害廃棄物二次仮置場を設置 

１０月  

１日 ・「広報ましき１０月号」（通常版）を発刊 

３日 ・益城町地域支え合いセンターを設立 

７日 ・第２回益城町復興計画策定委員会を開催 

８日 ・「益城町未来トーーク」を開催 

１２日 ・益城町復興計画骨子を策定 

１３日 ・「益城町復興計画づくりに関する小・中学生アンケート」の実施 

１７日 

・「益城町復興計画骨子に係る住民意見交換会」を開催（～２２日、全

７回開催） 

・応急仮設住宅の申請受付を随時開始 

１９日 ・熊本大学が秋津川河川公園内に「ましきラボ」を開所 
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日付 内容 

２４日 ・簡易水道の災害査定開始 

３１日 ・総合体育館避難所を閉鎖（町内の全ての避難所を閉鎖） 

１１月  

１０日 ・第３回益城町復興計画策定委員会を開催 

１１日 ・益城町復興計画（案）の策定 

１４日 ・応急仮設住宅工事完了 

１５日 
・「復興計画（案）に関する住民意見公募（パブリックコメント）」の

実施（～２８日） 

１６日 ・上水道災害査定開始 

１７日 ・熊本県へ県道熊本高森線４車線化に関する要望を実施 

２１日 ・災害対策本部を廃止 

１２月  

８日 ・第４回益城町復興計画策定委員会を開催 

９日 ・県道熊本高森線の都市計画等に関する説明会を開催（～１２日） 

１２日 ・益城町復興計画の策定 

１８日 ・「益城町もうちょっトーーク ～未来トーーク延長戦～」開催 

２０日 
・益城町復興計画の議会承認 

・益城町ホームページ（通常）の開始 
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３．１．２ 各時期における分野ごとの従事割合および勤務状況 

（１）分析の目的・方法 

 発災した４月１４日から１２月末まで、町職員の従事した業務内容は時期ごとに大きく

変動した。ここでは、町職員へのアンケート結果（参考資料１ 町職員アンケート参照）

をもとに、時期を４区分に区切り、それぞれの時期における業務の従事割合を整理した。 

 

１）時期区分 

 町の業務実施体制が大きく変わったタイミングを踏まえて、発災から１２月末までの約

７か月半を以下の４区分に分けた。 

・４月１４日～ ４月１６日（前震発生～本震発生） 

・４月１６日～ ４月２５日（本震発生～ＰＴ設置） 

・４月２５日～ ５月３１日（ＰＴ設置～通常業務体制移行） 

・６月 １日～１２月３１日（通常業務体制移行～年末） 

 

２）分析対象とする業務分野 

 以下１８業務および「その他」「その期間は出勤を全くしていなかった」の計２０業務を

対象とした（※本報告書第４章の項目とは合致していない）。 

１．災害対策本部の組織・運営、全庁的な人事・応援の受入れ調整 

２．救助・救急活動、救急医療活動 

３．被害情報の収集、通信の確保 

４．広報活動、災害情報の伝達 

５．避難所での避難者対応に関する業務 

６．保健衛生対策（防疫、食品衛生、健康管理、要援護者対策、被災動物対策など） 

７．物資等の輸送、供給対策 

８．その他のボランティア、ＮＰＯ、ＮＧＯなどとの協働活動 

９．公共インフラ被害の応急処置等（道路点検・復旧、上下水道、水害・土砂災害予防

対策等） 

１０．建物、宅地等の応急危険度判定 

１１．被害認定調査に関する業務 

１２．罹災証明の発行に関する業務 

１３．応急仮設住宅に関する業務 

１４．生活再建支援（義援金、生活資金の貸付など） 

１５．廃棄物処理・公費解体 

１６．平常業務の継続・復旧 

１７．役場機能再建 

１８．復興計画の策定 
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１９．その他 

２０．その期間は出勤を全くしていなかった 

 

３）調査方法 

 町職員を対象としたアンケート調査で、４時期区分それぞれにおいて業務時間の多かっ

た２つの業務と、その２つの業務に従事した概ねの時間割合を質問し、集計した。 

 

問：あなたが主に従事した業務内容を、従事時間の多かった順に２つ記載するとともに、各業

務に従事したおおむねの時間割合を記入してください。業務は下記の「業務リスト」のな

かから番号を選んで記載してください。 

 
 

１番目に 

時間の多かった業務 

2 番目に 

時間の多かった業務 

  業務種別 従事割合 業務種別 従事割合 

１ 
４月１４日の前震から 

４月１６日の本震まで 
    

２ 
４月１６日の本震から 

４月２５日のＰＴ設置まで 
    

３ 
４月２５日のＰＴ設置から 

５月末まで 
    

４ 
６月１日の通常業務体制移行から

１２月末まで 
    

 （記入例） ７ ６割 ３ ４割 

 
 

 

（２）分析結果 

前震発生（４月１４日）から本震発生（４月１６日）までの間に職員が動員された業務

としては、「避難所での避難者対応に関する業務」が最も多く、全職員が投入した業務時間

の２９．２％に該当する。次いで「物資の輸送、供給対策」（１２．９％）と「平常業務の

継続・復旧」（９．１％）、「被害情報の収集、通信の確保」（６．８％）が多い。 

本震（４月１６日）からＰＴ設置（４月２５日）までの間では、「避難所での避難者対

応に関する業務」への従事割合が突出して高く（４３．２％）、次いで「物資の輸送・供給

業務」（９．２％）、「平常業務の継続・復旧」（４．９％）、「公共インフラ被害の応急処置

等」（４．５％）、「災害対策本部の組織・運営、全庁的な人事・応援の受入れ調整」（４．

４％）が多い。避難所運営業務はこの時期がピークとなっている。 

ＰＴ設置（４月２５日）から５月末までの間においても、「避難所での避難者対応に関

する業務」が最も多い（２２．６％）。ただし、これに次ぐ「平常業務の継続・復旧」（２

０．６％）が避難所運営業務とほぼ同率を占めるようになっている。地震発生から１０日

～１か月程度が過ぎた時点で、避難所運営は徐々に落ち着きを取り戻し、平常業務を含む

他業務に移行しつつあることがうかがえる。また応急対策業務のなかでは「罹災証明の発
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行に関する業務」（６．２％）が「避難所での避難者対応に関する業務」に次いで多くなっ

ている。 

６月から年末までの間になると、「平常業務の継続・復旧」が最も多く、半数を超える

ようになる（５０．３％）。この時期においても応急対策業務のなかでは「避難所での避難

者対応に関する業務」（６．０％）の割合が最も高いままであり、「仮設住宅に関する業務」

（４．８％）が次ぐ。【参考資料１：町職員アンケート問２２】 

 

業務リスト 
４月１４日 

～４月１６日 

 ４月１６日 

～４月２５日 

４月２５日 

～５月３１日 

６月１日 

～年末 

０１．災害対策本部の組織・運営、

全庁的な人事・応援の受入れ調整 
２．５% ４．４% ３．５% ０．９% 

０２．救助・救急活動、救急医療

活動 
１．９% ０．１% ０．０% ０．０% 

０３．被害情報の収集、通信の確

保 
６．８% ３．２% ３．６% １．３% 

０４．広報活動、災害情報の伝達 ０．２% ０．８% １．７% ０．５% 

０５．避難所での避難者対応に関

する業務 
２９．２% ４３．２% ２２．６% ６．０% 

０６．保健衛生対策 ０．８% ２．４% ２．２% １．９% 

０７．物資等の輸送、供給対策 １２．９% ９．２% ４．２% １．７% 

０８．その他のボランティア、Ｎ

ＰＯ、ＮＧＯなどとの協働活動 
０．６% １．５% ０．５% ０．３% 

０９．公共インフラ被害の応急処

置等 
３．２% ４．５% ３．８% ３．２% 

１０．建物、宅地等の応急危険度

判定 
０．０% ０．３% ０．３% ０．０% 

１１．被害認定調査に関する業務 ０．０% ０．０% ３．４% ２．１% 

１２．罹災証明の発行に関する業

務 
０．０% ０．０% ６．２% ２．３% 

１３．仮設住宅に関する業務 ０．０% ０．１% ２．２% ４．８% 

１４．生活再建支援（義援金、生

活資金の貸付など） 
０．０% ０．０% １．１% １．７% 

１５．廃棄物処理・公費解体 ２．６% ３．２% ３．４% ３．０% 

１６．平常業務の継続・復旧 ９．１% ４．９% ２０．６% ５０．３% 

１７．役場機能再建 ０．０% ０．１% １．１% ０．５% 

１８．復興計画の策定 ０．０% ０．０% ０．０% １．４% 

１９．その他 ５．６% ５．２% ３．２% ３．８% 

２０．その期間は出勤を全くして

いなかった 
０．５% ０．０% ０．０% ０．０% 

※各職員が１番目と２番目に多く従事した業務の従事割合を合計し、その割合を算出した。 
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３番目以降の従事業務を含んでいないため、上記の総合計は１００％に達しない。 

 

 また地震発生以降の町職員の勤務状況を見ると、４月中は６５．９％の職員が休みを取

れなかった。「休みはなかった」と答えた職員は、５月は３０．０％、６月は１３．５％、

７月は６．３％、８月以降は３％以下となっている。しかし「通常と同じ」と答えた職員

は、４月は１．４％、５月は７．１％となっており、半数を超えるのは９月以降である。

長期にわたって町職員に業務負荷の大きい状況が続いていたことが分かる。【参考資料１：

町職員アンケート問５４】 
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３．２ 町議会による対応 

（１）震災直後の町議会の判断 

震災は町議会にも大きな影響を及ぼした。議長へのヒアリングによると、前震後の１５

日朝には複数名の議員が役場に登庁し、災害対策本部にて被害状況の把握等を行っていた。

当初、町執行部も混乱状態にあり、そのような状況で町議会として災害対策本部に関わる

と更なる混乱を招きかねないと議長が判断し、町執行部と役割分担をする形で、各議員と

も地元地域に張り付いて被害状況の把握や被災者ニーズの把握等に従事した。 

 

（２）被災者ニーズの把握 

 震災から１０日ほど経過した頃、経済産業省から「益城町で困っているもの、不足して

いるものを教えて欲しい」という依頼が関係者を経由して町議会に届いた。当時、上下水

道が広域にわたり破損していたため仮設トイレの配備を依頼したところ、仮設トイレ１３

４基がすぐに益城町に搬送された。 

 しかし、町職員の多くは避難所運営対応で手一杯の状態だったため、町内に配備する余

力がない状態だった。そこで、各議員及び各地区の区長が集まり手分けして作業すること

で、それぞれの地区の公民館に２基ずつ仮設トイレを設置した。 

 また、仮設トイレは水洗ではないため異臭がきつく、避難者から不満の声が多く聞かれ

たため、経済産業省に依頼のうえ、消臭剤についても物資支援を受けた。同じように各議

員に連絡して各地域に配布した。 

 

（３）全員協議会の開催 

 上記のとおり地震後は各議員とも地域に入り込んで活動していたため、議員の中には町

執行部の動きが分からず情報が行き届かないといった支障が現れ始めた。 

そこで、議員間の情報共有及び地区ごとの被害状況の把握を目的とした全員協議会を５

月～６月に開催した。１０日に１回のペースで開催し、町執行部からは町長をはじめ各課

等長が出席した。現状の報告や今後の見通しについて報告を受けた。また各議員からは地

区ごとの現状及び要望を執行部に説明する場とした。さらに、当時は避難者に情報がうま

く伝達できていない状況だったため、全員協議会での協議事項を各議員経由で地元区長に

伝達してもらった。 

 

（４）震災後の町議会開催 

 ６月議会は、震災の影響で準備が間に合わず開催不可能となったため、７月に時期をず

らして開催した。一般質問と常任委員会を割愛し、会期１日で全議案とも承認及び可決認

定を行った。事前に全員協議会で議案の内容について協議のうえ精査を行ったため短期間

での採決が可能となったものである。 

 議会棟は壁や天井が崩落し使用不能になったため、仮設プレハブ庁舎や使用可能な町有
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施設を間借りして議会を開催した。 

 また、町執行部と緊密な連携のもと全町あげて復旧復興に取り組む体制を構築するため、

災害復興特別委員会を設置した。 

（災害復興特別委員会の主な役割） 

 町執行部が行う復興計画等の作成に対して、議会の意見を取りまとめ執行部へ通知 

 町執行部が行う復興等に関する情報を議会へ提供 

 国や県等へ復興等に関する要望の取りまとめ 

 その他議長の指示事項 

  

７月議会では、上下水道等のインフラ整備をはじめ、相当の復旧事業費が必要となり、

結果的に一般会計予算が当初の１１１億円から３０９億円に膨れ上がった。 

９月議会及び１２月議会は一般質問を代表者のみに限定し、常任委員会を割愛して開催

した。通常の議会体制に戻ったのは平成２９年３月議会からとなった。 

 

（５）震災対応で良かったこと 

 各議員は、被災者ニーズの把握に努めるとともに、行政と住民のパイプ役として全員協

議会の場を通して町執行部に各地区の現状を伝える役割を担った。 

 常日頃、地域住民との付き合いがあり地域に密着しているからこそ、密なコミュニケー

ションが可能となり、被災者の要望把握につながった。 
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３．３ 住民による自助・共助活動  

 今回の熊本地震では、町内の家屋等のうち約９８％が被害に見舞われる等、多くの町民

に被害が及んだ。そのような中、自分自身や家族を支える「自助」や、地域コミュニティ

や民間のつながりの力で互いに支え合う「共助」により、自発的に緊急時の助け合いがな

された事例が多数確認された。 

 

（１）消防団による緊急対応 

 前震発生後、消防団本部がすぐに町災害対策本部に参集した。情報の収集および分団長

等幹部への指示を行い、倒壊家屋の救助活動（１１件１９名）や救急搬送のフォロー、地

域住民の安否確認、避難の呼びかけや誘導等を実施した。現場の状況に応じて柔軟に対応

を行った。 

 また、４月１４日に安永地区で火災が発生したが、当該地区の班が速やかに火災現場に

直行し、消防署と連携して消火活動を実施したことにより、延焼拡大防止につながった。 

 ４月１５日には地域内の巡回パトロールを行い危険箇所の確認をし、住戸のガス元栓や

電気ブレーカーの遮断確認等を行った。これが結果的に火災の抑止につながったと考えら

れる。道路通行止め箇所においては、２４時間体制で交通誘導を実施し、物資搬送のほか、

被災者の要望を受けて様々な対応を行った。 

 本震後は、さらに１６件３２名の救助活動を実施した。また、新たに発生した道路や橋

梁の通行不可箇所及び信号機の停電箇所等で交通誘導を実施した。道路の機能回復のため

の沿道家屋のがれき撤去や住戸のガス漏れチェック、消火栓の確認、避難所運営等多岐に

わたり活動した。 

 本震から２日程経過すると、空き巣被害が確認されるようになり、７月上旬頃まで夜間

の巡回活動を継続的に実施し、治安維持に努めた。 

 災害対応で良かった点としては、日頃から消防団幹部や分団、班への連絡手段として無

料通信アプリを活用しており、非常時においても迅速に現場状況の確認や共有、他班への

応援要請等の連携がうまく取れたことが挙げられる。 

 町災害対策本部にも逐一画像で現場の状況を伝達し、避難勧告・指示の迅速な発令に繋

がった。 
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（２）自治会による震災対応 

 町内には６８の行政区があり、自治会により戸数や組数が異なり、地域コミュニティの

特性も異なる。行政区ごとに行った区長ヒアリングで挙がった共通的な意見は次のとおり。 

＜共通的な意見＞ 

①自治会としての対応について 

 地震直後は自治会内で連絡を取り合うことすらできず、状況把握ができなかった。災

害の規模が大きすぎたので、自治会組織としてすぐに活動するのは非常に困難だった。

多くの区長や役員が被災した状況だった。 

 地震から数か月経過した頃でも、自治会長自身が町外に避難している、防災無線が再

開できない、不在宅ばかりで回覧板がまわらない、など困惑することが多かった。 

 

②被害状況・安否の確認について 

 地震後１～２時間後に１人暮らしの家を区長が確認してまわった。同じ地区といえど、

住民全員の顔と名前を知っているわけではなかったので、完全に状況把握するのは困

難だった。 

 震災直後は自分の家族や隣近所の安否確認を実施した。震災翌日に地区全体の被害状

況の確認や、高齢者宅等の確認を行った。 

 区長が連絡網を作成しており、全家庭に連絡を入れて確認したが、自宅外に避難して

いる世帯が多く、うまく機能しなかった。 

 一人暮らし宅・高齢者宅を区の役員に指示して確認してもらった。 

 

③情報収集・情報伝達について 

 町役場と連絡がとれず、状況が分からなかったため非常に不安だった。 

 町役場からの一方的な発信でも構わないので欲しかった。とにかく情報を欲していた。 
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 誰がどこに避難しているのか分からないので、情報共有の手段がなかった。 

 地震後に固定電話でなく携帯電話の連絡網を取りまとめた。 

 

④避難所の運営について 

 自主避難所の運営を区長と役員数人でせざるを得ず、特に物資の確保に奔走した。 

 避難所内でのトラブルが多く、区長が間に入って仲裁することが多々あった。 

 自治公民館を自分たちの判断で開放し避難所として活用した。 

 可能な限り区長を中心に住民で自主運営することが望ましい。 

 

⑤在宅避難者や軒先避難者への対応について 

 物資支援に偏りがあった。 

 みなし仮設住宅には支援物資がほとんど届かず格差を感じた。 

 効率的な物資の配分策として、区長が地域を代表して物資を取りに行く制度が途中か

ら構築されたのは有効だった。ただし、その分区長の負担が増加した。 

 

⑥今後の改善点について 

 風水害と地震は分けて考えることが必要。今まで地震を想定した訓練をやっていなか

ったため、日頃から訓練をする必要性を感じた。 

 可能な限り、各区で携帯電話の連絡網及び緊急連絡先を整理しておくべき。 

 非常時に各区長との緊急連絡がとれる体制を整備する必要がある。 
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３．４ 外部からの支援 

（１）組織別の主な支援内容 

 今回の熊本地震では想定をはるかに超える甚大な被害を受けたため、町単独では到底対

応しうるものではなかった。警察・消防・自衛隊の救助活動にはじまり、国・県・他自治

体、民間企業やＮＰＯ・ＮＧＯ、個人ボランティア等、様々な外部組織等に長期にわたり

復旧・復興活動を展開してもらった。組織別の支援内容は次のとおり。 

 

組織名 支援内容 

警察 

（各県警察応援隊） 

人命救助・捜索活動、交通規制、防犯活動等（熊本県警

がマネジメント） 

消防 

（緊急消防援助隊） 

消火活動、人命救助・捜索活動、被害情報の収集及び集

約等 

（熊本市消防局がマネジメント） 

自衛隊 

（陸上・海上・航空） 

人命救助・捜索活動、給水・炊出し・入浴・ 

物資配送支援等 

（第４２普通科連隊がマネジメント） 

熊本県 トップマネジメント補助、人的支援、応援職員の配置計

画作成等 

他自治体 初動期における災対本部支援、プロジェクトチームや各

課の業務支援 

日本財団 緊急対策支援、NPO・ボランティア活動支援、在宅避難者

調査、住宅損壊等への見舞金支給、住宅・事業再建資金

への融資制度創設等 

ＪＶＯＡＤ 

（全国災害ボランティア支援団体

ネットワーク） 

ＫＶＯＡＤ 

（くまもと災害ボランティア団

体ネットワーク） 

ボランティア団体間の連携調整等 

 

各種ボランティア団体 

 

被災者支援全般 

（医療救護、避難所の環境改善支援等） 

益城町災害ボランティアセンター 

（益城町社会福祉協議会） 

ボランティアの効率的な推進支援 

町消防団（５分団３３班） 消火活動、人命救助・捜索活動、被害情報の収集、火災

予防活動、交通規制等 

 

（２）人的支援の状況 

 震災後、すぐに熊本県や関西広域連合をはじめ、全国の自治体から多数の職員派遣が行

われ、被害状況の把握や避難所運営に追われる町職員のマンパワー不足を補った。震災直

後の混乱期における派遣者数は把握しきれていないが、平成２８年４月以降の中長期派遣

職員は、平成２８年度で８５人、平成２９年度で５７人を数え、延べ１４２人の職員が他

自治体から町に支援に入った。（平成２９年８月現在） 
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＜派遣職員の配置先＞ 

平成２８年度 平成２９年度 

政策審議監 １人 政策審議監 １人 

総務課 ４人 総務課 ４人 

復興課 １人 危機管理課 ２人 

企画財政課 ２人 企画財政課 ２人 

税務課 １０人 福祉課 ２人 

環境衛生課 １９人 生活再建支援課 ２人 

健康づくり推進課 １人 健康づくり推進課 ２人 

福祉課 ２人 環境衛生課 ４人 

農政課 ４人 産業振興課 ２人 

建設課 ２８人 都市建設課 １人 

都市計画課 ７人 復旧事業課 ２３人 

下水道課 ６人 復興整備課 ７人 

  下水道課 ５人 

  

（３）益城町災害ボランティアセンターの開設 

 ４月１５日に、益城町地域防災計画に基づき、益城町災害ボランティアセンター(以下、

町ボラセン）の設置を益城町社会福祉協議会（以下、町社協）に依頼し、４月２１日に開

設された。 

 ボランティアによる主な活動は、避難所支援、支援物資の仕分け作業、災害ごみ集積場

への支援、災害ごみの集積・運搬、がれき撤去、引っ越し運搬作業等であった。 

 

＜開設期間＞平成２８年４月２１日（木）から平成２９年４月２２日（土）まで 

＜開所日＞１８６日間（開設期間中、悪天候により４日間のみ閉所日あり） 

＜ボランティア件数＞ 

運搬ニーズ 

完了件数 

運搬・作業ニーズ 

完了件数 

作業ニーズ 

完了件数 

ニーズ完了 

総件数 

１,５８９件 ５４７件 ３,０１５件 ５,１５１件 

 

＜ボランティア参加人数内訳＞ 

 県内人数 県外人数 合計人数 活動日 

４月 ２,７５５人 １,９９２人 ４,７４７人 １０日 

５月 ４,７８６人 ７,４３７人 １２,２２３人 ３０日 

６月 １,３５４人 ６,６７９人 ８,０３３人 ２９日 

７月 １,０５１人 ３,８５０人 ４,９０１人 ３０日 

８月 ６０７人 １,７２３人 ２,３３０人 １７日 

９月 ３３８人 ８９７人 １,２３５人 １４日 

１０月 １６６人 ４５９人 ６２５人 ９日 

１１月 １６３人 ４３９人 ６０２人 ８日 

１２月 １３５人 ２５４人 ３８９人 ６日 
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１月 １０４人 １５８人 ２６２人 ７日 

２月 ８３人 １４３人 ２２６人 ６日 

３月 １２１人 ２７０人 ３９１人 ９日 

４月 １３０人 ２８４人 ４１４人 ７日 

総計 １１,７９３人 ２４,５８５人 ３６,３７８人 １８２日 

 

（４）義援金による支援の状況 

 被災者への金銭的支援を目的に、町で義援金の受付けを実施した。当初の受付期間は平

成２８年４月１９日から平成２９年３月３１日までとしていたが、被災者の生活再建に期

間を要するため、平成３０年３月３１日まで受付期間を延長した。 

＜平成２９年１０月１日時点＞ 

１２，３２５件  １，０７７，４３２，３５６円 
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第４章 熊本地震への対応（業務別詳細）と今後の改善の方向性 

４．１ 地震による職員の被災状況 

ここでは町職員に対するアンケート調査に基づき、町職員の被害状況や前震・本震発生

時における出勤状況等を明らかにする。また当時の状況を踏まえて、今後の改善の方向性

も記述する。 

 

４．１．１ 地震による職員への人的・物的被害 

 家族全員が無事であった職員は９２．６％であった。一方で、犠牲になった・怪我をし

た家族がいる職員や自分自身が怪我をした職員もおり、直ちに業務につけなかった。【参考

資料１：町職員アンケート問１】 

 ８５．２％の職員は自宅に被害を受け、その内数として１８．４％の職員の自宅が全壊

となった。【参考資料１：町職員アンケート問２】 

 発災後の出勤元（複数回答可）について、自動車（車中泊）から出勤した経験がある職

員は２４．４％、実家や親類・知人宅から出勤した経験のある職員は１５．０％、震災前

とは別のアパートや家を借り、そこから出勤した職員は８．９％となっており、震災前の

自宅から出勤していた職員は６４．８％となった。【参考資料１：町職員アンケート問３】 

 このように、多くの職員が自分自身・家族や自宅に何らかの被害を受けた中で、業務に

当たっていた。 

 

＜改善の方向性＞ 

 地域防災計画や業務継続計画（以下、ＢＣＰ）、受援計画の改訂・策定にあたっては、

職員・家族の身体・自宅等の被災によって、業務対応できる人員数が通常数より減る

ことを前提に検討をする必要がある。 

 職員および家族の安全確保、また町役場の災害業務対応等への影響抑制のために町職

員への被害軽減の対策（自宅の耐震化、家具の固定など）、自宅・家族の被災時の対応

の啓発等を行う必要がある。 

 職員自身も被災者であることから、職員及び家族の心身の健康に十分配慮し、休暇を

順番に取得できるようにする等の取組みを行うことが必要である。 
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４．１．２ 前震時の出勤状況 

（１）前震発生時にいた場所 

前震が発生した際に、全職員のうち５３．７％が町内にある自宅に、２９．４％が町外

にある自宅にいた。職場にいた職員は０．９％、自宅・職場以外の益城町内にいた職員は

７．０％、自宅・職場以外の益城町外にいた職員は８．４％であった。【参考資料１：町職

員アンケート問４】 

 

（２）４月１４日以降の出勤状況 

前震が発生した１４日の夜のうちに、職場に参集した回答職員は６１．６％であった。

【参考資料１：町職員アンケート問５】 

前記のうち、６８．０％が発災から２時間以内に職場へ参集した。【参考資料１：町職

員アンケート問８】 

１４日夜に参集した職員が最初に到着した職場は本庁舎が最も多い（６６．７％）。次

いで町保健福祉センター（１２．４％）となっている。指定避難所に参集した職員は多く

なく、たとえば町総合体育館に参集した職員は１．１％にとどまる。【参考資料１：町職員

アンケート問１０】 

１４日夜の出勤場所の選定理由は、「連絡はなかったが、平常時の所属場所なので」が

７２．３％であった。「その場所に向かうよう連絡を受けたので」と答えたのは１２．４％

であった。【参考資料１：町職員アンケート問１１】 

またその場所までの移動手段は、自動車が６２．１％、徒歩が２６．０％であった。【参

考資料１：町職員アンケート問１２】 

参集にあたっての課題としては、「参集する途中が危険だった」（５６．９％）が多く、

「参集の可否や参集場所などについて、報告や相談するべき方法などがわからなかった」

（２５．６％）が次いで多い。【参考資料１：町職員アンケート問１３】 

一方で１４日の夜のうちに参集しなかった・できなった回答職員が参集できなかった理

由として挙げたのは、「家族や自宅が被災したため」（３７．８％）、「移動する途中が危険

と思ったので」（３６．６％）が多かった。また、「参集が必要なことを知らなかったため」

と答えた職員も１４．６％にのぼる。【参考資料１：町職員アンケート問６】 

前震の発生した１４日夜のうちには出勤できなかった回答職員のうち、本震（１６日未

明）までの間に出勤した職員は７７．４％となっている。出勤が１７日以降となった職員

は１７．９％であった。【参考資料１：町職員アンケート問７】 

 

＜改善の方向性＞ 

 平時より参集基準や参集場所などの基本的なルールを決めて、全職員が把握しておく

必要がある。 

 自宅等から参集場所までの複数の参集ルートを把握しておく等、災害時に速やかに参
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集できるように備えておくことが必要である。 

 参集が困難な職員（自宅が遠い、小さい子供や介護が必要な家族がいる等）を平時よ

り把握し、その職員が職場に参集できないことを前提とした業務体制を構築すること

が必要である。 
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４．１．３ 前震・本震発生直後の業務内容 

（１）４月１４日夜の状況 

１４日夜から翌１５日朝にかけて、４９．０％の職員が避難所運営にあたった。また１

７．０％の職員が救出活動に係わる業務に、１４．４％が町内の被害状況の収集にあたっ

た。【参考資料１：町職員アンケート問１５】 

職員があたった業務が町地域防災計画に「おおむね想定されていた通りの業務である」

と答えた職員は２０．６％である。一方で、「想定があったのかどうか分からない」と答え

た職員は５６．８％となっている。【参考資料１：町職員アンケート問１６】 

参集後の指示系統は「所属長から指示を受けていた」のは２９．７％、「所属長以外か

らの指示系統となったが、一本化はされていた」のは４．８％となっている一方で、「複数

の系統からの指示を受けた」のが１２．７％、「指示系統がはっきりしなかった」のが５２．

７％となっており、指示系統が混乱したことがうかがえる。【参考資料１：町職員アンケー

ト問１７】 

初動の参集後の業務実施体制の課題として、「指示系統がはっきりしなかったり、複数

の指示があって混乱した」ことを挙げる職員が５３．４％であった。「参集したあと具体的

に何をすべきか指示がなかった」（３４．２％）、「業務執行中に身の危険を感じることがあ

った」（２８．０％）が続く。【参考資料１：町職員アンケート問１８】 

 

＜改善の方向性＞ 

 発災直後の職員の取るべき行動は地域防災計画等に記載があり、自身の行動について

把握をしておく必要がある。今後、計画等の見直しや策定により、参集体制や指示系

統を明確化し、研修や訓練等を通じて町職員への浸透を徹底することが必要である。 

 

（２）４月１６日の状況 

１６日未明の本震発生時には、自宅にいた職員と、勤務場所にいた職員とが、それぞれ

４２．３％であった。【参考資料１：町職員アンケート問２０】 

本震によって怪我をした職員は５．１％、身の危険があった職員は６９．２％であった。

【参考資料１：町職員アンケート問２１】 

 

＜改善の方向性＞ 

 本震発生時に、身体に危険のあった町職員は少なくない。災害時行動マニュアル等に

おいては、業務時間内・外それぞれの状況における町職員の安全確保に配慮する必要

がある。 
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４．２ 発災後の業務体制 

４．２．１ 災害対策本部 

 益城町地域防災計画において、災害対策本部（以下、災対本部）組織図及び各課分掌事

務を決定していた。しかし、今回の震災では災対本部要員として割り当てていた職員も避

難所業務等に追われ人員不足となった。したがって、災対本部の事務局機能が麻痺したう

え、災対本部長を補佐する人員不足もあり、災対本部機能も麻痺した。 

 このようなことから、各課等長、各班長及びＰＴ代表者による新たな災対本部組織を整

備し、県、関西広域連合、政府関係機関、各応援団体の助言を取り入れ、分掌事務の見直

しを実施した。これにより、災害対応業務が進捗することとなった。 

 しかし、既存の各課等は所属職員のほとんどが避難所業務を担当し、必要最小限度の通

常業務と災害対応業務を実施するにとどまり、災対本部の決定事項が担当課及び担当職員

に浸透しなかった事例も報告された。 

 その後、自治体応援職員等の増員や６月１日に実施した組織改編、６月６日の仮設プレ

ハブ庁舎完成に伴い、既存各課の対応業務拡大が可能となり、併せて災害対応業務が飛躍

的に進捗した。 

県外からは、熊本県庁での調整結果でカウンターパートとなった関西広域連合および福

岡県の枠組みで、家屋被害認定調査や避難所等への現場作業を補助する職員、それらの応

援受援調整を行う事務職員などが派遣された。避難所への人数の割り振りなどは、主に応

援側の関西広域連合職員によって行われた。また当該枠組み以外による、多くの自治体か

らの職員派遣、支援も行われた。 

政府関係機関からは、熊本県からの依頼を受けた厚生労働省による保健師の派遣のほか、

町役場への事務職員の派遣も行われた。 

町役場と応援自治体職員との情報共有は、必要に応じて行われたほか、毎日 1 回ミーテ

ィングが開催された。 
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１）発災前の災対本部体制表（Ｈ２７地域防災計画における規定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害対策本部 

本 部 長：町長 

副本部長：副町長（空席） 

本 部 員：教育長 

    ：各課等長 

          総務課・選管 

 総務対策部    政策推進課 

 部長：総務課長  会計課 

          議会事務局・監査 

          福祉課 

          住民生活課 

 福祉生活対策部  下水道課 

 部長：福祉課長  こども未来課 

          いきいき長寿課 

          健康づくり推進課 

 水道対策部    水道課 

 部長：水道課長 

 建設対策部     建設課 

 部長：建設課長 

 産業対策部    農政課 

 部長：農政課長  企画財政課 

          都市計画課 

 税務対策部     税務課 

 部長：税務課長 

 教育対策部     学校教育課 

 部長：教育長    生涯学習課 

 本部室 

室長：総務課長 

次長：防災係長 

室員：防災係員 

 対策部及び部長名 編成課等 
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２）発災後の災対本部体制表（４月２５日、各ＰＴ設置後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指揮・報告 

 

   

   

 

指 

指 

・

指揮・命令 

  

                

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 住まい支援ＰＴ 

 罹災証明ＰＴ 

 被害認定調査ＰＴ 

災害対策本部：意思決定機関 

本 部 長：町長 

  具申↑ ↓指揮・命令 

教育長・総務課長 

  具申↑ ↓指揮・命令 

本 部 員：各課等長 

    ：各対策班長 

    ：各ＰＴ代表者 

 建設班 

 衛生班 

 情報班 

 避難所対策ＰＴ 

 広報班 

 各担当課 

 水道課 

 下水道課 

救急・救助関係機関 

警察（各県応援隊） 

消防（緊急消防援助隊） 

自衛隊（第４２普通科連隊） 

益城町消防団 

 都市計画課 

 役場機能再建ＰＴ 

 医療救護班 

現地災害対策本部 

本部長：総務課長 

（４月１４日設置し、 

４月１５日廃止） 

 熊本県 

 関西広域連合・福岡県 

相互協力・助言 

 対策班名 

 物資班 

 政府関係機関 

 各種団体等 

相互協力・助言 

 ＰＴ名 

 人員・物資等支援機関 

 既存の各課等 

 農政課 
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図表：町各班・業務内容の概略 

組織名 業務内容の概略 

情報班 情報収集及び担当各部署との連絡調整等 

物資班 支援物資の受入れ及び配送調整、ボランティア団体との連絡調整等 

広報班 被災者支援広報（災害ＦＭ、広報ましき臨時号等）の実施等 

医療救護班 ＤＭＡＴ等医療支援団体との連絡調整及び救護の実施等 

衛生班 災害がれき置き場の運営管理、仮設トイレの設置、管理等 

建設班（建設課） 道路等公共インフラの被災状況の把握及び応急処置等 

水道課 上水道及び簡易水道の復旧、給水等 

下水道課 下水道処理施設、下水管渠の応急復旧等 

都市計画課 応急危険度判定に係る連絡調整及び管理 

農政課 農道及び農業用施設等の被災状況の把握 

 

 

図表：緊急支援機関の活動内容の概略 

組織名 業務内容の概略 

警察 

（各県警察応援隊） 
人命救助・捜索活動、交通規制、防犯活動等 

（熊本県警がマネジメント） 

消防 

（緊急消防援助隊） 
消火活動、人命救助・捜索活動、被害情報の収集及び集約等 

（熊本市消防局がマネジメント） 

自衛隊 

（陸上・海上・航空） 
人命救助・捜索活動、給水・炊出し・入浴・物資配送支援等 

（第４２普通科連隊がマネジメント） 

町消防団 

（５分団３３班） 
消火活動、人命救助・捜索活動、被害情報の収集、火災予防活

動、交通規制等 

 

 

 

図表：行政機関等の活動内容の概略 

組織名 業務内容の概略 

熊本県 トップマネジメント補助、応援職員の配置計画作成、人的支援等 

関西広域連合 初動期における災対本部支援、応援職員配置計画作成等 

政府関係機関 応急復旧に係る総合的支援、人的支援 

各種団体 医療救護、被災者の環境改善支援等 
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４．２．２ プロジェクトチーム  

（１）概要 

発災からおよそ１週間が経過した頃、人命救助・被害状況の把握・ライフラインの確保・

避難所対応といった緊急措置に加え、復旧・復興のために特に重要な業務が次第に明確に

なり始めた。町としても、主要業務に職員を張り付け重点的に対応する必要性を強く認識

していたため、４月２４日に町長、教育長、総務課長、人事係長が集まり今後の組織体制

について協議を実施した。加えて、県からの派遣職員（部長級）とも協議を行い、プロジ

ェクトチーム（以下、ＰＴ）設置を決定した。４月２５日に４つのＰＴを立ち上げ、各Ｐ

Ｔに指名した職員を避難所等から呼び戻し、緊急課題に対応するための体制を構築した。

これらのＰＴは町地域防災計画に規定はなかったが、緊急的な措置として、例外的に設置

した。 

 

図表：ＰＴの概要 

チーム名 主な業務内容 当初人数 

避難所対策 避難所の環境改善（衛生面・医療面）、

避難所の集約 

５名 

（うち課長級２名、係長級２名） 

住まい支援 

（仮設住宅） 

仮設住宅のニーズ把握、場所選定 １１名 

（うち課長２名、係長級２名） 

被害認定・ 

罹災証明※ 

家屋被害認定調査の実施、罹災証明書発

行のための体制整備、調査計画等 

１１名 

（うち課長２名、係長級２名） 

役場再建 執務環境の確保 ４名 

（うち課長１名、係長級１名） 

※被害認定・罹災証明ＰＴはのちに分離。 

 

メンバーについてはなるべくＰＴ業務に通じている職員を配置したほか、将来的な見通

し（罹災証明業務は将来的に税務課に移行することを踏まえ税務課職員を配置する等）も

考えながら人選を実施した。 

また本庁舎をはじめ多くの施設が被災していたので、人員確保だけでなく執務場所の確

保も課題となった。公民館や男女共同参画センター等、使用可能な場所を探しそれぞれの

ＰＴに割り当てたが、ＰＴの増設や各種窓口の開設などにより、執務場所を移動せざるを

得ない事態が発生し、移動の度にセッティングをやり直すなど、時間や手間のロスが多く

発生した。 

 ＰＴのリーダーは１日１回（午前中）集まり、ＰＴ会議を実施し、組織間情報共有を行

うよう努めた。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）災害対応業務の体制整備 

①課題 
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 ４つのＰＴが担った業務に関して、本来は各課の中の一業務として通常の体制で対応

すべきだったとの声も聞かれた。ＰＴを設置することで、特定の業務を集中的に遂行

する体制を構築できた面は良かったが、通常業務が動き出すと、ＰＴ業務と通常業務

の重複による、人員不足等の弊害も指摘された。 

 

②改善の方向性 

 災害時に設置が想定される業務について、事務分掌、既存の部署との役割分担等につ

いて、町地域防災計画においてあらかじめ整理しておくことが必要である。 
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４．３ 業務別の業務内容・課題・改善の方向性 

４．３．１ 災害対策本部の組織・運営、全庁的な人事・応援の受入れ調整 

【災害対策本部とは】 

 災害対策本部は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２３３号）及び益城町災害対策本

部条例（昭和３８年条例第１５号）に基づき、自然災害等が発生し、又は、発生が予見さ

れる場合において設置されるものであり、最高の意思決定機関である。 

 設置の目的としては、人的・物的被害の防止や軽減、応急対策、復旧作業の迅速化等と

なっており、本町においても、台風や豪雨時に災害対策本部を組織・設置し対応してきた。 

 本町では、Ｈ２７地域防災計画において、災害対策本部の組織としては、町長が本部長

であり、副町長や教育長、各課等長が構成員となり、関係各課に対し対応策を指示するよ

う定めていた。 

 

（１）業務内容 

１）前震（４月１４日）～本震（４月１６日）における業務 

①災害対策本部の組織 

 地震により町本庁舎が被災し、商用電源及び非常用電源の喪失、通信回線の途絶、事務

機器等が破損し、災害対策本部が設置できる状態ではなかった。そのため、直ちに実施し

た業務として、本庁舎代替施設および使用可能な避難所の調査・把握を行った。 

 この調査結果に基づき町長は、４月１４日２３時００分、電源や通信施設が被災してい

なかった町保健福祉センターに、町長を本部長とする災害対策本部を設置した。また、被

害が甚大だった町中心部への対応を迅速に実施するため、総務課長を本部長として、４月

１４日２３時００分、町本庁舎南側駐車場に現地対策本部を設置した。 

 なお、町本庁舎復電後の４月１５日５時４０分、町本庁舎３階大会議室へ災害対策本部

を移設するとともに、同時刻、現地対策本部を廃止した。 

 

②災害対策本部の運営 

 参集した町職員を、避難所、備蓄・支援物資担当職員に割り当てたため、総務課と建設

課職員の数名で災害対策本部及び現地災害対策本部を運営した。しかし、災害対策本部構

成員としていた課長等幹部職員の多くが避難所勤務等で不在であり、町長は自らのトップ

ダウン方式により、意思決定等指揮命令を行った。この時の意思決定に携わった幹部職員

は、町長・教育長・課長数名であり、消防・警察・自衛隊といった救急・救助・捜索機関

に対する的確な意思決定と指示を行うことは難しく、現場は混乱した。 

 

③全庁的な人事 

 地震における職員参集基準（震度６弱以上発生の場合全職員参集）が職員に浸透してい

なかったため、約７割程度の職員参集率であった。この内、前震後に約７割は町本庁舎に
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参集した。しかし、停電等により庁舎内で執務できる状況ではなく、参集してきた職員を、

避難所、備蓄・支援物資担当職員及び災害対策本部要員に分け、避難所等担当部署に派遣

した。夜間の発災であり、道路等公共インフラの被害の甚大さから参集する人数を予測で

きなかったため、参集してきた職員にその都度、指示をした。そのため、参集人員の把握

ができなかったうえ、業務によって職員数のばらつきがみられた。 

 なお、町本庁舎に参集せず、直接避難所運営業務に就くよう指示された職員が約１割、

幼稚園や保育所、上・下水道課等に参集した職員が約２割であった。 

 

④応援の受入れ調整 

 前震時においては、警察各県応援隊、緊急消防援助隊、自衛隊の受入れのみであり、受

入れ調整等は実施せず、各応援隊が独自に活動しており、統括的な情報収集を熊本市消防

局が行った。 

４月１４日から１６日にかけて開催された会議の主な内容は以下のとおり。 

 開催日時 出席者 議題・決定事項 

第１回 

（縮小版） 

４月１４日 

２３時００分～ 

２３時１０分 

町長、健康づくり推進課

審議員、総務課課長補佐、

総務課防災係長 

・自衛隊に対する派遣要請 

・避難所勤務者の決定等 

第２回 

（縮小版） 

４月１５日 

５時４０分～ 

６時００分 

町長、教育長、総務課長、

総務課審議員、建設課長

ほか 

・災害対策本部移設の決定 

・災害がれき置き場の決定等 

第３回 

（縮小版） 

４月１５日 

１９時００分～ 

１９時１０分 

町長、教育長、総務課長、

総務課審議員、建設課長、

ほか 

・被害状況の収集・確認 

・各応援機関との情報共有 

 

２）本震（４月１６日）～ＰＴ設置（４月２５日）における業務 

①災害対策本部の組織 

 ４月１６日、本震により町本庁舎が再び被災し、倒壊の恐れがあり、かつ電力を使えな

い状況になったため、駐車場に災害対策本部を移設した。屋外での災害対策本部業務であ

り仮設テント等もなく、降雨といった天候状況を加味し、同日１３時００分、すでに多く

の住民が避難していた町保健福祉センターに移設した。同時期に災害対策本部会議を毎日

１回、夕方に開催することとした（避難所から課長級職員が本部に戻る時間帯に設定）。 

 

②災害対策本部の運営 

 益城町地域防災計画においては、災害対応業務を既存の担当課が実施することと取り決

めていたが、大多数の職員が避難所運営業務に割り振られ、対応困難であったため既存部

署の役割とせず、情報班、物資班、衛生班、建設班、医療救護班を順次編成した。 

 なお、上・下水道課は、自治体・政府関係機関等応援機関と連携し、各々災害対応業務

を実施しており、甚大な被害ではあったが、比較的円滑な業務遂行だったといえる。 
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③全庁的な人事 

 災害時における統括的人員配置ではなく、前震時と同様に場当たり的な人事となった。

他自治体応援職員の増加により、町職員を避難所等から異動させ、物資班や衛生班等対策

班を増強した。 

 しかし、喫緊の応急対応業務の実施にとどまっており、被災者の生活再建に向けた取り

組みを担当する職員が確保できなかった。 

 

④応援の受入れ調整 

 警察・消防・自衛隊の受入れ調整は実施しなかった。前震同様、各機関が個別に救助・

捜索活動を実施し、統括を熊本市消防局が行った。警察各県応援隊及び緊急消防援助隊は

１７日まで本町において活動し、１８日から南阿蘇村へ移動した。自衛隊については、１

７日から、炊き出し支援、入浴支援、給水支援に加え、支援物資配送支援も実施した。 

 各自治体の応援職員については、プッシュ型支援により関西広域連合所属府県職員及び

福岡県等カウンターパート県職員が派遣された。派遣要請については、災害対応業務が混

とんとしていたため、具体的な職種の要請ではなく、「可能な限りの派遣要請」という形で

あった。ただし、福岡県に対しては発災当初、４０名の派遣職員のうち、２０名は保健師・

看護師・栄養士など医療関係者を派遣するように依頼した。劣悪な避難所環境を改善する

うえで必要不可欠であり、感染症や食中毒の発生を抑止することができた。 

 

 ４月１６日から２５日にかけて開催された会議の主な内容は以下のとおり。 

 開催日時 出席者 議題・決定事項 

第４回 

（縮小版） 

４月１６日 

９時００分～ 

９時１０分 

町長、教育長、総務課長、

総務課審議員、建設課課

長、警察・消防・自衛隊

ほか 

・被害情報の収集 

・災害対策本部移転の決定 

・各応援機関との情報共有 

第５回 

（縮小版） 

４月１６日 

１９時００分～ 

１９時３０分 

町長、教育長、総務課長、

総務課審議員、建設課課

長、警察・消防・自衛隊

ほか 

・警察、消防、自衛隊に対す

る活動内容の確認及び指示 

・被害情報の収集把握 

・各応援機関との情報共有 

第６回 

（縮小版） 

４月１７日 

１９時００分～ 

１９時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

経産省、国交省ほか 

・警察、消防、自衛隊に対す

る活動内容の確認及び指示 

・被害情報の収集把握 

・各応援機関との情報共有 

第１回 

（以降 

拡大版） 

４月２０日 

１９時００分～ 

１９時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

経産省、国交省、総務省、

町課等長 

・避難所勤務等で限定的だっ

た災害対策本部会議出席者

を、町課長全員出席を求め

開催 

第４回 ４月２３日 

１９時００分～ 

１９時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

経産省、国交省、総務省、

町課等長 

・ＰＴ設置の決定 

・ＰＴ業務、構成員の決定 

・物資、衛生班等の業務確認 

・各応援機関との情報共有 
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３）ＰＴ設置（４月２５日）～５月末における業務 

①災害対策本部の組織 

 被災した町本庁舎の危険箇所対策（エレベーター棟及び正面玄関ポーチ部分の撤去、議

会棟との渡り廊下使用禁止）の完了に伴い、５月２日に災害対策本部を町本庁舎に移転し

た。町本庁舎移転以降も、災害対策本部会議を毎日１回、夕方に開催した（５月３０日ま

で毎日開催、６月以降は毎週３回、基本的には月・水・金開催）。町幹部職員、ＰＴ代表者

及び対策班長が災害対策本部員となり、また、県、関西広域連合、政府関係機関等からの

助言や指導を受け、災害対策本部組織が整備された。併せて本部会議の資料の整理、議事

録作成などに担当職員１名を充てた。 

 

②災害対策本部の運営 

 災害対策本部を町本庁舎へ移転した５月２日からトップマネジメントとして、町の幹部

職員（教育長、総務課長等）が、副町長室において町長の補佐を行った。また、同時期に

県から町長の補佐を行う幹部職員（執務室：副町長室）、複数の主要業務担当部署ごとに事

務補佐を行う職員、それらの連絡調整を行う事務職員などが派遣された。このことにより、

被害家屋調査等各ＰＴ及び物資班等対策班が機能を発揮し、活動が円滑に実施できるよう

になった。 

 

③全庁的な人事 

 本部運営体制として重要課題となった４課題（避難所運営、被害認定調査、役場機能再

建、仮設住宅）に対応するため、ＰＴを４月２５日に新設した（被害認定調査ＰＴを分割

し、罹災証明ＰＴを５月９日設置）。 

 他自治体応援職員の増強により避難所等から町職員を帰還させることができ、ＰＴへの

配置や本来所属部署における災害対応業務に従事できるようになった。 

 また、５月１４日から各避難所運営を担当課で行うこととしたことで、指揮命令系統の

確立や通常業務及び災害対応業務への移行が加速することとなった。さらに、避難者によ

る自主運営に移行できた避難所もあらわれた。 

 

④応援の受入れ調整 

 他自治体応援職員の受入れ調整は、当初、関西広域連合に依頼した。５月から都道府県

職員については関西広域連合に依頼し、市町村職員については熊本県職員に依頼し、分担

を図った。しかし、災害業務に卓越した専門知識に有した職員が交通整理や清掃業務に従

事させるなど問題が発生し対応に追われたため、事前に応援職員の履歴票や職歴等を把握

し人員配置を実施すべきとの意見があった。 

 自衛隊は引き続き、入浴、給水等の支援を実施したが、水道等公共インフラの復旧に伴

い活動を縮小し、５月７日炊き出し支援終了、５月１７日給水支援終了、５月２６日入浴
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支援を終了し、災害救助活動を終了した。 

４月２５日から５月末にかけて開催された会議の主な内容は以下のとおり。 

 開催日時 出席者 議題・決定事項 

第６回 ４月２５日 

１７時００分～ 

１８時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

政府関係機関、ＰＴ代表

者、町課等長、ほか 

・避難所対策ＰＴ設置 

・物資、衛生班等の業務確認 

・各応援機関との情報共有 

第７回 ４月２６日 

１６時００分～ 

１７時００分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

政府関係機関、ＰＴ代表

者、町課等長、ほか 

・住まい支援ＰＴ設置 

・被害認定調査ＰＴ設置 

・役場機能再建ＰＴ設置 

・物資、衛生班等の業務確認 

第８回 ４月２７日以降 

１９時００分～ 

２０時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

政府関係機関、ＰＴ代表

者、町課等長、ほか 

・各ＰＴ業務進捗管理 

・物資、衛生班等の業務確認 

・公共インフラ復旧状況確認 

・被災者支援メニュー確認 

第１２回 ５月１日 

１９時００分～ 

２０時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

政府関係機関、ＰＴ代表

者、町課等長、ほか 

・災害対策本部移設決定 

（５月２日１３時、本庁舎へ） 

第１３回 ５月２日 

１９時００分～ 

２０時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域連合、熊本県、

政府関係機関、ＰＴ代表

者、町課等長、ほか 

・本庁舎移転に伴う、各応援

機関等の調整 
 

第１４回 ５月３日 

１９時００分～ 

２０時３０分 

町長、教育長、総務課長、

関西広域、県、政府関係

機関、ＰＴ代表者、町課

等長、ほか 

・各ＰＴ業務進捗管理 

・本部会議は、個別案件の相

談ではなく、報告と決定の

場とする 

・災害査定について応援職員

のニーズの把握 

 

４）復興課・環境衛生課設置（６月１日）～１２月末における業務 

①災害対策本部の組織 

 災害対策本部内に組織した衛生班が担当していた災害がれきや公費解体、仮設トイレ関

連業務については、環境衛生課を新設したことにより対応が格段に加速した。また、復興

課を新設したことにより、町復興計画の策定に向けた取り組みが飛躍的に加速した。 

 なお、避難所の閉鎖や台風襲来期が過ぎたこと、災害対応関係部署が確立されたことに

より、１１月２１日をもって、災害対策本部を廃止した。 

 

②災害対策本部の運営 

 ６月６日から町仮設庁舎に業務をおおむね集約できたため、災害対応業務及び通常業務

が円滑に運営できるようになった。災害対策本部会議も慣例化し、状況報告の場となり、

全庁的な方針を決定するには至らなかったが、指揮命令系統は明確化された。 

 なお、梅雨期、台風襲来期における地震の影響を考慮した災害対応を実施した。地震を
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機に体得した災害対策本部運営方法、避難所運営方法等を実施することにより、比較的円

滑な運営となった。 

③全庁的な人事 

 他自治体中長期派遣職員の増加や避難所勤務の軽減により、柔軟な人員配置が可能とな

ったことで、課や係の新設等組織改編につながり、通常業務及び災害対応業務が加速した。 

 

④応援の受入れ調整 

 町人事係が他自治体に対し災害対応に係る中長期派遣職員を要請し、８５名の派遣職員

を受け入れたことでマンパワー不足を補った。建設課、農政課、上・下水道課等事業課に

おける中長期派遣職員数は４５人と大規模であったが、事業課における災害査定業務等は、

被害が甚大であり、膨大な事務量をカバーする絶対的人員及び事務スペースが不足してお

り、深夜まで業務を行っていた。 

 

 ６月１日から１２月末にかけて開催された会議の主な内容は以下のとおり。 

 開催日時 出席者 議題・決定事項 

第４１回 ６月１日 

１６時３０分～ 

１７時２０分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

総務省、厚労省、関西広

域連合、ほか 

・県派遣職員を政策審議監に

任命し、各方面に対する連

絡調整を依頼 

・復興課、環境衛生課等設置 

第４２回 ６月３日 

１０時３０分～ 

１１時２５分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

総務省、厚労省、関西広

域連合、ほか 

・被災者支援進捗状況の確認 

・公共インフラ復旧状況確認 

・６月６日から町仮設庁舎で

の業務再開確認 

第４３回 ６月６日 

１０時３０分～ 

１１時２０分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

総務省、厚労省、関西広

域連合、ほか 

・６月６日から町仮設庁舎で

の業務再開 

・罹災証明書交付状況確認 

第４５回 ６月１０日 

１３時００分～ 

１３時３０分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

総務省、厚労省、関西広

域連合、ほか 

・政府関係機関撤退 

第５５回 ７月１３日 

１０時３０分～ 

１１時４０分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

関西広域連合、ほか 

・関西広域連合撤退 

第５６回 ７月２０日以降 

１０時３０分～ 

１１時３０分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

ほか 

・各ＰＴ業務確認 

・災害業務担当課進捗管理 

・復興計画策定準備 

第６９回 １１月２１日 

１０時３０分～ 

１１時３０分 

町長、教育長、各課等長、

各ＰＴ代表者、熊本県、

総務省、厚労省、ほか 

・各ＰＴ業務確認 

・災害業務担当課進捗管理 

・避難所閉鎖に伴い災害対策

本部廃止 
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（２）課題と改善の方向性 

１）職員参集基準及び業務の明確化 

①課題 

 地震発生における職員参集基準、参集場所を認知していない、また自宅・通勤路の被

災により参集できない職員がおり、災害対策本部要員を確保できなかった。 

 場当たり的に職員の各担当業務を決定したため、職員配置の全体像がつかめず、また、

既存各課を横断した人員配置となり、指示事項が浸透しなかった。 

 

②改善の方向性 

 災害時行動マニュアル等において職員参集基準、参集場所の周知徹底を図ることが必

要である。 

 災害対策対応課職員を避難所等他業務に配置せず、災害対策本部の運営に専念させる

ことが必要である。 

 災害対策本部の運営方針や指揮命令系統を確立することで混乱を防止することが必

要である。 

 

２）災害対策本部の運営 

①課題 

 すべての判断が災害対策本部長（町長）に集中するなど、災害対策本部機能が麻痺し、

統括・指揮できず、庁内部署間や外部機関との調整、情報分析ができなかった。 

 本部会議が、各部署からの活動実施状況報告が中心となり、全庁的な意思決定の場と

して十分に機能せず、検討課題については提議されても決定できなかった。 

 災害対策本部での決定事項が町職員や応援職員に浸透していなかった。 

 災害対策本部での業務決定事項について、業務進捗状況が把握できなかった。 

 屋外に災害対策本部を設営したが、机やホワイトボードなど準備すべき備品や事務用

品が少なく運営に支障をきたした。 

 災害対策本部執務スペースを分散させたため意思疎通が図れなかった。 

 

②改善の方向性 

 様々な状況を考慮した災害対応訓練を実施し初動体制を確立することが必要である。 

 課長級の職員を災害対策本部に常駐させるなど町長を補佐する幹部職員（副町長等）

が必要である。 

 本部会議を、全庁的な状況認識の共有や意思決定の場として位置づけることが必要で

ある。 

 担当部署が関係部署と綿密な事前調整を行い、本部会議において協議し、決定する制

度構築が必要である。 

 本部会議において実施を決定した業務及び未決事項について、進捗状況管理を報告す

る機能を整備することが必要である。 

 各対策部において、中長期的な活動目標や対応計画の概要を策定し周知させることが

必要である。 

 災害対策本部員（課長等）が決定事項を確実に部下職員に周知することが必要である。
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災害対策本部事務局職員は、具体の個別対策（報道対応等）へ従事せず、本部全体の

運営管理に注力することが必要である。 

 災害対策本部と応援団体の活動場所を同じ空間・フロアに配置することが必要であ

る。 

 

３）受援体制の整備 

①課題 

 応援要請計画及び受援計画が未整備であり、場当たり的な応援要請や各方面からのプ

ッシュ型支援に対し、計画的人員配置ができなかった。 

 専門的知見を有した職員を適した部署に配置できなかった。 

 

②改善の方向性 

 効果的な支援を受けられるよう応援要請計画及び受援計画を策定することが必要で

ある。 

 応援要請・受援担当者を災害対策本部に配置することが必要である。 

 総合的な応援機関との調整（応援申し出の最初の窓口、活動スペース・宿泊場所など

の全庁的な配分）や、庁内部署間の資源配置の適正化などを行うことが必要である。 

 応援を受ける各部署においても、応援機関との調整窓口となる受援担当者（当該業務

に係る資機材の提供、職員ローテーションの管理など）を明確に位置付けることが必

要である。 

 外部応援職員（県や、被災経験自治体の事務職員など）の受入れを積極的に図り、共

同運営することが必要である。 

 事務局の業務は、全庁的な人的資源管理（応援職員を含む）、各対策部の対応計画・

活動状況の明確化、全体的な進捗管理、複数部署間の業務調整などであるため、業務

を明文化することが必要である。 

 応援職員の受入れについては、次の４種別に整理して、応援要請や受援を行うことに

より、人数や職位・スキル等の適正配置を行うことが必要である。 

・各対策部の現場作業での人的資源 

  罹災証明発行事務、被害認定調査、避難所運営、保健師巡回など現場において

活動する応援職員であり、量的な確保を計画的に行う必要がある。 

・各対策部のスタッフ業務の人的資源 

  現場業務をマネジメントする町職員を補佐する応援職員であり、被災自治体で

の経験・知識を有する応援職員の派遣を依頼することが有効である。 

・本部事務局でのスタッフ業務の人的資源 

  本部事務局における全庁的なマネジメントを補佐する応援職員であり、県職員

や他市町村の防災部署職員などに依頼することが有効である。また、これらの

応援職員は、町の本部室担当職員と同じ執務スペースで業務を行うことが効率

的である。 

・本部長の補佐 

町長を補佐する応援職員であり、県幹部級職員や被災経験のある他市町村の防

災部課長などに依頼することが有効である。 
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４）業務継続のための環境整備 

①課題 

 事業継続計画が策定されておらず、場当たり的に代替庁舎や災害時優先業務を決定し

たため通常業務が停滞した。 

 発災当初、避難所に災害対策本部を設置せざるを得なかったため混乱した。 

 非常用電源装置が損傷し、電源供給が途絶えた。 

 ＰＴや対策班と所管課との間で所属職員の取り合いとなった。 

 災害対策本部用の食糧を備蓄していなかった。 

 

②改善の方向性 

 事業継続計画を策定することが必要である。 

 代替施設の運用計画（災害対策本部と通常業務の区別等）を整備することが必要であ

る。 

 防災拠点とする施設は、避難所と区別し、災害対策本部機能等を確保することが必要

である。 

 住民に対する広報・情報伝達手段（今回は臨時災害ＦＭ等）を確保することが必要で

ある。 

 非常用電源を庁舎高層階に配置せず、地上配置とすることが必要である。 

 新規に必要となる業務を担当する部署の迅速な決定及び部署間における業務負荷の

平準化が必要である。 

 定数条例の改正による人員の確保、それでも足りない部分は応援協定等による対応を

検討することが必要である。 

 備蓄物資配送については町職員が実施せず、備蓄物資の保管を委託している協定企業

に対し、輸配送まで委託を行うことが必要である。 

 災害対策本部要員及び災害対応職員の食料等の備蓄が必要である。 

 地震災害を想定した町本庁舎の再建が急務であり、災害対応部局は地下等に部署する

など、対策を講じることが必要である。 
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４．３．２ 救助・救急活動、救急医療活動 

町は、災害のため生命・身体が危険な状態にある者、あるいは生死不明の状態にある者

を捜索し、または救助し、その者の保護を図る。また災害のため、現に行方不明の状態に

あり、周囲の情勢からすでに死亡していると推定される者を捜索し、または死体の処理を

行い、民心の安定を図るものとする。医療に関しては大規模・広域的な災害や事故等によ

り多数の傷病者が発生し、被災地およびその周辺の医療救護の対応能力を著しく超える場

合において、県及び町は、日本赤十字社熊本県支部、熊本県医師会、災害拠点病院、災害

派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、熊本県公的病院災害ネットワーク、熊本大学医学部附属病院

等と緊密な連携のもと、総力を挙げて迅速かつ適切な医療救護活動を実施する。 

（益城町地域防災計画 第１５節救出活動、第１６節死体捜索および収容埋葬計画第１７

節医療救護計画より抜粋） 

 

（１）業務内容 

１）安否確認・救助活動 

町本庁舎が４月１５日から停電し、住基基本台帳システムが停止したことにより、町民

一人一人の安否確認ができず、被害実態がつかめなかった。このため安否確認は救助捜索

活動を実施した消防機関・警察機関・自衛隊（以下救助隊）からの情報提供に頼ることと

なった。前震直後及び本震直後における救助捜索活動の情報源は消防団からの情報、１１

０番通報、現地からの現認情報等であった。 

救助隊は４月１５日に安永地区から木山地区にかけて、４月１６・１７日に町全域（１

７日は警察機関と消防機関で実施）において、ローラー作戦による捜索活動を実施した。

活動時間は概ね午前８時から午後５時まで実施し、４月１７日に捜索活動を終了した。 

消防団は発災後４日間、各団員が参集場所に向かう途中に自主的に救助活動を実施し、

倒壊家屋から町民を救助した。 

熊本市消防局は４月１９日以降、避難所から、体調不良を訴える避難者を救急搬送した。

とりわけ町総合体育館、広安小学校及び広安西小学校といった大規模避難所への出動が多

発した。 

 

２）救急医療 

被災直後から町は、自治体から派遣された保健師やＤＭＡＴ等と連携し、避難所や地域

を巡回し医療介入が必要な人へ支援を行った。町保健師は４月２１日に地区巡回を行うた

めの準備を行い４月２２日から２７日まで地域を巡回し、医療や介護介入が必要な人を把

握し、関係機関へつないだ。山間部は、自衛隊の協力を得ながら対応した。また、都道府

県薬剤師会は、モバイルファーマシー（薬局機能を搭載した機動力のある災害対策医薬品

供給 車両）を１台配置し、調剤から服薬指導、感染予防に尽力した。しかし、町災害対策

本部からの情報伝達がなく、情報が足りない中での支援だった。 
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日本財団は、５月１０日から約２週間にわたり、甚大な被害を受けた地域において、住

民の健康状態に関する確認作業と被災状況の把握を行うローラー作戦を実施し、その結果

を避難所対策ＰＴに提供した。 

外部保健師・町保健師等は５月６日に県外派遣チームと在宅訪問健康調査の実施につい

て協議を行い、県外支援チームの数が充足している間に、期間を決めて在宅避難者健康訪

問調査を実施することに決定した。５月８日からは、関西広域連合の支援のもと、健康訪

問調査についてスケジュールや役割分担を行い、翌日からは調査票様式の検討も開始した。

５月１１日に関西広域連合をはじめ、自治体保健師チーム、県看護協会、町保健師間で調

査方法について検討を行った。翌日には、各自治体保健師チームへオリエンテーションを

実施し、５月１３日から６月９日まで在宅避難者の健康訪問調査を実施した。調査を終え、

フォローが必要な方については、関係機関と連携しながら対応した。また１０月７日から

１２月末までは同調査中にテント泊だった５９世帯に対し再訪問し、調査を行った。この

調査を行うことで、ＤＰＡＴへの相談等有効な保健福祉サービスにつなげることができた。 

熊本大学教員３名は９月７日から平成２９年３月２２日まで「熊本プロジェクト」とし

て仮設団地の住民への健康訪問調査を実施した。調査は毎週水曜日９時から１３時で行っ

た。 

 

図表：派遣医療団体の概要 

団体正式名称 略称 概要 

災害派遣医療 

チーム 

ＤＭＡＴ 大規模災害や多傷病者が発生した事故などの現場に、急性

期（おおむね７２時間以内）に活動できる医療チーム 

日本医師会 

災害派遣 

チーム 

ＪＭＡＴ ＤＭＡＴ（上段記載）が撤退するのと入れ替わるようにし

て被災地の支援に入り、現地の医療体制が回復するまでの

間、地域医療を支えるために活動する災害医療チーム 

災害派遣 

精神医療 

チーム 

ＤＰＡＴ 大規模災害などで被災した精神科病院の患者への対応や、

精神疾患発症の予防などを支援する専門チーム 

 

３）消火活動 

消防団（第２分団第６班：安永消防団）は４月１４日に安永地内で発生した火災の消火

活動を行った。近くに使用可能な消火栓が無かったため、小型動力ポンプ積載車により近

隣の防火水槽を使用し、母家１棟と小屋２棟を消火し、延焼を食い止めた。消火後、防火

水槽内の水はすべて消費した。 

同時期、消防機関は通行止めによる迂回を余儀なくされたほか、現場付近の道路は狭く、

車両で接近できなかった。現場到着時、先着していた町消防団と協力し消火活動を行った。 
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４）交通誘導 

町消防団全分団は発災後３日間、寺迫交差点・新岩戸橋付近交差点・広崎橋を除く町内

の橋梁を中心に交通誘導を２４時間体制で実施した。 

 

５）遺体の仮安置 

熊本県警察は町から依頼を受け４月１５日から県警察学校の屋外射撃場で遺体の仮安

置を行った（当初予定していた益城町町民体育館は被災しており使用できなかったため）。

同射撃場は、警察本来の施設であることに加え、遺体安置、関係者の待機等を考慮したと

きに、構造・設備面において適していた。資機材や用品の準備・調達から遺族への引渡し

手続きに至るまで一貫して担った。 

 

６）町と救助隊との関係 

４月１５日に九州電力の高圧発電機車が配備され町本庁舎の電源が復旧したことから、

町保健福祉センターに設けていた町災害対策本部を町本庁舎３階大会議室に移設した。こ

れに伴い現地災害対策本部を廃止し、町災害対策本部においては、救助隊と町相互の情報

も共有するようになった。４月１５日から１６日午前中までは、各機関が個々のホワイト

ボードに情報記入を行い情報が一元化されていなかったことや、各機関のデスクが離れて

いたこともあって、関係機関同士の情報の共有には不備があった。一方、町災害対策本部

を町保健福祉センターに再移転した４月１６日午後以降は、適度な室内面積や記録用ホワ

イトボードの共有化などにより、緊密な情報の共有と連携がとれるようになった。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）安否確認・救助活動 

①課題 

 救助隊のどの機関が統括指揮するかが決まっていなかった。 

 土地勘のない応援部隊の救助隊が迅速に位置情報を認識できなかった。 

 

２）救急医療 

①課題 

 統括的役割を担う機能が継続せず、また、団体同士での情報共有をする体制が弱く、

対応方針や指示がはっきりしなかった。 

 救急活動を行うための資材が不足していた。 

②改善の方向性 

 平素から町と救助隊は連携を密にし、災害時の指揮系統等事前に決定できることは決

定しておく必要がある。 

 救助隊共通のグリッドマップや住宅地図を、町において準備する必要がある。 
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 救急活動に必要な知識や技能が足りなかった。 

 被災後１週間は、医療・保健に関する支援団体（ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、ＤＰＡＴ、都

道府県医師会、都道府県看護協会、都道府県薬剤師会、日本赤十字病院、全国の自治

体チーム等）が混在し活動状況を把握できなかった。 

 同時期に住民に対して複数団体が調査を実施したため負担をかけてしまった。 

 調査実施について事前の周知が出来ていなかったため、調査の際に住民を不安にさせ

てしまった。 

 

 

３）消火活動 

①課題 

 消火栓・防火水槽が使用できなかった。 

 

４）交通誘導 

①課題 

 発災後３日間２４時間体制で過酷な労働となった。 

 

５）遺体対応 

①課題 

 限られた人員及び施設で町が遺体対応を行うことができなかった。 

②改善の方向性 

 保健・医療・福祉の統括拠点を定め、団体同士が情報共有を行うことができる会議体

設置を検討する必要がある。 

 医療関係機関と事前に協定等を結ぶ必要がある。 

 平素から医療救護体制における指揮統制図を作成する必要がある。 

 非常時において町は指揮系統図での統括者に権限を委譲する等実効的な覚書きを締

結することを検討する必要がある。 

 調査の重複が無いよう他団体と情報を共有する必要がある。 

 平素から必要と想定される資材は準備しておくことが必要である。 

②改善の方向性 

 火災の発生を想定して、利便性・耐震性に富んだ消火栓や防火水槽等の消防水利の確

保することが必要である。 

②改善の方向性 

 交通誘導等資機材の使用等を検討する必要がある。 

②改善の方向性 

 事前に計画を作成しておく必要がある。 

 現場を想定した訓練の実施を検討する必要がある。 
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６）町と救助隊との関係 

①課題 

 情報集約および救助隊への情報提供を実施する機関や担当者が明確に決められていな

かった。 

 救助隊間の連携がうまく回っておらず、活動の重複があった。 

 

 

 

  

②改善の方向性 

 町と救助隊で統括指揮の役割等を協議のうえ、事前に決めておくことが必要である。 

 災害対応に関して豊富な経験を持つコーディネーターを配置し、救助隊の統括指揮を

取ることが必要である。 
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４．３．３ 被害情報の収集、通信の確保 

 

（１）業務内容 

１）前震（４月１４日）～本震（４月１６日）における業務 

①情報の収集 

 ４月１５日５時４０分、町本庁舎３階大会議室に町災害対策本部移転後は、警察・消防・

自衛隊からの救助・捜索情報及び被害情報を、熊本市消防局職員が取りまとめ、ホワイト

ボードに記載し、町災害対策本部内における情報共有に努めた。しかし、発災直後役場南

側駐車場に設置した現地災害対策本部は、屋外であり、被災した町本庁舎からの備品搬出

が困難であったため、机や椅子、ホワイトボード等の備品が整っていなかった。このため、

各応援機関が持参した備品を共用し、情報収集や情報共有に努めたが、現地災害対策本部

としての有効な指示伝達ができなかった。 

 町災害対策本部では、建設課職員が町内を巡回し道路等公共インフラ関係の被害状況を

収集し、また、町消防団が、救助・捜索業務終了後、町内における被害状況収集を実施し、

私用電話による口頭報告や映像による報告を行った。しかし、収集した情報を共有するシ

ステム（ホワイトボードへの記載や情報の供覧）がなく、個別事案の把握にとどまり、町

全体の被害情報等の把握ができていなかった。 

 一般住民からの情報・問い合わせは、救助・捜索といった緊急事案ではなく、災害がれ

き搬入場所や車両通行止め区間などの確認が主だった。 

 なお、指定避難所の被害情報収集も発災後直ちに実施し、開設する避難所を決定した。 

 

②通信手段の確保 

 災害対策本部従事職員（建設課等災害復旧関係課職員含む）には、防災行政無線携帯型

無線機を配布し、通信を確保した。 

 住民に対しては、電話による問い合わせに回答する形式であり、同報系防災行政無線や

ホームページによる積極的な情報発信ができなかったため、２４時間体制で対応した。 

 なお、避難所担当職員への通信手段は私用電話を活用した。 

 

③情報班の位置づけ 

 益城町地域防災計画において、総務課の所掌事務として電話交換業務があり、総務課職

員が担当すべきであったが、ほとんどの総務課職員が避難所勤務に従事していたため、防

災係職員３人が電話交換業務に従事した。ただし、発災当初は固定電話が不通であり、実

施の業務は、復電後の４月１５日５時４０分以降からだった。この段階においては、情報

班は設置していない。 

 なお、４月１４日２３時００分に固定電話等通信機能が使用可能だった町保健福祉セン

ターに町災害対策本部を設置したことにより、県や政府関係機関、応援団体との連絡調整
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を円滑に実施できた。 

 

④報道対応 

 ４月１５日５時４０分、町災害対策本部を町本庁舎３階大会議室へ移設したことに伴い、

同フロアの中会議室にプレスルームを開設し、定時の報道対応（以下、記者レク）を実施

した。町地域防災計画では、報道対応に関する規定がなかったため、発災直後の報道対応

担当者は、都市計画課長に担当させたが、４月１５日８時００分から防災係長が担当した。

記者発表の内容は、救助・捜索事案や人的被害の情報であり、個人情報の保護と情報開示

の相反する内容の取扱いに大変苦慮した。 

 また、報道機関の統制ができず、町災害対策本部執務スペースへの報道記者の無断入室

や執務スペース出入り口付近への密集がみられ、情報管理上問題となった。 

 このようなことから、記者レクを定期的・適宜に実施することを報道機関に通達し、問

題解決を試みたが、徹底しなかった。なお、４月１５日の記者レクは７回実施した。 

 報道関係についての問題点を追記すれば、報道ヘリの音が救助・捜索活動の妨げになっ

たとの報告、住宅被害密集地へ報道記者（自動車）が大挙押し寄せ、交通渋滞を招いたと

の報告や、被災者への過剰な直接取材の増加等、災害時に問題となる報道スクラム（過熱

報道）が今回もみられた。 

 

２）本震（４月１６日）～ＰＴ設置（４月２５日）における業務 

①情報の収集 

 本震発生後、町本庁舎南側駐車場に町災害対策本部を移設し、最低限ではあったが、前

震時の反省を踏まえ、机や椅子、ホワイトボード等備品を配置した。警察・消防・自衛隊

からの救助・捜索情報及び被害情報を、熊本市消防局職員が取りまとめ、ホワイトボード

に記載し、災害対策本部内における情報共有を図った。 

 ４月１６日１３時００分、町保健福祉センター内の児童館に移設後は、時間の経過とと

もに必要備品が揃うようになった。なお、町では、グリッド地図を活用できていなかった

ため、住宅地図業者から４月１５日に寄贈された住宅地図冊子（約３０冊）を各応援機関

等に配布し、位置情報の共有を図ることができた。 

 救助・捜索情報は、警察・消防による町内一円ローラー作戦を実施し、４月１７日をも

って終了した。その後は、自衛隊等による炊き出し・給水・入浴・物資配送支援情報を収

集し、災害対策本部内での情報共有を図った。 

 町では、発災直後建設課職員等による道路等公共インフラ関係の状況収集ができず、町

消防団が、救助・捜索業務終了後、町内における被害状況収集を実施し、私用電話による

口頭報告や映像による報告をとりまとめた。 

 一般住民からの情報・問い合わせは、救助・捜索といった緊急事案ではなく、倒壊家屋

の処理依頼や道路がれき除去、信号機や上下水道等公共インフラ復旧に関する要望が多数
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寄せられ対応に追われた。 

 なお、住民からの要望等に対し、口頭あるいはメモ用紙で担当者へ必要事項を伝達して

いたが、正確な情報が伝わらずトラブルが続発したため、「災害対応受付票」を作成し、正

確な情報伝達に努めた。 

 また、各避難所から情報収集した事案に対し、災害対策本部の回答に時間を要したため、

情報班内において検討、対応策を決定後、指示・伝達を行った。 

 

②通信手段の確保 

 防災行政無線船野山中継局への送電線断裂により、災害対策本部従事職員（建設課等災

害復旧関係課職員含む）に配布していた携帯型無線機が、４月１７日早朝使用できなくな

り、私用電話が唯一の通信手段となった。 

 前震時同様、住民に対しては、電話による問い合わせに回答する形式であり、指定避難

所における掲示物の貼付や広報車２台による町内一円の街頭広報を実施したが浸透せず、 

住民からの問い合わせや苦情が激増し、２４時間体制で対応した。 

 なお、避難所担当職員への通信手段は前震時同様、私用電話を使用したが、無料通信ア

プリを活用することで、情報伝達が正確かつ安易となった。また、通信事業者から公用携

帯電話の無償貸与が実施され、町災害対策本部員、各避難所担当責任者、各ＰＴ責任者、

各対策班責任者等に配布し、併せて電話番号一覧表も配布した。 

 

③情報班の位置づけ 

 ４月１６日１３時００分に町保健福祉センターに災害対策本部移設後、情報班を設置し

た。設置にあたっては、町災害対策本部が混乱期であったため、事務局の判断で設置した。

同様に衛生班や建設班、医療救護班も併せて設置した。 

 情報班の構成員は防災係３人であり、臨時電話５台の電話対応に追われ、本来業務であ

る町災害対策本部事務局機能を果たせなかった。 

 支援物資の問い合わせや受入れ要請が激増したため、４月１８日、情報班を分割し物資

班を編成した。物資班編成に伴い、２名の町職員が情報班に配属され、４月２２日から電

話交換業務担当の嘱託職員３名が交替勤務となり、併せて他市職員の情報班支援も受け、

情報班が機能するようになり対応が充実した。 

 なお、住民からの多岐にわたる災害対応についての問い合わせが激増したが、対応する

人員がおらず、また、担当課も未決定であったため、すべて情報班において処理せざるを

得ない状況であり、対応に大変苦慮した。 

 

④報道対応 

 町保健福祉センターが指定避難所でありプレスルームを確保できなかったため、町災害

対策本部（児童館）前テラスにおいて記者レクを実施した。４月１６日は５回実施したが、
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救助・捜索事案等情報の減少により徐々に縮小し、最終的には１日２回とした。 

 なお、被災者等住民に対する情報発信手段が限定的であったため、記者レク時において

自衛隊等による炊き出し・給水・入浴ポイント等支援活動について、住民に広報依頼を行

った。 

 

３）ＰＴ設置（４月２５日）～５月末における業務 

①情報の収集 

 自衛隊等による炊き出し・給水・入浴・物資配送支援情報を収集し、災害対策本部内で

の情報共有を図った。 

なお、自衛隊による災害救助支援については、炊き出しが５月７日、給水が５月１７日、

入浴支援が５月２６日をもって終了した。 

 一般住民からの情報・問い合わせは、倒壊家屋の処理依頼や上下水道等公共インフラ復

旧に関する要望が多数寄せられ対応に追われた。 

 情報収集方法は住民からの電話連絡によるものがほとんどだったが、直接来庁される人

もいた。 

 なお、避難所ＰＴが設置された後も当分の間、各避難所から情報収集した事案に対し、

情報班が対応策を決定後、指示・伝達を行ったが、避難所ＰＴ体制が本格起動した５月中

旬以降から避難所の情報収集は、避難者数及び救急事案等に縮小した。 

 

②通信手段の確保 

 情報管理係が４月２３日簡易版ホームページを開設し、また、町保健福祉センターに、

広報班が４月２７日臨時災害ＦＭ局を開設し、情報班（防災係）が４月２８日防災行政無

線臨時親局の開設により、住民に対する情報伝達が格段に向上した。 

 避難所担当者との通信手段として、熊本県から貸与されたタブレット端末を活用するこ

とで、利便性が格段に向上し、携帯電話による通信が減少した。 

 

③情報班の位置づけ 

 情報班に対する町職員２名の応援及び嘱託職員３名の交替勤務により、防災係２名と合

わせ７人体制となった。住民からの問い合わせに対し、担当ＰＴや対策班もしくは既存の

町担当課への引き継ぎが主な業務だったが、解体や生活再建支援など担当ＰＴや対策班、

町担当課が未決定事案については、情報班において手探り状態で対応した。その他の住民

からの多岐にわたる災害対応等、問い合わせが続いており、ＰＴ設置前同様に対応する人

員がおらず、また、担当課も未決定であったため、すべて情報班において対応せざるを得

ない状況であり、困難を極めた。 

 ただし、電話交換業務に係る応援職員や嘱託職員によるフィルタリング機能が充実し、

防災係職員に対する負担が軽減され、消防施設や防災施設、交通安全施設や防犯施設の被
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害状況の把握や災害復旧業務に取り掛かることができた。 

 

④報道対応 

 ４月２７日から、県派遣職員が１日２回の記者レクを担当するようになり、防災係の記

者レクに関する負担は軽減された。しかし、電話や直接来訪による報道機関からの問い合

わせは増加傾向にあり、県派遣職員や防災係員双方の負担が増大した。 

なお、５月２１日から１日１回（１６時００分）の記者レクに変更した。 

 

４）復興課・環境衛生課設置（６月１日）～１２月末における業務 

①情報の収集 

 町仮設プレハブ庁舎での業務が開始され、総務課行政係が電話交換業務を実施すること

となった。併せて実施した町組織改編に伴い、災害対応業務担当部署が明確になったこと

で、電話交換業務を担当する嘱託職員から直接転送されることになった。 

 このことにより、災害対応担当部署が情報収集を実施することになり、災害対策本部に

おける情報収集業務は、６月６日をもって終了し、情報班は解散した。 

 なお、町災害対策本部における情報共有は、緊急的な情報を除き、毎週開催していた災

害対策本部会議において周知し共有した。 

 

②通信手段の確保 

 町仮設プレハブ庁舎完成に伴い、電話回線網が完全に整備され情報収集に係る通信手段

は完全に確保された。臨時災害ＦＭや防災行政無線、災害用ホームページ等の広報手段も

引き続き運用していたため、情報伝達機能も維持できた。また、広報班における広報まし

き災害臨時号も引き続き発行した。 

 

③情報班の位置づけ 

 町仮設プレハブ完成に伴い、各担当部署が平常業務及び災害対応業務を円滑に実施でき

るようになった。電話交換業務を担当する総務課行政係の業務体制が復旧したことにより、

６月６日をもって情報班は解散した。 

 

④報道対応 

 災害対応業務について町担当部署が明確化されたことにより、取材対応も担当課が対応

することになり、６月７日をもって記者レクを終了した。しかし、情報班解散後も災害対

策本部に関する報道機関の問い合わせが増加し、災害対応業務や通常業務に支障をきたす

結果となった。なお、この時期から報道機関の個別取材や視察対応の依頼が急増し、政府

関係機関、自治体の危機管理部局、大学等教育機関を優先し視察を受け入れた。しかし、

報道機関のフィルタリングができず、多忙を極めた。 
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（２）課題と改善の方向性 

１）人員・資機材及び訓練等 

①課題 

 情報収集要員及び資機材が圧倒的に不足しており、効果的な配置ができなかった。 

 屋外における災害対策本部設営についての想定ができていなかった。 

 町地域防災計画において、災害対策本部や各担当部署における報道担当者を事前に決

定していなかった。 

 報道発表資料を町災害対策本部として確認する仕組みが無かった。 

 

②改善の方向性 

 毎年実施する訓練を、図上訓練ではなく発災型とし、参集体制、人員配置、資機材調

達、訓練想定の見直し等改善が必要である。 

 庁舎被災により、様式集、透明フィルム等必要な資材が活用できていないため、複数

個所保管等対策が必要である。 

 スタッフが不足しており、情報収集要員を容易に確保できるよう職員配置計画を見直

すことが必要である。 

 災害対策本部、各対策課、各ＰＴ及び各避難所に、専従の情報収集等担当職員を配置

することが必要である。 

 情報班が報道対応を担当するのではなく、地域防災計画において、報道対応担当部署

または災害対策本部上層部における担当者を決定し対応することが必要である。 

 

２）防災行政無線等通信機器の確保 

①課題 

 情報系サーバの無停電装置の破損及び防災行政無線の使用不能により、町民向けの情

報収集や発信ができなかった。 

 防災行政無線船野山中継局の非常電源装置を過信し、商用電力線の断裂、道路の多重

損壊等複合的な被害を想定していなかった。 

 防災行政無線携帯型無線機が不足し、長期間にわたる停電を想定しておらず充電でき

なかった。 

 

②改善の方向性 

 情報系サーバ無停電装置の強靭化等対策が必要である。 

 防災行政無線船野山中継局への電源供給が途絶したが、復旧に長期間要したため、中

継局の複数化など対策が必要である。なお、防災行政無線をデジタル化に移行する際

に、中継局の増設を検討することが必要である。 

 携帯型無線機単体で配置したため、充電器も併せて配置することが必要である。 

 携帯型無線機の数量が不足していた。新たな通信手段の確保も含め、充足させる対策

が必要である。 
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３）連絡網の機能強化 

①課題 

 固定電話回線の途絶、情報系サーバの破損及び防災行政無線の使用不能により、国・

県等応援機関及び町民向けの情報収集や発信ができなかった。 

 災害時における国・県等緊急連絡先一覧表を作成していなかった。 

 防災係において、町職員の緊急連絡先を把握できておらず、一覧表も作成していなか

った。 

 住民周知能力を向上させるため、区長に連絡を試みたが、固定電話連絡先であり、電

話線の断線により、不通状態であった。 

 

②改善の方向性 

 町職員の緊急連絡網を作成することが必要である。 

 初動期における国・県等応援関係機関の緊急連絡先を、担当が把握できておらず、連

絡調整に手間取ったため、事前に緊急連絡先一覧等の整備が必要である。 

 関係機関緊急連絡先一覧等については、情報管理の徹底を前提に、庁舎内での保管に

とらわれず、発災時に即応できるような管理・運用のあり方を検討する必要がある。 

 行政区嘱託員連絡先が固定電話で登録されており、家屋被災により機能しなかったた

め、携帯電話番号の登録が必要である。 

 自治会においても、安否確認や所在確認を容易にするため、自治会構成世帯緊急連絡

網の整備が有効であり、その促進が必要である。 

 消防団が発災後、携帯電話の無料通信アプリを活用し連絡体制を構築しており、平時

からあらゆる手段を講じ、緊急連絡体制を確保することが望ましいことから、その促

進が必要である。 

 大規模災害時における消防団の活動は多岐にわたるため、消防団に対する連絡・調整

担当部署を災害対策本部に設置することが必要である。 

 消防団に対する災害対策本部からの情報提供がなく、住民情報をもとに救助・救出活

動を行ったため、警察・消防・自衛隊からの情報を含めた災害対策本部からの情報提

供・指示が必要である。 

 

４）応急期の情報収集・共有の錯綜 

①課題 

 収集した情報が各担当者間での共有にとどまり、各応援機関を含めた災害対策本部内

での共有ができなかった。 

 災害対応受付票を作成し、確実な情報伝達を試みたが、担当部署の対応状況が把握で

きず、再度の問い合わせに対応できなかった。 

 応援機関と町関係部署間の情報提供や指示事項が混在しており、周知方法に問題があ

った。 

 グリッドマップや災害時に使用する白地図を保有していなかった。 

 

②改善の方向性 

 災害対応受付票を作成し原本を担当課に交付したため、度重なる問い合わせに対応で
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きず苦慮する局面があり、副本の保存、担当課からの原本還付等の有効策を検討する

ことが必要である。 

 情報班から担当課に提供した情報や対応について、一方通行となり情報共有を行う仕

組みが無く、担当課から対応事案を紙媒体で報告を受けるなど体制の構築が必要であ

る。 

 災害対策本部会議において、情報班から関係各課及び担当ＰＴに提供した情報につい

ての情報共有が図られず、進捗管理ができなかったため、事案の共有・対応策の共有

が必要である。 

 無料通信アプリによる被害情報の伝達が効果的であったことから、ＳＮＳ等のアプリ

ケーションを活用した情報の収集・共有についても計画等に記載し、報告・伝達形式

等についてマニュアル等で定める等検討が必要である。 

 災害対策本部の方針や指示の不明確さが課題として認識されており、対象事案の改善

策について、各対策班の方針に基づき対応しており、今後も各対策班において集中

的・集約的に被害情報等を取り扱うことも有効だと考えられることから、その促進が

必要である。 

 災害時における住宅地図業者と住宅地図冊子の提供協定や、住宅地図冊子を事前に準

備しておくなど、応援機関と町災害対策本部が正確な位置情報の共有を図ることが必

要である。 

 

５）収集した情報の分析不足 

①課題 

 災害対策本部会議、町災害対策本部事務局、各対策部３者とも収集した情報の分析が

できておらず効果的な対策に結びつかなかった。 

 災害対策本部の決定事項が、各対策部・関係部署へ浸透していなかった。 

 災害対策本部会議が状況報告の場となったり、方針決定まで至らなかった。 

 災害対策本部会議に町幹部職員全員が出席したことにより、各自の考えが先走りし、

意見の集約を図れなかった。 

 各対策班、庁内各課内において意見の集約が図れていなかった。 

 

②改善の方向性 

 収集した情報の分析ができておらず、同様事案であっても対応に差異が生じたため、

関係各課等の対応をフィードバックしたうえで、情報分析が必要である。 

 情報班（防災係）が報道対応を担当したことにより、本来業務である災害対策本部事

務局機能や情報分析機能が果たせなかったため、報道対応を担当する部署の設置が必

要である。 

 災害対策本部会議は当初、三役や担当課、応援部隊による会議だったが、その後は課

長会議に変化したため、情報分析、今後の対応策等意思決定の場として機能するよう

町三役、各対策部長及び応援機関が参加する会議にすることが必要である。 

 改善案・対策案を、情報班をはじめとして各対策班から上申する仕組みがなく、その

都度課長等に具申していたが問題の解決には至らなかったため、上申する仕組みを構

築することが必要である。 

 災害対策本部の運営を効率的に進めるにあたり、情報・業務を担当課レベルで集約す

る体制、仕組みが必要である。 
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４．３．４ 広報活動、災害情報の伝達 

 災害時における情報、被害状況等は報道や報道機関を通じて速やかに関係機関及び住民

に周知し、被害の軽減と民心の安定を図るため、町の保有するあらゆる広報機能を活用す

るほか、必要に応じ関係機関や団体の応援も求め、広報活動を実施する。 

 

（１）業務内容 

１）前震（４月１４日）～本震（４月１６日）における業務 

 前震後、町防災行政無線は通じていたが、手動放送への切替えが不能だったため、町か

らの情報発信ができない状況だった。しかし、放送施設自体の故障ではなかったため、自

動放送であるＪアラート（※１）の緊急地震速報等は放送することができた。 

 また、前震後、情報通信ネットワークでの通信機能が途絶えていたため、県にＬアラー

ト（※２）での避難情報等の掲示について代行入力を依頼し、テレビ等による情報周知を

行うことができた。 

 漏電・通電火災への注意喚起は九州電力・消防団・各行政区でも周知広報を行ってもら

った。 

※１：通信衛星と市町村の同報系防災行政無線や有線放送電話を利用し、緊急情報を住民へ瞬時に伝達す

るシステム 

※２：中央官庁や地方公共団体、交通関連事業者など、災害関連情報の発信者と各種のメディアとの間で、

災害などに関する情報を効率的に共有する情報基盤 

         

２）本震（４月１６日）～ＰＴ設置（４月２５日）における業務 

４月１７日朝に船野山中継局非常用電源の燃料が無くなり（前震後に九州電力の送電線

が破損し、非常用電源に切り替わっていたため）、町防災行政無線が使用不能となった。ま

た、中継局に通じる林道が道路崩落やがけ崩れ（計３箇所）により通行不可となり、燃料

の補給ができなかったため、４月２８日、町保健福祉センターに町防災行政無線臨時親局

を開設するまでは、町防災行政無線による情報発信ができなかった。その間は、広報車に

より避難等各種情報の周知・広報を行った。また、消防団も町内の警戒活動に加え、広報

活動を行ってもらった。 

 Ｌアラートに避難情報だけでなく、給水ポイント等生活情報の掲載が可能となり、本震

後の長雨時において避難勧告等を発令する際の情報伝達手段として、大変効果的であった。 

 また、地区公民館の掲示板を活用し、支援物資を受け取りに来る住民にも生活情報等の

広報を行った。 

 ４月２３日からホームページ（簡易版）を開設した。内容は行政情報の伝達を重視し

たものであり、文字が多かったが、これにより、住民に広く情報の周知ができるようにな

った。 
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３）ＰＴ設置（４月２５日）～５月末における業務 

４月２７日には、町防災行政無線の不通等により、町民への情報周知手段が不充分であ

ったこと、また、被災により町外へ避難した町民に対し、益城の現状等を知らせること等

を配慮し、臨時災害ＦＭ局（コミュニティＦＭ）を開設した。この開設にあたっては、政

府関係機関からの働きかけがあり早期に実現することができた。また、避難所や物資受取

り拠点で住民に携帯ラジオを配布したが、配布用ラジオの台数が絶対的に不足していたた

め、世帯に一台というところまではいかなかった。 

放送内容は当初、防災行政無線での伝達情報をラジオで放送するようなものだったが、

５月４日からは、町長による住民に対するメッセージを放送した。町長メッセージについ

ては、「少しでも被災した住民の今後の活力になれば」との考えで町長自ら毎日（公務欠席

を除く）生の声を届ける形だった（その後徐々に放送回数の調整を行った）。 

なお、４月２８日、町防災行政無線臨時親局を町保健福祉センターに開設し、防災行政

無線での情報発信を再開した。 

 また、４月３０日から広報紙臨時号（広報ましき災害臨時号）を発刊した。町の業務に

関する行政情報等、住民に必要な情報掲載し、各避難所や区長を通じて配布するようにし

た。なお、この臨時号は８月２４日号まで計２５号（お知らせ号５号含む）発行した（別

紙：参考資料）。 

 広報紙の区長宅への配布については、広報車の巡回時における追加的対応を依頼した。

また、指定避難所については班単位で分担し配布するなど、なるべく多く住民の目に届く

よう配慮した。 

 

４）（６月１日）～１２月末における業務 

 ６月１日に町行政機構の組織改編が行われ、復興課広報係が広報を担当することとなり、

広報班は解散した。災害情報の伝達は引き続き行っていたが、環境も少しずつ改善されて

きたことにより、平常の業務機能が回復してきた。 

７月１３日からは「復興ニュース」を発刊し、広報紙臨時号やホームページ（簡易版）

による情報提供と合わせて、復興に関する情報についても発信するようになった。 

 なお、１０月１日に「広報ましき１０月号」を発刊し、その後毎月発刊し続けている。

また、１２月２０日から通常の益城町ホームページの運用を再開した。 

臨時災害ＦＭについても、ボランティアのアナウンサーを採用（募集はラジオで行った）

するなど、発災当初、喫緊の災害情報が主体だった放送から、町からの必須情報伝達を主

としながら、イベント情報等をおりまぜた放送へと変化していった。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）広報全般の課題 

①課題 
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 記録の収集・保存と広報戦略をセットにする考え方がなかった。 

 マンパワーの不足により、周知活動や浸透状況の確認ができなかった。また、取材等

においても人員が足りなかった。外部応援要員を取材等で活用することは短期派遣で 

は難しかった。 

 町民からの意見・感想が上がってこず、町民の声を直接聞きいれる方法がなかった。 

 自治会における広報物の各世帯への個別配布や回覧機能が、家屋被害・被災世帯の度

合いに比例して機能しなかった。 

 避難所等での掲示物量が多く、見ない人が多かったという意見もあった。 

 避難者の情報（位置、状況）が不明で、情報提供（発信）が非効率だった。 

 情報共有や啓発活動等避難所では行えたが、車中泊など避難所外の人に対して行うこ

とができなかった。 

 今回の地震では広報物が限定的な配布範囲であった。 

 個人発信によるＳＮＳの危険性（デマが広がった件等）に対して、町としての対応策

が無かった。（町から正確な情報を早期発信する仕組みが無かった。） 

 Ｌアラートの機能を有効活用できなかった。 

 

②改善の方向性 

 記録の収集・保存については、災害写真を撮影することが主となった。今後は本業務

の取り決めを明確にし、情報発信のために集めた資料等を活かせるような体制づくり

が必要である。 

 今回の被災後の業務経験を活かし、人員の確保体制（元報道関係者等の経験者を臨時

採用するなど）を見直し、準備体制を整えておく。 

 避難所等を通じて、住民の意見を吸い上げる仕組みを検討する必要がある。 

 紙媒体での情報掲示に加え、特に重要な情報については確実に行き届くような手段

（口頭での伝達等）も検討することが必要である。 

 車中泊避難者や避難所外の人たちへの広報手段については、多岐にわたる広報機能を

使い伝達することを検討し充実させることが必要である。 

 避難所や区長を通じての配布に加え、物資の配布に併せて行うなど配布手段を検討す

ることが必要である。 

 県が、他自治体への避難者に対し、滞在場所等を町へ報告するよう広報したが浸透し

ていなかったため、町としても住民に対し、事前の広報策を検討することが必要であ

る。 

 今回の災害において、何件かのデマが流れたことが報告されている。デマの拡散等に

ついて未然に防ぐことは難しいが、広報の伝達手段としてＳＮＳは非常に有効な手段

だと考えており、できるだけ早く正確な情報発信を行うなど、対応を検討しながら、

今後もＳＮＳによる情報伝達は続けていく。 

 Ｌアラートはテレビ、ラジオ、携帯電話、ポータルサイト等の様々なメディアを通じ

て広く情報を伝えることができるため、今回の災害において、生活情報の掲載（今回

は特別対応だったと考える）してもらったことは、非常に有効だったため、今後も関

係機関等に要望をしていくことが必要である。 
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２）臨時災害ＦＭの周知不足の解消、今後の運営について 

①課題 

 開局後、周波数の数値は広報ましき災害臨時号や町防災行政無線で行ったが、周知状

況は不明であった。同時にラジオの配布も区長・物資拠点を通じて行ったが、配布用

ラジオが関係機関（総合通信局、設置業者等）から提供を受けた数百個しかなく、政

府機関に要望していた、携帯ラジオ１，５００個の支援は届かなかった。また頒布状

況が把握できず、全般にわたり状況把握ができなかった。 

 運営については、今後ボランティア主体で行っていきたいとの意向が示され、熊本シ

ティＦＭと契約して生活情報を流していくことも検討すべきとの意見があった。 

 避難所によっては、アンテナの整備状況、地形などにより、ラジオが聞き取りにくい

場所があった。 

 町長メッセージを毎日行っていたが、事務的になってしまい、ポイントとなる日を絞

って行う方が効果的との指摘があった。 

 

②改善の方向性 

 頒布状況を確認できる体制を検討する。また、放送はスマートフォン等でも聞くこと

ができるため、日頃から利用方法等を周知する活動を行う必要がある。 

 ボランティア団体や熊本シティＦＭとは今後協議を行いながら、また臨時災害ＦＭを

今後どうするのかも併せて検討することが必要である。 

 ラジオによる周知は有効であるため、まず、今後の継続について十分な検討を行った

うえで、周辺整備等についても検討していく必要がある。 

 今回の反省を活かし、町長メッセージの内容、放送する日程等について検討する。 

 

３）広報紙臨時号作成・配布での苦慮 

①課題 

 各課の方針が未定となっている分野などで、表現方法の調整に苦慮した。また、今回

の臨時号は１号につきＡ４版縦１枚で発行していたため、掲載する情報にかなり制限

があった。 

 嘱託員自体が避難している場合があり、実際にどこまで届けられているか不明な部分

があった。 

 報道関係への記者レク後に原稿作成することになり、結果的に報道を後追いする形に

なってしまった。 

 みなし仮設等への入居者も含めて全戸配布を準備していたが、町外に出た住民の場合、

住民票を移した人がおり、確認する方法がなかった（避難者の名簿の使用が認めても

らえなかった）ため、配布先を留意する必要があった（地域支え合いセンターが設置

されてからは配布希望者を募り、希望者への配布を行うことができた）。 
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②改善の方向性 

 今後は、どのような形で発行するのか、広報対象の把握と媒体の選択などについての

基準を作成する必要がある。 

 各部署で所有している住民情報等、必要な情報が広報部署に集まるルートの確保と庁

内周知体制を調整し、先行的に情報を発信できる体制が必要である 

 紙媒体だけでなく電子媒体を利用した広報紙の掲示を進めることで、町外に避難して

いる住民に対しても情報発信できるような体制をつくる。 

 広報物の配布は物資等の配布と併せて行う等、配布についての取り決めを整理してお

く必要がある。 
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４．３．５ 避難所での避難者対応に関する業務 

 

（１）震災前の状況 

１）避難所の指定 

震災前の益城町地域防災計画では、「被災者が避難生活を送るための指定避難所につい

て、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、住民への周知徹底を図るものとする」

と規定しており、町内に１６箇所の避難所と５箇所の福祉避難所を事前に指定していた。

また、町ホームページ等で公表を行っていた。 

図表：指定避難所 

避難対象 第１避難所 第２避難所 第３避難所 

地区名 避難所名 避難所名 避難所名 

飯野 公民館飯野分館 飯野小学校体育館 第２保育所 

広安 広安西小学校体育館 広安小学校体育館 町保健福祉センター 

（小峯） 広安愛児園   

木山 町総合体育館 町中央公民館 益城幼稚園 

福田 公民館福田分館 第５保育所 町総合体育館 

津森 公民館津森分館 津森小学校体育館 第３保育所 

町内全域 益城町役場   

 

図表：福祉避難所 

地区名 避難所名 施設の名称 対象者 

広安 

（惣領） 
町保健福祉センター 総合福祉 

地域住民のうち、一般的な避難所では

生活に支障をきたす者。 

広安 

（広崎） 

障害者支援施設   

熊東園 
障害者支援 

在宅の知的障がい者等のうち、一般的

な避難所では生活に支障をきたす者。 

広安 

（惣領） 

特別養護老人ホーム 

花へんろ 
特養老人 

在宅の身体障がい者、要介護者等のう

ち、一般的な避難所では生活に支障を

きたす者。 

広安 

（安永） 

特別養護老人ホーム 

ひろやす荘 
特養老人 

在宅の身体障がい者、要介護者等のう

ち、一般的な避難所では生活に支障を

きたす者。 

福田  

（畑中） 

特別養護老人ホーム

いこいの里 
特養老人 

在宅の身体障がい者、要介護者等のう

ち、一般的な避難所では生活に支障を

きたす者。 

 

２）避難に関する計画の作成状況 

１）と同じく、益城町地域防災計画では、避難所の開設について次の通り記載されてい

る。『避難所の開設は避難勧告の事態において行うものとし、～（中略）～プライバシーの
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確保や男女共同参画の視点に配慮し、「避難所運営マニュアル」を作成するよう努める。な

お、福祉避難所の開設については、「災害時要援護者避難支援計画」に基づき実施する』 

 しかし、「災害時要援護者避難支援計画」は作成済みだったものの、「避難所運営マニュ

アル」は作成中の状態であったため、今回の震災対応にあたっては、マニュアル等が存在

しない状態で避難所運営を強いられることとなった。 

 

（２）被災直後の状況 

１）避難所について 

 ４月１４日の前震で町内全域が、激しい揺れに襲われ、町本庁舎をはじめ、小中学校等

の公共施設、自治公民館、病院など、町内のあらゆる場所に一挙に避難者が押し寄せた。

本震明けの４月１７日早朝には避難者が町全人口の半数に近い、約１６，０００人を記録

し、益城町地域防災計画の想定（７，２００人）を遥かに超える避難者数となった。指定

避難所で収容できる避難者数では到底無かったため、避難所に入れない避難者も多く、車

中泊避難者や自宅軒先避難者等も多数発生し、初動期は大混乱をきたした。 

町総合体育館等の主要な避難所については、前震発生時、開館中だったため、速やかに

避難者を受入れることができた。 

 

２）福祉避難所について 

福祉避難所については、事前に特養施設等と協定を結んでいたが、住民への福祉避難所

の周知ができていなかったため、一般の避難者が押し寄せたこと、マンパワーや設備が不

足したことや、施設自体が被災したことで、生活が困難な人の受け入れがスムーズにでき

なかった。 

 

３）指定避難所・福祉避難所以外について 

被災により使用不能となった指定避難所もあったため、自治公民館をはじめ地区住民や

避難者が自主的に開設した未指定の避難所が多数発生したことが今回の震災の特徴である。

このことにより、避難者の状況や、避難者数の把握ができなかった。主な未指定の避難所

として以下が挙げられる。 

 

①自治公民館 

地区毎に自主的に管理している公民館。本来は避難所ではないが、施設の被災状況を確

認のうえ、区長や住民が自主的に判断し、使用可能な施設は自主避難所として使用した。

ただし、指定避難所ではなかったため、支援が届きにくかった。 
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②車中避難・青空避難 

車内や自宅庭先、畑のビニールハウス、近所の公園等、屋外に避難する方が相当数発生

した。 

これは、度重なる余震の影響で屋内にとどまることに心理的抵抗があったためではない 

かと考えられる。また、子どもやペットがいる世帯では、避難所での他者との共同生活に

よるトラブルを未然に防ぐため車中避難・青空避難を選択した事例も確認された。民間団

体が調達したテントを張りめぐらせた通称「テント村」も代替避難場所として活用した。 

多数の車中泊避難者          

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

町総合運動公園陸上競技場内のテント村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③トレーラーハウス、ユニットハウス 

避難者の過密解消、福祉避難所不足による要配慮者等の受け入れ、感染症の隔離スペー

ス、また、車中泊避難者のエコノミークラス症候群対策、共同生活等に適さない症状の方

（家族）に対する共後等として活用した。ただし、当初活用方法について、前例等がなく、
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また、水道や電気等ライフライン設備工事が必要になったため、どのような状況の被災者

に提供するべきか検討を重ねた。 

  

トレーラーハウス                   

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

ユニットハウス 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

４）避難者の実態把握 

上記のとおり、指定避難所以外の様々な場所に避難者が点在していたため、避難状況の

全容把握が非常に困難であった。 

対策として、①指定避難所毎に避難者名簿を作成、②指定避難所以外は、町保健師等、 
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応援職員や協力団体による在宅避難者調査で避難実態を調査、③町以外の機関で把握して

いる避難者情報の収集等を実施した。特に在宅避難者調査は効果が大きく、それまで把握

できていなかった自宅軒先避難者等への支援につながった。 

 

（３）避難所の運営 

１）避難所の分類 

各施設の規模や地域の被災状況により、指定避難所の運営にも大きな違いがみられた。 

 

①大規模避難所（避難者数１，０００人以上） 

町総合体育館は大規模避難所であり、当施設を含む町総合運動公園内に避難者数１，５

００人程度を収容した。車中避難者、テント村での避難者など、屋外避難者を収容し、ま

た、他の避難所の閉所により、移動してきた避難者も収容したため、１０月３１日まで開

所した集約避難所である。 

当避難所の運営管理は多くの人手が必要となっており、町職員と指定管理者であった熊

本ＹＭＣＡの職員や応援職員、ボランティアで対応した。町内全域から避難者が集まって

おり、避難者によるまとまりがなく、自主運営は困難だったため、熊本ＹＭＣＡの職員や

ボランティアで役割分担を行いながら運営にあたった。 

 熊本産業展示場（グランメッセ熊本）ついて、発災前は、県が物資集積拠点に指定して

いたため、町として、避難所に指定していなかったが、広大な駐車場に約１０，０００人

の車中泊避難者が発生した。施設が町に所在していたため、町職員による車中泊避難者へ

の対応（支援物資の配布等）を実施した。しかし、事前に避難者が来ることを想定してい

なかったため、取決め等もなく、現場は混乱した。また、町職員のマンパワーも不足し、

対応が困難であった。避難者の内訳は、町内住民のほか、町外住民も多数見受けられた。 

 

②中規模避難所（避難者数１００～１，０００人未満） 

町保健福祉センターや町立小学校は中規模避難所として、避難者数１，０００人未満そ

れぞれの施設でを収容した。町保健福祉センターは、比較的新しい施設（平成２５年３月

完成）だったため、町内全域から避難者が集まり、会議室等だけでなく、ロビーや通路、

屋外の軒下、階段の踊り場まで、避難者で溢れかえった。また、災害対策本部を設置した

ことにより、自衛隊、消防、警察等も常駐し、報道関係対策や、支援物資が大量に届いた

ことによる仕分け・配分など、現場は大混乱した。また、駐車場や周辺道路も大混雑した。 

避難所の運営管理は、災害対策本部等も併設していたため、他の避難所と比較すると町

職員は充足していた。ただし、自主運営に関しては、町内全域から避難者が集まっていた

ことや、昼間は、働きに出る人が多く、高齢者が多く残っていたため、できなかった。 

町立小学校は、町職員のマンパワーは不足していたが、地元住民が中心に避難していた

ため、避難者からの協力が比較的得られた。自主運営に関しては、食事の配膳や施設の清
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掃等、避難者だけで対応できた避難所もある。他自治体からの応援職員も配置されたが、

短期での応援だったため、避難所内の清掃等、単純な業務しか依頼することができなかっ

た。ＮＰＯ団体からの支援は中長期的にあり、町職員の業務を引き継ぐことができたため、

有効だった。 

 

③小規模避難所（１００人未満） 

町公民館分館と一部の幼稚園、保育所、児童福祉施設は、小規模避難所として、避難者

数１００人未満をそれぞれの施設で収容した。避難所の運営管理は、避難者が少数だった

ため、町職員の負担軽減が図られ、他自治体の応援職員等と一緒に対応した。また、地元

からの避難者がほとんどだったため、自主運営についても協力が得やすかった。 

幼稚園や保育所については、通常保育を早期に再開させる必要があったため、優先的に

閉所した。 

 

④福祉避難所 

 福祉避難所として、トレーラーハウス、阿蘇熊本空港ホテルエミナース、特別養護老人

ホーム、介護老人福祉施設、通所介護事業所、居宅介護支援事業所、小規模多機能ホーム、

軽費老人ホーム等の福祉施設に要配慮者を収容した。 

 福祉避難所の運営は、トレーラーハウスについては、町職員（新規に非常勤看護師等雇

用）で対応し、それ以外は、基本的に福祉施設等職員が対応した。福祉施設等職員は、元々

の入所者の対応を行いながらの運営だったので、マンパワーが不足した。行政を通じて全

国の福祉施設より応援職員が派遣されたが、短期での応援だったため、引継ぎ等の負担が

大きかった。 

 

２）町職員の対応状況 

職員アンケートの結果によると、前震発生から本震発生までの間において、４月１５日

朝の段階で４９．０％と最も多くの町職員が避難所運営にあたっている。 

なお、初動期における参集後の業務指示に関しては、「指示系統がはっきりしなかった」

と回答した職員が５２．７％に上っており、上司からの指示ではなく、同僚と相談を行い

各自の判断で避難所運営に従事した町職員が多かった。また、災害対策本部と避難所担当

との連携が取れなかったため、独自に町職員、施設管理者、区長、ボランティア団体等と

１日 2 回情報共有会議を行い、課題対応にあたった避難所もあった。 

最大で約１６，０００人の避難者に対し、町職員数は約２５０名とマンパワーが絶対的

に足りなかったため、役職に関わらず課長級であっても避難所運営を強いられた。その結

果、災害対策本部における意思決定機能が不十分な状況がしばらくの間続くこととなった。

そこで、４月２５日に、避難所運営の効率化や避難所の環境改善を図ることを目的として、

避難所運営業務に特化した避難所対策ＰＴを設置し、組織体制を整理した。避難所対策Ｐ
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Ｔは町職員のほか、他自治体・熊本県・政府関係機関の職員や医師、看護師、ＮＰＯ団体

など最大５０人の職員で構成され、対応にあたった。 

 

３）避難所での生活 

初動対応においては、自衛隊が速やかに生活支援活動を開始したことから、食事や風呂

の提供が速やかに行われ、環境の安定化に一定の効果を発揮したが、避難所によっては途

中の道路状況などにより、支援に遅れが生じるケースもあった。 

食糧については、保管していた備蓄物資では到底数量が足りず、国・県・その他自治体

等の公的機関、民間業者、各種団体等様々なルートによる救援物資により飲料水・おにぎ

り・パン等を確保した（ただし、避難所によって支援物資の量に格差が生じた）。また指定

避難所等では自衛隊以外の様々な支援団体による炊き出しを実施した。初期段階において

は、飲料水や食糧の確保が一番の関心事となるが、一定期間経過し、避難所生活が安定し

てくると、ニーズは避難所の環境改善の方に向かった。 

 

４）避難所の保健衛生環境 

避難所では多数の避難者が寝起きを共にすることから、保健衛生環境の改善が大きな課 

題になった。避難所には、支援物資のほか、仮設トイレ・エアコン・扇風機・製氷機・冷

蔵庫・洗濯機・乾燥機・シャワー等を導入し、徐々に生活環境が改善されていった（衛生

環境の詳細は「４．３．６ 保健衛生対策」を、物資支援の詳細は「４．３．７ 物資等

の輸送、供給対策」参照）。 

また、避難生活の長期化に向けた対策として、５月の大型連休期間中に、ボランティア

等を活用しながらプライバシー確保を目的としたパーテーションの設置やエコノミークラ

ス症候群予防を目的とした段ボールベッドの導入等、様々な取組みを実施した。 
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５）過密緩和問題への対応 

町内の避難所環境で課題となった点の一つが避難所内の過密緩和である。これについて 

は、新規避難所の開設ほか、いくつかの取組みを行い、過密状態の解消を目指した。 

①超過密状態の解消（～５月９日まで） 

 特に町総合体育館及び町保健福祉センターに避難者が殺到し過密状態となった。 

環境改善のため、新たな小規模避難所を確保した。医療班の協力を得て、配慮を要す

る人などに声掛けを行い、移転を促した。 

 国・県等と連携しながら「しばらく避難」（※下記参照）を活用した。 

 

※しばらく避難チラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②避難環境の安全性確保等（～５月３１日まで） 

 天井パネル崩壊により、使用できなかった町総合体育館メインアリーナを改修し、避

難所スペースを拡大した。 

また、県民総合運動公園陸上競技場を確保し、避難所を増設した。 

 要配慮者は、複数台確保していたトレーラーハウスを活用した。 

 テント村避難者については、熱中症や降雨時の浸水被害のおそれから５月末を目途に

町総合体育館メインアリーナ等へ移転を誘導した。 
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③避難所の再編（～６月１４日まで） 

 ６月中旬頃には避難所の再編による過密緩和が進み、また、応急仮設住宅への入居開

始に伴い避難所の縮小及び集約を開始した。 

 

６）避難者による自主運営 

 発災当初、町職員の多くが避難所運営に人手を取られ、特にＰＴ設置前は本来業務・災

害対応業務に支障をきたしている状況だった。そこで、小・中規模避難所に関しては、避

難所の自主運営に向け、避難者との意見交換会を実施した。専門家から自主運営の際のポ

イントについてアドバイスを受け、また、先進的に自主運営を行っている避難所の取組み

についてのチラシを作成し、全避難所に配布した。特に益城中央小学校では自主運営組織

の立ち上げが早く、効果的な自主運営が行われた。 

 

７）要配慮者・ペット同伴避難者への対応 

要配慮者であっても、各避難所ですでにコミュニティを確立し、避難所運営者及び周辺

避難者からの配慮によって生活できている人も多数いた。なお、福祉施設に避難した要配

慮者は、近所に施設があった人や日頃から通所している人が多かった。 

また、ペット同伴避難者向けに、国際協力ＮＧＯピースウインズ・ジャパン等がペット

同伴で避難できるユニットハウスを運営した。 

 

（４）避難所の集約・解消 

仮設住宅の入居が開始された６月１４日以降、徐々に避難所の集約及び閉所が本格化し

た。７月２７日から９月８日までに町総合体育館１か所に避難者を集約し、最終的には震

災から半年以上経過した１０月３１日に全ての避難所を閉所した。 

なお、学校施設については、５月９日の学校再開に伴い、５月８日までに避難スペース

を教室から校内体育館へ移動した。しかし、子供たちに体育館を使用させてほしいとの声

があったため、関係各所と協議し、８月２２日の２学期開始前までに学校施設での避難所

は閉鎖することとし、８月１９日までに避難者を町総合体育館へ集約した。 

また、町保健福祉センターについては、９月の保健事業全面再開に伴い、８月２０日に

閉鎖し、町総合体育館へ集約した。 

避難所の集約・解消を進めていく中では、避難所生活が長期化していたこともあり、様々

な問題があった。例えば、集約により自宅から避難所が遠くなることで自宅の片づけや修

繕が不便となることを理由に移動を拒む避難者、また、移動先避難所での人間関係や生活

環境の変化に不安を感じる避難者、生活費等の金銭的な不安を理由に退所を見送る避難者

もいた。そのため、避難者一人ひとりの状況を確認し、避難所の集約や解消に関する説明

会や個別に面談を行うなど、対応には大変苦慮した。 
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（５）課題と改善の方向性 

１）避難所運営マニュアルの未作成 

①課題 

 避難所運営マニュアルが作成されていなかった。また、福祉避難所マニュアルは完成

していたが、町職員や関係機関に浸透しておらず、活用されなかった。避難者名簿の

様式等もなかったため、避難所毎に独自の様式で対応した。統一様式を作成したあと、

再度、名簿作成を行わなければならず、二度手間であったうえ、入退所の管理もでき

ず名簿の更新ができなかった。 

 

②改善の方向性 

 要配慮者やプライバシーの確保等に配慮した避難所運営マニュアルや避難者名簿等

の統一様式を作成し、研修・訓練等で職員に浸透させる。 

 

２）指定避難所の耐震化 

①課題 

 避難所自体が被災したため、危険と判断し使用できない避難所があった。また、町総

合体育館メインアリーナは、本震により天井が崩落したことで、地震発生直後に避難

者を収容できなかった。 
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②改善の方向性 

 避難所になっている施設の構造（天井等）の見直しを図る。 

３）指定避難所の環境整備について 

①課題 

 指定避難所の中心は小中学校体育館であり、空調機が設置されておらず、時期によっ

ては避難所として活用できない可能性がある。また、断水や排水設備の損壊により、

既存の施設内トイレが使えなかったうえ、使えたとしても和式トイレが多く、要配慮

者等にとって使いにくかった。 

 

②改善の方向性 

 指定避難所の空調機や災害時に使える、マンホールトイレ等トイレ環境の整備、また、

施設全般のユニバーサルデザイン化が望まれる。 

 

４）要配慮者等への対応について 

①課題 

 町職員、福祉避難所に避難すべき要配慮者、住民が福祉避難所について理解しておら

ず、避難所の開設が遅れた。 

 

②改善の方向性 

 町職員は福祉避難所について深く理解するとともに、住民に対し福祉避難所の役割を

広く周知し、大規模災害における自らの避難先について考える機会を提供する。 

 要配慮者は、高齢者のみではなく、障がい者、妊産婦（新生児）、外国人も含まれる。

それぞれに対応した福祉避難所の確保を検討していくことが望まれる。 

 

５）個人スペースの確保について 

①課題 

 避難所が過密状態で個人スペース等の確保ができなかった。 

 

②改善の方向性 

 段ボールベッドやパーテーション等については、事前に協定を結び、発災後、速やか

に設置できる状態に整備しておく。 

 

６）避難所内の疾病対策及びペットの取り扱いについて 

①課題 

 避難所担当者の様々な疾病等（感染症、食中毒、アレルギー、エコノミークラス症候

群）に対する知識が不足していた。また、ペットの取り扱いについて、明確な取り決

めがなかったので、判断できなかった。 
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②改善の方向性 

 「避難所運営マニュアル」に疾病やペットの取り扱いについて明記する。また、ペッ

ト専門のＮＰＯ等との協定締結等、事前に調整しておく。 

７）物資の配布及び食事提供等について 

①課題 

 物資の配布について明確な配布基準が何も無かったため、配布は避難所内の避難者に

限るのか軒先避難者等にも配布していいのかが当初わからなかった。 

 食事提供に関して、発災当初、最大避難者数約１６，０００人だったため、朝、昼、

夜の食数を確保するのが、難しかった。また、近隣の在宅避難者や車中泊避難者が、

不定期で受け取りに来るため、必要数の把握が困難だった。 

 避難所での食事について、食中毒予防等を第一に、膨大な食数を確保した結果、非常

食やカップメン、缶詰、コンビニのおにぎり、パン、弁当等の提供となったため、栄

養バランスに配慮した食事の提供が困難であった。 

 

②改善の方向性 

 物資の配布について、明確な基準等を設けることは難しいが、配布についての範囲は

指定避難所の位置付けが、地域の防災拠点的な意味合いもあるため、車中泊避難者や

軒先避難者等にも配布する。 

 食事に関しては、野菜ジュースや牛乳、サプリメント等を追加し、要配慮者に関して

は、おかゆ等の特別食の提供で対応する。また、必要数は、食事希望調査表を提出さ

せ、食事カードを配布し対応する。 

 

８）指定避難所の自主運営について 

①課題 

 避難者による自主運営ができなかった避難所が存在したため、避難所運営に多くの町

職員が従事し、本来行うべき通常業務や復旧復興業務に支障をきたし、結果的に住民

の生活再建に遅れが生じた。 

 

②改善の方向性 

 各地域で自主防災組織等を育成し、町職員の配置人数を最小限で運営できるように整

備し、避難所を運営する。 

 避難所運営のノウハウを有するＮＰＯ等の支援を受け、地域住民等を巻き込んだ避難

所運営体制を構築し、また、訓練を実施する。 

 

９）マスコミ対応について 

①課題 

 避難所内での報道対応が明確になっておらず、多数の報道機関からの問い合わせに対

して、答えるべきか否か判断がつかず対応に苦慮した。 
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②改善の方向性 

 避難所運営マニュアル等において、対応の統一化を図る。 

 

１０）ボランティアの受入れや活用について 

①課題 

 避難所に来た多数のボランティアに作業内容を指示することが、困難だった。 

 様々な種類のボランティア（医療関係等）が避難所を訪れたが、信用できる人たちか

を見極めることが困難だった。 

 

②改善の方向性 

 避難所内でのボランティアの受付け、指示等担当者を決める。 

 ボランティアのフィルター機能として、ＪＶＯＡＤ等と協定を結び、対応する。 

 

１１）避難所対策ＰＴ等の組織体系について 

①課題 

 誰が何についてどういった責任を持って動いているのかを明確に示したものが無か

ったため、外部応援や内部の他部局と連携を取る際に混乱が生じた。 

 町の避難所対策ＰＴは庁舎１階にあり、外部応援部隊は３階を活動拠点としていた。

物理的に離れていたことから、同じ避難所運営業務に携わっているにも関わらず、な

かなか情報共有が進まず、同じ業務を同時に並行して行う等、効率が悪く連携が取れ

ていなかった。 

 

②改善の方向性 

 町職員と外部応援部隊と合同で打合せ会議を実施するためのスペースの確保が必要

である。 

 それぞれが担当する業務ごとに拠点を構え、密に連携可能な物理的配置をする。 

 

１２）熊本産業展示場（グランメッセ熊本）の取扱いについて 

①課題 

 発災前は、県が物資集積拠点に指定していたため、避難者の受入れ等について、事前

の想定や準備が、全くできておらず、現場が混乱した。 

 町に所在しているため、町職員を配置し、多数の車中泊避難者へ支援物資の配布等対

応したが、マンパワーが全く足りず、十分な対応ができなかった。 

 避難者は、町内住民のほか、町外住民も多数見受けられたため、町単独で対応するこ

とへの疑問が生じた。 

 

②改善の方向性 

 県、近隣市町村、関係団体等で、熊本地震の教訓をもとに、大規模災害時の熊本産業

展示場（グランメッセ熊本）の取扱いについて協議をする必要がある。 
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４．３．６ 保健衛生対策 

 町は災害によって被害を受けた地域または当該住民に対し、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「感染症法」という。）

の定めるところにより、公衆衛生の立場から感染症予防上必要な諸対策を実施して、感染

症の発生予防およびまん延の防止を図るものとする（益城町地域防災計画 第２６節保健

衛生計画より抜粋）。 

 

（１）業務内容 

１）トイレ 

トイレの維持管理は避難所派遣町職員やボランティア、応援自治体派遣職員が行った。

水不足から悪臭やウジ等が発生する不衛生な環境での業務だった。環境改善のため可能な

限り、仮設トイレのし尿は、県・環整連で拠点流域の水の用意をしたり、業者に委託する

などして改善に努めた。そのため、受託業者が過剰労働を強いられるときもあった。 

政府関係機関は４月１５日から主に各避難所に仮設トイレを１８０基プッシュ型支援

で設置した。また４月２２日からは在宅避難者のために各公民館に仮設トイレ（洋式）約

１４０基を設置した。同時期に町総合運動公園陸上競技場にテント村が設営されたため、

テント村にも約１０基設置した。政府関係機関は仮設トイレ設置に合わせて給水車の手配

も行った。 

町内建設業者等は４月１５日から町内に仮設トイレを４８基設置した。 

町は県を通じて４月２１日から町内に仮設トイレ約２２０基を各避難所や学校に設置、

また在宅避難者からの要望に基づき公園や地区公民館に設置した。 

 

２）ペット 

 発災当初ペットが避難所内にいることで、不衛生的な状況になっており、また同時期ペ

ットの救護対策も実施できていなかった。時間が経つにつれペット連れの家族は他の避難

者を意識し、自宅や車内に避難するようになった。 

ＮＰＯ等外部支援団体は４月１６日から町保健福祉センター、広安小学校、町総合体育

館、広安西小学校、飯野小学校、益城中央小学校でペットフードやペット用ゲージ等支援

活動を行った。また、５月１５日から町総合体育館敷地内にペット専用避難所とドッグラ

ン施設を提供した。ペット専用避難所は２４時間エアコン完備でペット６０匹を収容でき

るものだった。また散歩やしつけ等飼育に関しては避難者が行うことが困難な場合、代行

も行った。５月３日、白テント（ペット同伴避難所）では、ペットの糞やダニの問題など、

衛生面の課題が浮き彫りになった。 

県獣医師会は５月中旬からは避難所のペットにワクチン接種をした。 

 

 



 

104 
 

３）給水 

発災以降、備蓄品や支援物資等により水が枯渇することはなかった。 

自衛隊は４月１５日から５月１３日まで町保健福祉センター、広安小学校、町総合運動

公園、いこいの里、グランメッセ熊本、熊東園、飯野小学校、ひろやす荘、町役場、広安

西小学校において給水支援を行った。 

 町は４月末から応援自治体と協力して給水活動を行った。応援自治体との調整は町水道

課が行った。 

町と自衛隊の活動実施場所が重複したため、場所の共有及び調整が必要だった。 

 

４）健康関係広報・啓発 

○エコノミークラス症候群および生活不活発予防対策 

 町保健師はエコノミークラス症候群対策や生活不活発病予防として、４月１７日から町

保健福祉センターでラジオ体操や各自周辺の掃除等の促進を始めた。 

４月１５日には宮城県石巻市より弾性ストッキングの提供をいただいた。４月１９日か

ら熊本県健康づくり推進課作成のエコノミークラス症候群予防チラシを避難所へ配布した。

なお、このチラシは県及び厚労省と共同で車中泊の避難者（一部）へも直接配布し、注意

喚起した。また、外部団体が主体となり、広安小学校、町保健福祉センター、グランメッ

セで体操教室を開始した。４月２１日には宮崎県小林市からも弾性ストッキング提供を頂

き、日本循環器学会や医師・臨床検査技師会と協力し、各地の避難所等を回り、予防活動

を実施した。また、ＪＲＡＴは町内を巡回し、生活不活発病予防の啓発を行い、身体的配

慮が必要な人や仮設団地初期回収支援について個別に対応した。 

ＪＭＡＴは４月２２日からは町内を巡回しエコノミー症候群がもたらす影響等の広報

啓発を行った。またその際、医療処置が必要な方について個別に対応した。 

○熱中症対策 

５月１日に各避難所において熱中症対策の注意喚起放送を行った。５月２日からは県が

各避難所へ厚労省等から提供を受けたうちわの配布をした。その他、日本気象協会からの

支援を受けた熱中症計を各避難所に設置した。また自治体派遣保健師チームへ携帯し活用

できるよう配布を行った。 

○歯科保健・口腔ケア対策 

４月１８日には歯ブラシを計約３,０００本いただいた。４月１９日には県歯科医師会

より、口腔ケアボランティア支援の申し出をいただき、４月２２日から総合体育館にて支

援を開始した。また、自衛隊による歯科診療がエミナースと総合体育館で行われた。４月

２８日から県歯科衛生師会が避難所状況の確認とニーズ調査を行い、各避難所巡回支援が

行われた。 

○避難所におけるこころのケア対策 

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）の支援を得ながら早期対応し、継続支援が必要な
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ケースについては、町保健師・自治体派遣保健師と情報共有しながら対応した。 

 

５）食事 

管理栄養士は発災直後、支援物資でのおにぎり、野菜（きゅうりとトマト）、ペットボ

トルの水、パン、乾パン、炊き出しなどが底をつかないように朝、昼、夕の３食を提供し

続けた。食事サイクルが徐々に確立し、軌道に乗り始めると、次に介護食（軟食）の要望

も出始めた。介護食（おかゆ）を自衛隊に作っていただくよう依頼した。介護食は、県栄

養士会から支援物資として提供していただいた。 

応援派遣栄養士は４月中旬から９月２日まで避難所を巡回した際に特殊栄養食品を配

布した。原則本人に説明したうえで提供したが、青汁等病態に影響のあるものは薬剤師と

相談したうえで、配布した。 

避難所では５月中旬から食事の入庫、出庫、残食を管理した。管理方法は前日の夜、避

難者世帯に食事カードを配布し調査を行った。調査結果を取りまとめたうえ、朝から食事

券と交換で食事を配布した。また避難所避難者と在宅避難者に対し、食事配布時間と場所

を別にしたことで食数を把握することができた。介護食は朝、昼、夜の１日分をまとめて

昼に配布することにした。希望者が受取りを忘れる等円滑な配布ができなかったためこの

ような方法を採用した。 

 食中毒の予防は生野菜の提供や弁当の取り置きを行わない等対策をとった。また食中毒

注意報・警報発令時には、災害ＦＭを活用して注意喚起を行った。 

 

６）感染症 

 ４月２７日に町保健福祉センターでは、屋外にテントを張って対応した。同日広安西小

では、おたふく風邪にかかった人のために、仕切りで対応した。 

 ４月２９日にはエミナースで、インフルエンザの感染者が発生し、隔離スペースへの移

動や内服薬の処方等を行った。 

５月４日には、総合体育館で水ぼうそうが発生したためチラシ配布等注意喚起を行った。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）トイレ 

①課題 

 維持管理に苦慮し、悪臭やウジ等不衛生な環境だった。 

 仮設トイレは、外にあったことやほとんどが和式だったため、高齢者や体の不自由な

人には使用に困難をきたした。 
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②改善の方向性 

 維持管理や設置個数等について事前の計画（マンホールトイレの整備等）を策定して

おくことが必要である。 

 関係企業団体と事前に協定を結ぶことが必要である。 

 高齢者等には室内でも使用できる簡易トイレの設置を検討するな等の配慮が必要で

ある。 

 

２）ペット 

①課題 

 ペットが避難所内にいることで、非衛生的な環境になっていた。 

 ペットの避難場所が事前に確保できていなかった。 

 

②改善の方向性 

 災害時におけるペットの避難計画を事前に策定しておくことが必要である。 

 関係企業団体と協定を結び、ペットの避難場所について事前に取り決めておくことが

重要である。 

 

３）給水 

①課題 

 様々な団体が給水活動を行ったため、活動場所が重複した。 

 

②改善の方向性 

 給水実施団体で給水が必要な場所と量を把握し、活動場所の共有及び調整が必要であ

る。 

 平素から給水計画を策定しておくことが必要である。 

 

４）健康関係広報・啓発 

○エコノミークラス症候群 

①課題 

 エコノミークラス症候群を発症する避難者が発生した。 

 

②改善の方向性 

 平素からエコノミークラス症候群と対策を周知する必要がある。 

 避難できる避難所とスペースの確保が必要である。 

 避難所で避難者がそれぞれ役割を持ち、体を動かす仕組みをつくる。 

 

○生活不活発病対策について 

①課題 

 避難所の過密化の影響で、動くスペースの確保が困難だった。 

 避難所内で運動参加の声掛けが少なく、参加しない人も多かった。 
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②改善の方向性 

 避難所の超過密化を防ぎ、避難所内での動けるスペースを確保する必要がある。 

 避難者同士の声掛けを促し、運動につながるよう支援する。 

 

○熱中症対策 

①課題 

 避難場所にテントを利用したが、室内の温度が高温になり、熱中症の恐れがあった。 

 避難所から仮設トイレまでの距離があり、水分を控える被災者が多かった。 

 

②改善の方向性 

 避難所としてテント活用を可能な限り控える必要がある。 

 テントを設置する際、トイレとの距離を考慮する必要がある。 

 適切な水分摂取を促すよう、周知徹底を図る必要がある（広報、テレビ、ラジオ等）。 

 

○歯科保健・口腔ケア対策 

①課題 

 歯磨きをする際、適切な水場の確保ができず、不衛生な状況だった。 

 

②改善の方向性 

 避難生活が長期化したときに各避難所に対し、適切な水場の確保等を促す等の指導を

行っていく必要がある。 

 

５）食事 

①課題 

 栄養バランスに偏りがある食事が供給された。 

 食品の衛生管理については、適切な温湿度管理、スペースが困難だった。 

 炊き出しについては、生ものや水物（氷菓等）を提供する団体があり、規制が困難だ

った。 

 避難所における食品、水の備蓄管理が徹底されていなかった。 

 

②改善の方向性 

 平素から管理栄養士と連携し、適切な量と質の食料が提供できるようにするため、食

料の備蓄管理を行うことが必要である。 

 栄養バランスを考慮した食事を取り扱っている飲食業組合と事前に協定を結ぶ必要

がある。 

 食品の管理については、平時からスペースの検討を行い、温湿度が適正な場所（温湿

度計を設置して管理している）に確保しておく必要がある。 

 炊き出しについては、マニュアルを作成する等、周知徹底しておく必要がある。 
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６）感染症 

①課題 

 事前に感染症患者用の隔離スペースが確保できていなかった。 

 

②改善の方向性 

 事前に感染症患者用の隔離スペースの確保が必要である。部屋の確保が困難な場合

は、間仕切りを作る等して対応する。 
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４．３．７ 物資等の輸送、供給対策 

（１）業務内容 

１）前震（４月１４日）～本震（４月１６日日中）における業務 

①益城町災害対策本部物資班（以下、物資班） 

 前震発生後、すぐに民間借り上げ倉庫に保管していた町の防災備蓄物資を町本庁舎へ輸

送し、役場駐車場に避難してきた住民に配給するとともに、各避難所にも配送を行った。 

 物資班を設置したのは、４月１６日夕方からであり、前震発生以降１６日の日中までは

班としての業務は行っていない。前震翌日には、町本庁舎に支援物資が到着し始め、また、

物資支援の申し出や問い合わせの電話も殺到した。 

 

②他団体 

防災備蓄物資の保管委託業者（熊本交通運輸）とは賃借契約のみで、緊急輸送の契約ま

ではなかったが、委託業者の協力により、町本庁舎までの緊急輸送が行われた。 

４月１５日以降、政府関係機関などから毛布等生活物資のプッシュ型支援が開始された。 

 また、４月１５日から自衛隊による炊き出し支援（白米）が避難所等で開始された。 

 

２）本震（４月１６日）夕方～４月２２日までの業務 

①物資班 

 ４月１６日夕方から物資班を設置し、活動を開始した。同時期に、ＪＡ上益城の協力を

得て、物資集積拠点を町本庁舎からＪＡ田原倉庫（西瓜選果場）への移転した。職員約２

０名を派遣したＪＡ倉庫は、床面積も広く、仕様面も充実しており、物資拠点に適した施

設であった。また、機能が集中していた町本庁舎（災害対策本部）周辺の交通渋滞の緩和

にもつながった。物資受け入れについては、昼夜を問わず混雑し、２４時間体制での受け

入れが続き、多くの支援物資により、ＪＡ田原倉庫は、数日中に飽和状態となった。 

 この時期には、物資の積み下ろしや配送の労力を省くため、物資倉庫に配送してきた車

両（ドライバー）に協力を求めて、そのまま避難所まで配送してもらう例もあった。 

 物資班において、提供される支援食糧を把握、調整し、各避難所に均等に分配を行った。

余剰、不足の相互補完等のため、職員間で登録していた無料通信アプリの職員グループを

活用し、物資班、物資倉庫、各避難所間で食糧保有状況、必要数等の情報共有を図った。 

 また、物資班において、炊き出しボランティアの申し出の受付、避難所との調整（マッ

チング）を開始した。 

 

②他団体 

 災害発生時における物資等の緊急輸送に係る協定に基づき、４月１７日から熊本県トラ

ック協会が、物資倉庫に集積した物資を指定避難所へ配送した。 

 自衛隊は、炊き出し（白米）、給水活動を軸としながら、支援物資の積み下ろし、指定避
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難所以外の小規模避難所等のニーズ調査、物資配送活動を実施した。 

 併せて消防団員（１０名から２０名程）が、物資倉庫での支援物資の積み下ろしの応援

に入り、活動を行った。 

  

３）４月２３日～４月末までの業務 

①物資班 

 ＪＡ田原倉庫は飽和状態となり、ブルーシートを被せる等対策を施し、一部支援物資を

屋外保管する状態となった。また、ＪＡ田原倉庫は、西瓜の集荷時期に入り、移転の必要

が生じたため、４月２３日から物資拠点倉庫をＪＡ広安倉庫へ移転した。なお、同日から、

倉庫運営業務、在庫管理等を民間運送会社（熊本交通運輸㈱）に委託したことで、速やか

に配送がなされ、町職員の負担軽減により大幅な人員削減が図られた。  

 この時期には、指定避難所には概ね充足する量の物資の分配がなされていたが、一方で、

指定避難所以外の地区公民館等の小規模避難所で、物資を要望する声が次々と届き始めた。     

 しかしながら、未だ支援物資の集積や在庫管理、指定避難所への物資配送に追われる最

中にあり、小規模避難所までの配送が行える状況ではなかったため、４月２６日、全区長

に通行証を配布し、物資倉庫への必要物資の調達と配送を依頼した。 

 その後、必要物資は充足し、倉庫、避難所を含めて保管場所の確保が困難になったため、

４月２９日、物資受け入れの中断をホームページで発表した。しかし、効果は薄く、その

後も支援物資は随時届けられた。 

 食糧配給については、自衛隊による炊き出し（白米）、ボランティア炊き出し、購入でき

たパンと弁当等（各１，０００～２，０００個程度）に支援食糧（弁当、おにぎり、パン

等）を加えた食糧を各指定避難所に分配したことで、最低でも１日２食程度の配給は確保

できたが、日々の支援食糧、物資（保存食等）に頼るところが大きく、不安定な供給状態

が続いた。 

 炊き出しボランティアの申し出が相次いだが、提供数と避難者数が合致しないと受け入

れを躊躇する避難所もあり、また、散発的ではあるが、予定時間が大幅に遅れたり、予定

数より少ない等のトラブルが発生するなど、不安定な部分があり、それを不安視する避難

所も増え、マッチングに困難をきたした。 

 

②他団体 

 ４月２３日から民間運送会社による倉庫運営、在庫管理が開始された。台車やパレット、

フォークリフトの使用、動線の確保、流動物資と不動物資の仕分け、保管方法の見直し、

出入荷の伝票管理等専門家による技術やノウハウが駆使され、効率化が図られるとともに、

安定した倉庫運営が行われるようになった。また、各避難所と物資倉庫を結ぶルート便を

運用開始（当初１日３回、定時に各避難所を巡回）し、必要物資を定型の発注票により発

注するシステムを構築するなど、事務軽減、安定化も図られた。さらには、受け入れ時間
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も限定し（２０時から８時までは閉鎖）、スタッフの休憩、休息時間も確保された。なお、

閉鎖時間帯は民間警備員を配置した。 

 また、倉庫の移転に際しては、不動物資は当面の間その場に残し、流動物資のみを移転

する措置がとられ、新倉庫のスペースの確保が図られた。 

なお、自衛隊は、小規模避難所等のニーズ調査と物資配送活動を継続し、５月３日まで

で活動を終了した。 

 

４）５月１日～５月末 

①物資班 

 この時期になると、避難所に直接支援物資が届けられる事も多くなり、各避難所におい

ても物資の余剰が見られた。その結果、物資が避難所のスペースを圧迫したり、町保有物

資の種類、総量が把握できないなどの弊害も発生したことから、各避難所の余剰物資を回

収に回った。最大の避難所である町総合体育館では、大型車（８ｔ車）数台分にも及んだ。 

 通行証を使用した各区長による物資倉庫への調達が多い時では、１日５０件以上になる

等、その対応に追われることも多くなってきた。同じ地区から１日に複数回調達に来たり、

調達回数、人数も増加し、その対応で倉庫業務が圧迫されたり、倉庫作業の障害になるケ

ースも発生した。また、地区によって利用状況に偏重がみられるなど、改善が求められた。 

 ５月８日からは熊本県主導で導入したタブレット端末を全指定避難所と物資班、物資倉

庫に配布し、タブレット端末による物資発注スキームを構築し、運用を開始した。また、

同時期、物資班の業務を圧迫していた炊き出しボランティアの受付、マッチング業務を、

ＮＰＯくまもとへ業務委託した。 

 また、町外周辺地区において、ボランティアによる炊き出しから食中毒が発生したため、

炊き出しボランティアの受付の際に、保健所、栄養士の指導のもと、食中毒防止の徹底を

図った。 

 ＪＡ広安倉庫も南瓜の集荷期に入り、再度移転の必要が生じたが、グランメッセ熊本の

一時借受けが可能となったことから、物資集積拠点をグランメッセ熊本へ移転し、５月２

１日から運用を開始した。 

食糧配給については、セブンイレブン－ジャパンと食糧供給の委託契約を締結し、５月

１日から、指定避難所に１日３食分の食糧（弁当、パン、おにぎり、野菜ジュース）の安

定供給が開始されるとともに、食糧配給業務が大幅に軽減された。 

当時、６，０００人規模の避難者に３食分の食糧を提供できる供給力を有し、かつ各避

難所まで確実な配送ができる業者は他に見つからず、同社と委託契約を締結するに至った

ものであるが、混乱期、劣悪な環境の中、安全面（食中毒対策、加工商品類）を優先した

安定供給が可能となった。 
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②他団体 

タブレット端末の導入に合わせて、発注方法を紙ベースから電子通信に移行した。また、

業者独自の分類で物資を管理していたが、分類項目をタブレット端末用の分類に整合させ、

単位も統一させた。タブレット端末の導入によって情報が一本化され、導入以前に発生し

ていた発注漏れ、配送漏れ、物資の相違等が減少するとともに、発注履歴も電子記録化で

きるようになった。 

５月中旬から、ＮＰＯくまもとが、専用携帯電話とホームページを開設し、炊き出しボ

ランティアの申し出に対する受付及びマッチング業務を開始した。 

 

５）５月末～６月上旬 

①物資班 

 避難所再編に伴い、追加された指定避難所への物資配送ルート、食糧配送ルートの再編

等を行った。また、配給食糧に対しては、屋内保管の徹底等による保管場所の改善を図り、

冷蔵庫等を整備する等の衛生面、食中毒対策を強化するとともに、随時町栄養士、セブン

イレブン－ジャパンとの協議を重ね、商品の変更、牛乳等の補助食品等を追加する等の栄

養面の改善を図った。また、地元業者と食糧供給の委託契約を締結し、一部の指定避難所

（少数避難所）に対して食糧配給を開始した。 

 

６）６月～１０月３１日 

①物資班 

 余剰物資の適正配分計画を作成し、配給活動を開始した。計画の内容に沿って、町備蓄

物資の整備のほか、応急仮設住宅への配分、みなし仮設住宅入居者、在宅被災者等への配

給、関係団体、施設等への提供を行った。 

 ８月１０日からは、グランメッセ熊本の改修工事が開始されることに伴い、物資倉庫の

運営を委託している民間運送会社（熊本交通運輸㈱）倉庫へ移転した。 

 食糧配給については、避難者数減少に伴い、栄養バランスを考慮した宅配用弁当の供給

が可能となったため、９月１日から宅配用弁当の配給に移行した。 

 １０月３１日、指定避難所閉鎖に伴い、物資班を解散した。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）民間事業者との協定の見直し、熊本県との広域的な連携強化 

①課題 

 災害時物資集積拠点が未整備であったが、緊急使用の協定も未整備であった。 

 防災備蓄物資の保管委託業者（熊本交通運輸㈱）との契約は、倉庫借用の契約しか締

結しておらず、発災時の緊急輸送やフローについては、十分取り決めがなされていな

かった。 
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 物資倉庫の運営、管理については、専門業者に委託したことで、飛躍的に効率化が図

れたが、物資活動に関しては、防災備蓄物資の保管委託及び緊急輸送のみの協定しか

締結していなかった。 

 広域的な物資の調達・輸配送を効率的に行うために、県との緊密な連携を図ることが

重要である。全国規模の大手企業との連携方法や、ＩＣＴツールの開発・利用などに

ついては、県や九州知事会などの広域レベルで今後の検討が行われるものと想定され

る。町の今後の対策検討にあたっては、そうした県レベルでの検討動向を勘案しなが

ら行うことが望ましい。 

 

②改善の方向性 

 災害時の物資集積倉庫について、確実に確保できる場所を今後検討していく必要があ

る。 

 防災備蓄物資の保管委託業者（熊本交通運輸㈱）との協定について、非常災害時には

優先的に町へ搬送する内容の協定を締結した（搬送先の指定については調整中であ

る）。 

 物資拠点倉庫の運営、管理に関して、民間運送業者に委託することの絶大なる効果が

実証されたため、災害備蓄物資の保管に加えて、物資拠点倉庫の運営、管理に関する

業務の委託協定を締結しておく必要がある。 

 床面積の広いグランメッセ熊本を利用できるように、近隣市町村での共同利用も視野

に、県等の関係機関と協議をすることも選択肢の一つと考えられる。そのほか、ＪＡ

倉庫など仕様の高い施設を、災害時に物資拠点倉庫として利用できるよう協定締結な

どを行い、候補施設として複数確保しておくことが望ましい。また、こうした拠点の

選定や運用方法等、町の後方支援体制の全体構築にかかわる支援まで物流事業者から

受けられるように協定を締結し、訓練を行うことも望まれる。 

 今回は、多くの支援物資、プッシュ型支援に助けられ、調達面での苦労が少なかった

が、今後は、大型の量販店、広域展開するコンビニエンスストア、物流業者等と協定

を締結するなど、物資調達面のパイプを複数確保しておく必要がある。 

 

２）物資の運搬・分配の情報管理の不足 

①課題 

 支援物資の申し出について連絡を受けても、当面の間は、数が膨大であり、拠点倉庫

へ伝達ができなかった。 

 必要物資も時期を失するとニーズが減少し、余剰物資が多数発生した。 

 小口物資も数多くあったが、小口物資は多種少数につき、受取り後の仕分けに労力を

要し、また、公正配分の観点から、希少物資の配分方法に苦慮した。 

 指定避難所以外の小規模避難所などへの配送便や「誤配された物資や避難所で余剰と

なった物資の回収を行う配送便があるとよかった。」という意見もあった。 

 今回は全国からの物資提供があり、調達関係の苦労がなかったが、今後は考えておく

必要がある。 
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 区長による頒布は有効であったが、区長の負担が大きかった地区もあった（住民をう

まく巻き込めた地区は比較的円滑に進んでいた）。逆に、区長等が避難を余儀なくさ

れ、全く機能しなかった地区もあった。 

 自衛隊による炊き出し（白米）が複数避難所で行われたが、白米を配給するのに必要

なビニール手袋、しゃもじ、ビニール袋（小分け袋）、紙皿、割りばし、塩等は、町

で用意する必要があった。また、白米のみでは食せないという意見も多くあり、自衛

隊による炊き出し（白米）を最大限活用するためには、漬物、海苔や副菜等の備えも

必要と考えられた。 

 全国から炊き出しの申し出があったが、調整（マッチング）に大きな労力がかかった。 

 地元業者のほとんどが被災し、弁当等の食糧の調達可能業者の確保に苦慮した。 

 当初から栄養バランスの良い宅配用弁当を希望していたが、業者の供給力の問題から、

避難者数が減少した９月以降からしか提供できなかった。 

 食中毒防止、感染症予防のため、冷蔵庫、消毒、衛生用品等の備えが必要であった。 

 消防団員が物資の受入れ搬入を２４時間体制で実施したことにより、本来の消防団業

務を遂行する人員が不足、消防団員の休養が図れなかった。 

 

②改善の方向性 

 作業効率を上げるためには、電話受付用紙、入出庫の用紙、配達の用紙等を定型様式

化し、準備するとともに、それらのフローについても体系化しておくことで、今後の

災害にも対応できるものを準備しておく必要がある。 

 今回の物資班の体制は概ね成功していたとの評価もあったが、今回のような大規模な

災害に対しては、職員だけでは到底対応ができないことが立証されたものであり、次

の災害に備えるには、運輸関係業者等からのアドバイス等を取り入れ、体制構築を検

討する必要がある。 

 今回の区長による物資調達の有効性が立証されたが、反省点も多く露呈した。今後は、

そのスキームについて、より明確かつ改良したものを作成しておくことが求められ

る。 

 発災後、しばらくの間は、支援物資が立て続けに届けられることから、多大な職員数、

人員が必要となるため、それを想定内とする体制を構築し、支援の力を最大限活用で

きる仕組みを整備することが求められる。 

 物資倉庫の運営・管理を委託してからは、委託業者が技術、ノウハウを駆使して、配

送方式や管理方法、受入れ時間の限定など様々なルール決めを行ったことにより、人

員削減、安定的運営が図られた。運輸関係事業者の協力、助言は必要不可欠と考える。 

 明確な役割分担はなかったが、炊き出しだけは担当を置く必要があると考えられた。

ＮＰＯくまもとによるマッチングを行ったことで、業務の軽減が図れたと同時に、運

用もうまくいった例もあり、今後もＮＰＯ法人等に応援等を願うべきであると考え

る。また、電話対応のウェイトが大きかったことから、物資受付けも含めて、コール

センター等の電話対応部署を設置することが有効と考えられる。 

 災害発生後食事配給は炊き出し支援、食糧支援に頼る不安定な配給が続き、５月１日

から食糧配給委託契約が締結され、安定供給が開始された。安定供給まで半月を要し

たため、今後は、事前協定の締結や事前計画策定などにより、発災時により早期に実

施できるよう準備するべきである。なお、その際には、避難所において弁当などの衛

生管理を徹底できるように、避難所運営マニュアル等での配慮も求められる。また、
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食事の提供については、長期化することも想定し、栄養面の観点から、本災害時の対

応のように栄養士との協議により、補助食品の配慮等も踏まえ、救助法担当とともに

検討することが望ましい。 

 支援物資への対応は、小口で混載された物資を受け入れることは物資拠点における作

業負荷が大きいことから、ホームページ等の広報により不足物資等に限定することが

必要である。 

 電子システムの導入は非常に効果的だったことから、今後は物資管理にタブレット端

末を早期に導入する方法について検討が求められる。 

 受援体制を整えることで、物資の受入れ対応についても応援職員を配置でき、町消防

団員の活動体制を調整することができる。 

 

３）自治会－集落部による物資運搬等作業 

①課題 

 食糧配給については、指定避難所入所者以外の在宅被災者等にも配給を行ったが、ラ

イフラインの復旧後もなかなか配給者が減少しない、急に余剰が発生するなど必要数

を把握するのに困難をきたした。食事カード制の導入により、概ね改善はなされたが、

食事配給が必要な被災者の状態把握、人数把握を早期に行う必要がある。 

 

②改善の方向性 

 避難所入所者以外の被災者に対しても、災害発生後の早い段階で区長会と調整・依頼

をすることによって、支援物資の配給が行われた。今後の災害でも、避難所以外の被

災者への物資配給が必要となるため、その業務内容についても益城町地域防災計画等

に明記をしておくことが望まれる。配布方法としては、区長の業務負荷の軽減や物資

拠点での混乱を避けるため、地区ごとに２次拠点（地区拠点）を設けて物資拠点から

輸送を行い、地区拠点から各集落への配布を区長に委ねることが望ましい。なお、在

宅介護などの要支援者へもれなく配布するためには、ケアマネージャーや民生委員と

の連携を強めることも望まれる。 
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４．３．８ その他のボランティア、ＮＰＯ、ＮＧＯなどとの協働 

益城町地域防災計画、災害予防計画の中で、「災害ボランティア計画」が定められてお

り、災害発生時のボランティアによる救援活動が円滑かつ効果的に展開できるよう、町及

び町社協の連携のもと、平時から関係機関との協同体制の構築や、ボランティアの養成及

び受入れ体制の整備を行うこととされており、訓練等を行っていたが、想定を上回る被害

が発生したため、町内のボランティアや民生委員等が被災し協力を得ることが困難であっ

た。災害応急対策計画「災害ボランティア活用計画」では、町内で大規模な災害が発生し、

災害ボランティアによる救援活動が必要と認められる場合、町は町ボラセンを設置するこ

とになっていたが、発災後、町は設置に関して対応できる状況ではなかったため、町社協

に対し設置段階から委託することになった。 

 

（１）町のボランティア関係業務について 

１）窓口体制について 

町総務課防災係が、町側の災害ボランティア関係業務の担当になっていたが、今回の大

規模災害において、対応できる状況ではなかったので、町政策推進課地方創生係長が４月

１８日から災対本部解散まで町側のボランティア窓口を担当した（当初、担当１人だった

が、約１週間後、町生涯学習課非常勤職員が１人追加（６月の組織再編後は復興課で対応）

された）。 

４月１８日、町保健福祉センターにおいて、業務を開始し、５月２日、町災害対策本部

が町本庁舎へ移転することに伴い、町保健福祉センターから町本庁舎へ移動した。   

６月の組織再編により、担当職員が復興業務に専念する必要が発生したため、町文化会

館（慰問等を目的としたボランティアのマッチング業務）に業務の一部を振り分けること

になった。なお、炊き出しボランティアについては、５月初旬から「ＮＰＯくまもと」に

マッチング業務を依頼し、受け入れについては簡単なルールを定めていた。 

 

２）慰問等を目的としたボランティアのマッチング業務について 

避難所等から報告される災害ボランティアのニーズを把握し、町ボラセンに必要な人員

等を要請した。また、災害ボランティア以外の芸能人による慰問や、マッサージ、ヘアカ

ット、演奏、手品等の慰問等を目的としたボランティアと避難所をマッチングしていた。

しかし、初動の混乱期においては、スムーズな受け入れや対応ができず、マッチングがで

きないケースもあった。 

なお、いくつかの避難所では独自にボランティアを受け入れていた。 

６月から町文化会館の指定管理者「益城文化会館管理運営共同企業体」に地域支え合い

センターが設置されるまでの期間、業務をお願いした。 
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３）災害ボランティア活動に係る高速道路料金の無料制度について 

この制度は、平成２８年熊本地震に伴う災害に際し、県内の被災地支援等を目的とする

車両に対して、自治体等が「災害派遣等従事車両証明書」を発行することで、高速道路料

金が無料になる制度である。 

手続の流れに関しては、災害ボランティア証明書を県内市町村ボラセンに発行してもら

い、申請書を添えて、申請者が最寄りの各都道府県又は市町村に提出することで「災害派

遣等従事車両証明書」が発行される。 

 

４）町の災害ボランティア活動に関わる高速道路料金の無料制度への対応状況 

４月１８日ごろから、町保健福祉センターにおいて、災害派遣等従事車両証明書発行業

務を行っていたが、パソコン等がなかったため、手書きで対応していた。 

４月２１日に町ボラセンが設置されてからは、さらに発行枚数が増え、対応に追われた。 

数日後、町保健福祉センターが混雑していたことや、災害ボランティアの移動の手間を

省くため、ボランティアが作業から帰ってくる１４時～１６時ごろに町ボラセンへ担当者

が出向き、そこで、証明書を発行していた。 

５月２日から町本庁舎への町災害対策本部の移動に伴い、災害ボランティアの利便性を

考慮し、町保健福祉センターに窓口を担ってもらい、町ボラセンおよび町保健福祉センタ

ーで業務を対応した。 

さらに、７月からは、発行担当者が本業に専念しなければならなくなり、町ボラセンで

発行していた業務を町交流情報センター内にある「まちサポ」（本来まちづくり団体等の対

応をしていた）依頼した。生涯学習課の非常勤職員も６月ごろ町生涯学習課（町交流情報

センター内）に戻って業務を行っていたため、スムーズに引き継ぐことができた。あわせ

て、町保健福祉センターでの発行業務も中止し、その後は、まちサポが発行業務を行った。 
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（２）町社協のボランティア関係業務について 

１）町ボラセン開所までの動き 

４月１４日２２時３０分頃、町福祉課長より、緊急物資配布要請があり、町社協事務所

に保管していた毛布、タオルケット、下着セット、日用品セット等、２０セットを町本庁

舎で配布したが、大勢の避難者がいたため、数が全く足りなかった。 

４月１５日午前、町長より、益城町地域防災計画に基づき、町ボラセンの設置要請を受

けた。 

４月１５日午後、町福祉課長からの協力要請のあいさつを受け、県社協、熊本青年会議

所と町ボラセン設置に向けて協議を行った。県社協が、東日本大震災の経験があったこと

から、災害ボラセンのマニュアルに沿って、開所日を４月２１日と設定、設置場所を町中

央公民館で開所するよう調整した。町社協事務所の電気、電話、パソコン関係の修復を行

いながら開所に向けての準備をしていた。 

４月１６日午後、県社協、ＪＣ、支援プロジェクト会議（以下、支援Ｐ）と今後の対応

について協議した。本震の影響で、町中央公民館が使用できなくなったため、設置場所の

選定について、町に調整を依頼したが、町有地は、液状化や応急仮設住宅建設予定地とな

っていたので、土地探しから再度検討することになった。 

４月１７日午前、停電しておらず、パソコン等も使える環境であった㈱井関熊本製造所

の体育館およびグラウンドを借用した。当初の予定どおり４月２１日の開設に向けて準備

を進めた。同日、ＪＶＯＡＤも到着し、支援を受けた。 

高速道路無料通行（災害派遣等従事車両証明書発行）のスキーム

熊本県内市町村災害
ボランティアセンター

①災害派遣等従事車両証明
書に係る災害ボランティア申請
書の提出。
　　（ＦＡＸまたはＥｍａｉｌ）
※確認文書はあらかじめ申請
者が必要事項を記入。

④証明書の発行
「災害派遣等従事車両証
明書」の発行。郵送又は手

渡し。

②申請者がボランティア活動に従事す
る予定であることを確認、文書に押印し
（所属ゴム印・送信記録等）ＦＡＸ又は
Ｅｍａｉｌ送信。

③証明書発行申請
関係資料を添えて「災害派
遣等従事車両証明の申請
書」を提出。

ボランティア希望者
（申請者）

申請者最寄りの
各都道府県又は市町村
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４月１８日、天草市社協、水俣市社協、山鹿市社協、美里町社協等、被害の少なかった

社協からの応援を受けて、ボランティアニーズを収集する準備を行った。 

 

２）町ボラセンの開所後の動き 

①受入れ状況について 

４月２１日、井関熊本製造所に町ボラセンを開所した。 

年１回、住民と連携してボラセンの開所訓練（ニーズ班・マッチング班等）を行ってい

たので、統率は取れていた。訓練では約１５０人の住民からの協力を得て運営を行う想定

をしていたが、実際は、町内全域が被災したため、住民からの協力を得ることは困難な状

況であった。 

ボランティアニーズのチラシを作成し、避難所に掲示及び避難者に直接配布した。また、

区長や民生委員にもチラシを渡し、広報を依頼した。 

被災者から電話や来所にてボランティアニーズを受付けた。町とは、避難所運営支援や

支援物資等の仕分け作業支援について打合せを行い、ボランティアを派遣した。 

ニーズに対してボランティアの数が多く（町の被害状況が頻繁に報道されていたため）、

駐車場の受け入れ可能台数の問題もあり、すべてを受入れることは難しかった（多いとき

は７３０人程度）。 

町ボラセンは、８月１１日まで毎日活動し、８月１７日からは、週３日（金・土・日）

活動した。９月からは、災害ゴミ集積場が日曜日閉鎖になったため、週３日（木・金・土）

活動した。１０月からは、週２日（金・土）活動した。 

平成２９年４月２２日閉所までのボランティア参加人数は、県内１１，７９３人、県外

２４，５８５人、合計３６，３７８人だった。 

  

②ニーズ票の管理等について 

開所当初、手書きのニーズ票だけの管理・保管だったため、繰り返しのニーズ確認や依

頼内容のチェック、ニーズ問い合わせの確認を行う際に、膨大な時間を要した。 

５月ごろ、防災科学技術研究所の支援があり、パソコンソフトでのニーズ票管理が可能

になった。初期データの入力に関しては、複数のボランティアに協力してもらった。イン

ターネット上でのデータ共有管理を行うことで、作業の簡略化とニーズ件数の把握、災害

場所の特定、地図起こし等の作業をスピーディに行うことができた。 

 

③被災者ニーズの内容 

開所当初は、被災家屋の片付けやがれきの運搬、雨漏りがする家屋のブルーシート張り

等のニーズが多く、また、危険家屋からの貴重品の取り出しや応急仮設住宅への引っ越し

等のニーズがあった。 
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④応急危険度判定の弊害 

応急危険度判定は「赤・黄」の判定が出ている家屋でも、その理由となった危険個所が

改善されれば安全な家屋と判断できるのだが、町ボラセンへその情報が正しく伝わってお

らず、当初、家屋内の作業に関しては、応急危険度判定が「青」判定のみの家屋を対象に

していた。屋外作業に関しても、応急危険度判定が「赤・黄」であっても、倒壊家屋、倒

壊の危険がある家屋には、近づかないことを原則とし、ブロック塀の解体や、瓦の集積等、

災害ごみの集積・運搬、がれき撤去等の活動をしていた。しかし、応急危険度判定の情報

が正しく伝わってからは、「赤・黄」の家屋に関しても、現地調査を行い、一般ボランティ

アでも作業が可能と判断できれば活動していた。 

 

⑤特殊技能を持ったボランティア団体の活用 

被災者ニーズの多様化で、一般のボランティアでは対応できないような業務（重機を使

うもの、ブルーシート張りなど）については、ひのきしん隊や日本財団に相談した（日本

財団は文化会館駐車場を拠点として活動した）。熊本青年会議所は、水やスコップ・ハンマ

ーなどの資機材を揃えてくれた。ひのきしん隊以外にも応援の申し出はあったが、複数団

体になると、統率等が取りにくくなると判断し、他の団体は断った。 

 

⑥通常業務の復旧 

 ５月の連休明けごろから、町社協職員は「避難所から施設に入れたい」「避難所に要介護

の人がいる」といった連絡が多数あり、本来業務へ徐々に移行した。 

 

（３）益城がんばるもん会議 

５月１２日から阿蘇熊本空港ホテルエミナースにおいて、町の支援団体による、第１回

益城がんばるもん会議が開催され、当初は、町、町社協、町商工会、ＮＰＯくまもと、県、

地元支援者及び県外支援団体、内閣府、ＪＶＯＡＤが参加していたが、次第に支援団体中

心の会議となっていった。毎回くまもと友救の会が進行役となり、支援団体間の様々な問

題（情報共有、課題共有の不備による支援の重複や、支援の偏り等）について解決を図り、

効率的に活動するために効果的であった。この会議は、週２回（月曜日、木曜日）開催さ

れ、第１１回（６月２０日）からは週１回月曜日に開催された。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）町のボランティア対応について 

①課題 

 当初ボランティアの窓口が、総務課防災係だったので、大規模災害時など人員が    

不足する場合は、対応できなかった。  

 「災害派遣等従事車両証明書」発行業務の事務的負担が大きかった。 
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 事前に町社協との訓練等ができていなかった。 

 慰問等を目的としたボランティアのマッチング業務が多岐にわたり、調整に苦慮した。 

 行政の動きとボランティアの動きが、お互い共有できておらず、効率的に活動できな

かった。 

 

②改善の方向性 

 町側にボランティア班等を設置することを検討、また、町社協等と連携して災害対応

訓練を実施しておく。 

 「災害派遣等従事車両証明書」に関しては、町ボラセン等で発行できると効率がよい。 

 ボランティアのマッチング業務は、ＪＶＯＡＤ等と応援協定を結び委託する。 

 町社協の局長や、ＪＶＯＡＤ等の統括責任者を災害対策本部にオブザーバーとして、

同席させると町側の動き等、情報共有ができる。 

 

２）町ボラセンの訓練と実働の違い 

①課題 

 災害ボランティアセンターの運営マニュアルは大震災を想定したものとはなってお

らず、計画していた建物等が使えなかったことは想定外であった。 

 駐車場の受入れ台数がボランティア受入れ人数のボーダーラインとなり、マッチング

件数が伸びない部分があった。 

 災害ボランティアセンター運営のサポートをしてもらうため、日頃から訓練等を行い、

地元住民を運営委員として養成していたが、ほとんどの住民が被災してしまい、協力

を得ることが困難だった。 

 

②改善の方向性 

 町社協事務所が被災した場合の執務スペースや、ボラセン設置場所の事前調整が必要

である。設置場所が町側の仮設住宅建設予定地等と重複しないように情報共有し調整

する必要がある。 

 ボラセンは、市町村単位で運営するのではなく、広域的な単位で運営することも検討

する必要がある（小規模な自治体では対応しきれないため）。その際は、より多くの

ボランティアを受入れるために、可能な限り広いスペースを確保する。 

 

３）被災者ニーズの多様化 

①課題 

 一般ボランティアでは困難な、屋根のブルーシート張りや危険家屋からの貴重品取り

出し作業等、重機を使わないと難しい依頼も多く、専門的な技術を持ったボランティ

ア等との調整が必要だった。 

 

②改善の方向性 

 特殊技能を持ったボランティア団体のチームを編成する。 
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４）一般災害ボランティアの活動時間について 

①課題 

 一般災害ボランティアの活動時間が９時から１６時だったため、避難所運営等のニー

ズと合わない部分があった。避難所では、負担の大きい食事の配膳等を依頼したかっ

たが、朝食と夕食の配布時間と合わなかったため、主に清掃等の活動に制限されてい

た。 

 

②改善の方向性 

 活動時間の制度改革が必要である。また、個人ボランティアでも特殊技能を持つ人や

活動時間の調整がつく人をピックアップし活用する。 

 

５）ボランティア団体との連携について 

①課題 

 ＪＶＯＡＤや支援プロジェクト会議、熊本青年会議所等の団体の存在を把握しておら

ず、顔の見える関係ができていなかったため、スムーズに依頼出来なかった。 

 発災後、町には多数の団体が支援に入っていたが、各団体の情報共有や課題共有がで

きておらず、支援の重複等が起こり効率的に活動できていなかった。 

 訓練で使用した拠点が被災したため、ボラセン設置までの期間が前震発生から約１週

間かかったことにより、他ボランティア団体からの強い設置要望、住民からの苦情等、

防災係が対応に苦慮した。 

 

②改善の方向性 

 全国規模で開催されるボランティアのフォーラムや訓練等に積極的に参加し、事前に

顔の見える関係を築いておく。 

 他の自治体で災害が起きたときに支援に行き経験を積む。 

 行政と各支援団体が、同じテーブルで会議をすることで、情報共有と課題共有ができ

る。また、課題に対して、どの団体が対処するか等も調整することができる。 

 今回の経験を活かし、必ずしも屋内施設の利用が可能ではないこと等も想定した訓練

を行うなど、設置要請から設置までの期間短縮に努める。 

 

６）応急危険度判定による弊害 

①課題 

 制度の意味が理解されておらず、赤紙は全ての家屋が危険と判断され、災害ボランテ

ィアが派遣されなかった時期があった。 

 

②改善の方向性 

 応急危険度判定は、赤紙が張られても危険個所を取り除けば、安全な家屋とみなされ

る。現地確認等を行い、柔軟に対応することが必要である。 
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４．３．９ 公共インフラ被害の応急処置等 

（１）業務内容 

１）前震（４月１４日）～本震（４月１６日）における業務 

①道路 

 前震後、建設課職員の全員が参集できず、情報は、町職員が町本庁舎に登庁する際の道

路状況把握にとどまった。また前震の発生が夜間（４月１４日２１時２６分）だったこと

もあり、すぐには道路状況の確認等は実施できなかった。４月１５日朝になり、明るくな

ったところで現地確認を行い、少しずつ状況を確認していった。また、災害対策本部の応

援団体である自衛隊と協力して町内全域をローラー作戦により現地調査を実施する打合せ

を行った。 

 

②水道 

 前震直後、水道課は、現地災害対策本部（町本庁舎南側駐車場）と水道センターそれぞ

れに参集していた。混乱している状態で、水道課の全職員が参集しているか不明であり、

また、夜間で何もできなかった。４月１５日朝は、被災者が役場に押し寄せており、水道

センターから発電機等資材を庁舎に届ける作業を行った以外は、余震も多く、待機するし

かなかった。水道施設の機器の警報が鳴り続け、水道管の破損箇所等もあり、どこから手

を付けていいかわからない状態だったため、課内の意思統一を図る目的で、水道センター

に水道課職員全員が集まり、地下水が濁っていないか等の施設点検を行い、翌日からの調

査体制を課内で調整した。 

  

③下水道 

 前震直後、停電が発生し、浄化センターの自家発電機が揺れによるセンサーの故障やバ

ッテリーの不具合で、すぐには電源が入らなかったため、メンテナンス委託業者の職員と

町職員で対応した。４月１５日の２時５０分に自家発電による電源供給を開始した。それ

まではバッテリーの交換やセンサー故障の修繕作業に従事した。 

下水道管渠の状況確認については、下水道ＢＣＰが策定されており、前年度には災害に

対しての訓練も実施していたため、県への一連の報告や緊急時の対応（停電時にマンホー

ルポンプの発電機による起動）等に認識はあり、整備・維持管理をしている係４名、２班

体制でその作業を行った（益城町内のマンホールポンプは５４箇所）。 

 益城町の下水道整備率は９６％程度（下水道普及率で９０％程度）であり、残りは合併

もしくは単独式浄化槽および汲取り世帯となっている。 

 

④町営住宅 

 町営住宅は、５団地（田原、市ノ後、辻、惣領、広崎）、計３７１戸あり、惣領団地が昭

和５２～５３年に建設（新耐震基準改正前だが、ＲＣ構造、壁式なので、耐震性に問題は
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無し）され、他団地は昭和５６年以降（新耐震基準改正）に建設した。 

 ４月１５日に全団地の調査（目視）を行った。建物被害は無く（外見）、プロパンガスが

倒れていたのでガス元栓（キャップ）をすべて閉めた。 

 県からすぐに被害状況についての問い合わせがあり、打合せ（国への被害報告や被害後

に国から補助を受け取る前に工事が可能か等）を行った。 

 

２）本震（４月１６日）～ＰＴ設置（４月２５日）における業務 

①道路・河川 

本震後の４月１６日１３時００分に、町保健福祉センターに災害対策本部が移転した。

そこで災害対策本部と連絡調整をしながら、現況調査を開始した。避難所対応等で人員も

少なく、動ける者（２人１班で２班体制）で回れるところからという状況であった。緊急

用通路の確保を優先させるため、重要度の高い道路から調査した。通行規制についての警

察との協議はできなかった。道路橋梁については、秋津川、木山川に架かる橋梁の多くが

甚大な被害を受けていたため、橋梁と道路の取り付け部分段差解消作業等の応急復旧を優

先（橋梁が架かる秋津川は益城町を横断しており、通路の確保において重要だった）した。

田中橋は落橋、第一畑中橋も落橋しかけていた。この２橋については県より梅雨時期に入

る前までに撤去の指示があり、６月中旬までに応急的に撤去した。また、道路啓開作業に

ついては、地元の建設会社にパトロールを依頼して、直接現地確認後、計画立案せずに作

業を行うという形をとった。災害対策本部にも苦情が入ってきていたため、その対応にも

追われた。 

 ４月１９日より国交省ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥから応援があり、主に災害査定にかかる調査

等に従事させた。併せて、コンサルタント業者（４社）にも業務委託し、１週間程を要し、

現地の被災状況を確認、被害報告書（被害箇所、被害金額の概算報告提出期限が４月２５

日までとなっていたため）作成を行った。 

 建設課内において、問合せ・苦情対応班、電話応答班、災害報告作成班の３班編成で作

業を進めたが、情報共有については、パソコン環境が整ってなかったため、大きな地図に

各自が情報を記入し、課員で共有するという状態であり、細かい打合せ等はできなかった。

なお、災害対策本部において道路情報等を記載した地図を、ＰＤＦ形式で作成しホームペ

ージに掲載する取組みを行っていた。 

 消防・警察との直接的な情報共有はできていなかった。発災当初の人命救助等で場所を

聞かれたりする程度であった。 

 

②水道 

本震直後からどこが断水しているかの全体把握するため、水道課職員が手分けをして調

査を行った結果、地下水が濁っている箇所があり、直ちに益城町内全１６か所の井戸の濁

度調査を開始した。 
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 耐震化計画に基づき、町の北東部、阿蘇くまもと空港付近に井戸を掘り、熊本市境まで

通している管路があったため、そこから水を流して確認していった。路面からの漏水を確

認した場合、それを修理（仮復旧）という作業を５月末まで行った。被害箇所は約７００

箇所にのぼり（大きな管は除いて）、町職員のシフト勤務を編成できる状態ではなく、その

間休みなしの状態だった。水が最重要なライフラインということで、発災１週間後に他課

からも応援職員にきてもらった。また、日本水道協会へ応援要請を行い、宮崎市、佐賀市、

串間市から復旧作業班に応援職員が駆け付けた。 

一部の地域で水道が復旧できたが、下水道の被害が大きかったため、通水することで、

逆勾配になった汚水が流れず道路から噴き上げる等の懸念もあり、災害対策本部内の協議

において、断水しておいたほうがよいとの意見もあった。最終的には重要なライフライン

である水道について、断水を継続させることは問題であり、下水道課において応援を依頼

し、（相当数のバキュームカーを呼んでマンホール処理）対応したが、作業にも限界があり、

どうしても断水せざるを得ない時期もあった。 

震災後全く断水しなかった、テクノとましき野（安永）についても、濁りが収まるまで

は給水を停止した。水質検査後は一部給水開始できる地域があったが、下水道管の管路調

査のため、２０日～２４日まで給水を中止した。 

  

③下水道 

本震があり、再度停電、町浄化センターにおいては、補助電源バッテリーは正常だった

が、センサーに異常があり、作動するが発電しない状況だった。日本下水道事業団（以下、

事業団）の先遣隊が１５日、支援に入っていたため、業者、メンテナンス会社と整備した

（本震が４月１６日１時２５分に発生して、復旧は同日６時００分）。 

被害状況は水処理棟の反応タンクの台のつなぎ目が破断したことにより、汚水が処理場

管廊内に流出、地下部の汚泥処理設備が水没し、汚泥処理機能が完全停止した。水処理機

能が１／３（１系、２系は破損し、３系のみ処理可能だった）となり正常な処理ができな

い状況だった。断水により流入量も減少した（４月１８日１４時３０分に給電復旧）。処理

機能は４月末時点で２／３程度まで回復した。 

 事業団とは別に町が委託している町内業者等からの支援があった。町内全域の下水処理

機能（益城町内は下水管渠１６５㎞）については、マンホールを開けて調査をしないと被

害状況が確認できず、当初の体制は下水道課１０人（工務係の職員は４人、処理場に６人）

のうち調査ができる職員は４人であり、人員不足のため業務が回らない状態だった。まず

被災した方の水を使えるようにすることが優先となり、方法を問わずに、とりあえず下水

を流せる状況にすることが最優先だった。これに災害査定等の作業も加わるため、当初は

コンサルタントに依頼していたが、１７日熊本地震下水道現地支援本部が設置され、２０

日には九州各県から一次調査のため、応援職員が派遣された。延べ８５人の派遣応援職員

で一次調査を実施（５日間）し、すべてのマンホールを開けて汚水の状況を確認し、破損
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していると思われる場合、二次調査で管内にカメラを入れて確認作業に入るという作業の

流れだった（一次調査により破損の可能性があったのは３６㎞）。 

 

④町営住宅 

 本震後は、いずれの団地も、耐震性が確保されていたため、一部損壊（外観上大きな被

害は見られなかった）は確認されたが、けが人等の報告はなかった。 

 被害状況としては、全団地で断水し（広崎・田原は直ぐに復旧）、電気系統は被害がなか

ったが（本震後の一時的な停電のみ）、雨水管の破損は全ての団地で発生していた。このた

め建築係で応急修理を行った。 

 入居者の大半が避難（避難所・車中泊等）したが、引き続き居住している人もいた（入

居状況については、人員不足等により調査できていない）。 

 

３）ＰＴ設置（４月２５日）～５月末における業務 

①道路・河川 

河川（小水路）も高さ１ｍ以上のものは補助の対象になることがわかり、新たにコンサ

ルタント会社（４社）に業務委託し、災害査定を受けるための作業（調査開始は５月上旬）

を行った。なお、依頼したコンサルタント会社（８社）は以前から町の業務実績がある業

者であったが、協定等は締結していなかった。 

 ５月９日から熊本県より応援職員の派遣があり、災害査定の準備等を依頼した。（１か月

間は２人、その後は１人で９月末まで） 

 また、５月１０日から鳥取県のプッシュ式による職員支援（２人体制で３週間交代、１

０月半ばまで派遣）があった。当方から依頼はしなかったが、鳥取県は、経験上の判断で

災害に詳しい職員を派遣した。特に初期段階においては災害査定等の作業について、いろ

いろと助言があり非常に助かった。また、応援職員の交代についても、自分達で引継等を

行ってくれた。 

 応急工事の発注は４月２５日からだったが、災害査定を受けるための準備等で人員を要

したため、実際に工事が始まったのは１２月に入ってからだった。 

 災害査定には２４４本の箇所を提示した。図面、数量計算、起終点、被災状況の写真、

工事の対象に入るか否かの判断、復旧方法（原型復旧若しくは別工法とするかをそれぞれ

の費用概算を示すことが必要なため）が災害査定を受けるための準備として必要であり、

多くの時間を要した。 

 住民からは、道路等被災箇所の確認や修繕の要望が多く、建設課員の人員不足を補うた

め応援派遣職員での対応を検討したが、土地勘等が必要であり断念した。よって、災害査

定業務に携わることが希薄となった。 
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②水道 

４月２５日からは約１，５００戸に対し、仮復旧による一部給水が開始できた。しかし、

水質検査での安全確認ができておらず、飲用は控えるよう広報をした。 

日本水道協会（協定締結有）を通じ、横浜市水道局から技術的な応援があり（４月２９

日）、今後の復旧について協議した。復旧工事については横浜市に加え、１２自治体からも

職員が派遣された。 

日本水道協会への応援要請後は当協会が主導し、水道課員もそれに従い現場に入った。

途中からは当協会の九州支部が中心となり陣頭指揮を行った。その結果、５月大型連休明

けには全体の約９０％以上が復旧、５月末にはほぼ全域にて復旧した。また断水中におけ

る給水車での給水活動についても当協会を通じて、九州管内から応援車両が派遣された。

水道課員で給水装置付きの大きなタンクを作成し、給水がスムーズにできるよう対応した。

また、他の給水部隊が来て汲み上げる水が原水だったため、滅菌消毒を行った。なお、日

本水道協会からの支援については有料だった。 

 ５月２０日前後に水道料金算定のため検針を行い（本来は５月初めに行うもの）、震災後

から５月分までの水道料金は無料とした。また、６月分は８㎥以下の基本料金は徴収せず

超過水量分の料金のみを徴収した。そのため平時と比較し１億円程度の減収となった。 

 

③下水道 

４月２９日より、二次調査を行い（二次調査は５月２０日に終了）、一次調査で破損の

可能性があった３６㎞の内、災害査定の基準以上の被害があったものが２２㎞に及んだ。

その他１４㎞は査定基準を満たしていないが被災しており、復旧作業が必要であった。 

また、上水道が４月２５日から復旧し始めたため、汚水が流れないというような苦情が

多くあり、バキュームカーで汚水を汲み出して正常なマンホールへ流入する作業で応急対

応したが、一時的に流れるも、すぐに流れなくなる等の事案が多く見られ、節水の協力依

頼を広報紙等で避難所へ掲示したり、広報車で呼びかけを行った。衛生面等を考えるとそ

うするしかない状況だった。 

 

④町営住宅 

 ４月下旬から入居者が避難所等から戻り始め、上下水道が使えないとの苦情が出始めた。

当初は水道が繋がっていなかったため、自分たちで水を運んでおり、２階以上の住人がト

イレを流したら、１階の部屋に逆流して溢れる（市ノ後団地で発生）等であった。被災当

初には外観的なところだけで大きな被害は無いと判断していたが、排水管等に被害が出て

いた。４月には工事業者を確保できず、修繕工事は５月に入ってからとなった。その間、

入居者からの要望で各団地に仮設トイレを設置する等応急対応を行った。排水管の修繕自

体は中旬過ぎには完了し、５月２１日・２２日には上下水道の通水試験を行った。その際

の入居者への立会連絡等については、政府関係機関応援職員の協力があった。 
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 また、ガス漏れの調査については４月２６日より開始。埋没配管に被害等がみられた。

漏れているところに関しては５月中に修繕を完了した。 

 惣領団地では戻った入居者から団地の傾きにより体調を崩すという連絡があった。当初

は周りの土地が歪み、目の錯覚で傾いているように感じるのではと考えたが、実際に部屋

にいると３０分ほどで気分が悪くなった。修復についてはコンサルタントや県住宅課に問

い合わせたが、前例がなく対策を取れなかった。最終的に県が東日本大震災の被災地にお

いて同様の事案があったことを確認し対応業者を教示したため、その業者に問合せ、相談

したところジャッキアップ工法が有効との回答があり、発注を完了し工事に入る予定（平

成２９年９月４日現在）となっている。 

 入居者からの問い合わせで多かったことが、金銭的負担に関することであり、建物（壁

等）に関するものは町負担、エアコンや風呂釜など入居者が持ち込んでいるものは入居者

本人が負担することで統一した。ただし、個人取付け物（室外機等）が原因となり、壁等

に破損が生じた場合については町で負担することとした。 

  

４）（６月１日）～１２月末における業務 

①道路・河川 

 引き続き、災害復旧業務、災害査定の準備作業が中心で土日等休日に関係なく毎月２０

０時間（７月以降から月に１５０時間平均）の時間外勤務となった。土日等休日に交代で

休みを取れるようになったのは１０月以降であった。 

 ６月１３日から第３次の災害査定（町としては１回目）が始まり、１週間程度で終了し

た。その期間、災害査定を受けている職員は何もできず、前回査定後２週間程度で次の査

定というようなスケジュールとなった。査定を受けている間も次の査定の準備（作業は応

援職員やコンサルタントが従事）を進めることが必要で、査定を受けるためには、当然受

ける職員が現場を理解しておかないと査定官に伝わらないため、帰庁後打合せという流れ

だった。査定はその後２２次査定（１２月後半）まで続いた。災害査定に出した２４４本

のうち、大きく削られたものは無かった。平成２９年８月時点での発注済みが３～４割、

完了したのが１割強であった。 

住民からの要求についても、できるだけ早急に行わないといけないが、限られた人数の

中での対応は非常に厳しく、苦情等が毎日届き体力面もさることながら、精神面での疲労

が相当溜まっており、いつ誰が倒れてもおかしくない状況だった。 

６月からは福岡県からの派遣があった。（１か月間は４人、７月から翌年９月まで２人）

８月からは中長期派遣（基本的に２９年３月末まで）で、宮崎市、久留米市、日南市、宗

像市、筑後市、大川市から計６名が派遣され。その後９月から北九州市、１０月から春日

市、川越市、豊中市からも派遣された。 
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②水道 

 ６月１日以降も引き続き復旧作業を行った。また、１０月から実施される災害査定の準

備も行った。災害査定のスケジュールとしては、次のとおりとなっている。 

（簡易水道） 

１０月２４日 益城町高遊原簡易水道（机上査定） 

１０月２５日 益城町飯野・潮井簡易水道（机上査定） 

１０月２６日 益城町福田簡易水道（机上査定） 

１０月２７日 益城町東南部簡易水道（実地査定） 

１０月２８日 厚生労働省、財務省による査定結果報告 

（上水道） 

１１月１６日 益城町上水道（実地査定）概要説明、設計審査、現地調査 

１１月１７日 益城町上水道（実地査定）設計審査、現地調査、設計書審査 

１１月１８日 厚生労働省、財務省による査定結果報告 

※この時期における応援職員の支援は無し。 

 

③下水道 

応援職員延べ１９０人および日本下水道事業団の支援を受け、６月１３日から災害査定

を受けた。災害査定スケジュールとしては次のとおりとなっている。 

６月１日 説明会 

６月１３日～１７日 ３次査定（下水道管渠施設） 

６月２７日～７月１日 ５次査定（下水道管渠施設） 

７月１１日～１５日 ７次査定（下水道処理場・管渠施設） 

７月２６日～２９日 ８次査定（下水道処理場・管渠施設） 

８月３０日～９月２日 １０次査定（下水道処理場） 

 その他の業務として、引き続き復旧作業を行った。 

 

④町営住宅 

 市ノ後団地において、土砂の流出による陥没が生じ、復旧した管が破損し６月２０日に

修繕した。その後は通常業務に近いものがほとんどとなっている。 

地震後２０戸以上が退去（すべての退去原因が直接地震によるものかは未確認であるが、

高層階に住む人で地震が怖いという理由により退去した事例はあった）した。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）人員の不足、計画不備、スキル不足 

①課題 

（道路・河川） 
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 避難所対応や物資の運搬、交通整理等に職員の多くが駆り出され、通常業務はもちろ

ん、災害復旧等に関する業務に支障がでた。今後の復旧作業や道路の複車線化や拡幅

に伴い、用地交渉等にも人員は必要となるため、マンパワーの確保が望まれる。 

（町営住宅） 

 団地の見た目だけで被害なしと判断したが、実際は配管等の破損があったため、ライ

フラインの確保が遅れてしまった。 

（共通） 

 業務に負荷が掛かり、体力的・精神的な面で職員が疲労していても、人員不足のため

どうすることもできない。 

 応援職員が来ても、作業全体の見通しが立たず、何をお願いするのかわからない状態

があった。また、作業によっては、土地勘がないと応援職員だけでは対応できないこ

ともあった。 

 

②改善の方向性 

 （道路・河川） 

 災害発生後の役場機能を維持するため、防災計画やＢＣＰ、受援計画に今回の震災に

よる経験で得た知識や反省点を活かし整備することが必要である。 

 （町営住宅） 

 今回の反省点を活かし、被害状況を確認する際のチェック表を作成する等を検討して

いく。 

 （共通） 

 職員に対する研修等により、災害時の意識（備え・行動など）向上の徹底を図る。業

務別に指揮系統をきちんと整理し、期間が決まっている応援職員に的確な指示を出せ

るような体制を整えることが必要。他自治体との応援協定を結ぶときに、どういった

職員が必要となるのか等を事前に確認しておくことが必要である。 

 

２）復旧・復興に向けた取組み 

①課題 

（道路・河川） 

 既存の道路の早期復旧に加え、住民の避難や物資輸送等に必要となる道路の確保や狭

あい道路をどうするか等、今後の復旧に併せ、復興についても課題は山積している。 

（上下水道共通） 

 水道の復旧促進の一方、地盤変動による下水道管渠の破損や逆勾配等により、排水が

困難になる事例が発生し、必要に応じバキュームカーによる対応を並行しながら、水

道給水を止めざるを得なかった。 

 

②改善の方向性 

 （道路・河川） 

 災害に強い交通体系の整備や幹線道路ネットワークの構築は、災害時において、避難

や物資搬送等の確実性の確保にあたり、確実に必要とされるため、早期に検討が必要
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である。 

（上下水道共通） 

 耐震化を進めていくこと等、復旧を進めていくうえで、検討が必要である。 

 

３）関係課や機関との連携強化 

①課題 

（道路・河川） 

 被害調査や道路啓開作業については、事前協定がなく、町の業務実績があるコンサル

タントや地元建設業者に依頼し作業を実施したが、対応に苦慮した。 

（下水道） 

 益城町では下水道管渠の整備率が９０％以上となっているが、一部では合併処理浄化

槽等の地域があり、これを担当する環境衛生部署との調整が無かった。 

（共通） 

 民間企業運営による電気・ガスと異なるインフラのため、復旧等に際し、日本下水道

事業団・日本水道協会との連携が重要である。併せて災害時の協定や地域間協定、近

隣自治体とのブロック協定等も見直しながら対応を図っていくことが重要と考える。 

 災害対応を想定した訓練の必要性も感じた。 

 

②改善の方向性 

 （道路・河川） 

 大規模災害時について、職員のみでの対応の限界から関係機関との事前協定を結ぶこ

とによる、連絡体制や担当範囲等の事前確認が必要である。 

 （下水道） 

 共有できる情報などを常に双方で確認しあえる体制づくりが必要である。 

（共通） 

 上水道、下水道に関しては日本水道協会や日本下水道協会との協定は締結している。

この協定により同じく加入している市町村からの応援等がスムーズに受けることが

できる。ただし、費用を要するため、費用負担のあり方について検討が必要である。 

 地域間協定や近隣自治体とのブロック協定等については、受援計画の作成や応援協定

の締結等の準備を進めることが必要である。 

 日頃からの職員意識を高めておくためにも定期的な訓練（規模の大小に関わらず）を

行う。 
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４．３．１０ 建物、宅地等の応急危険度判定 

 被災建築物応急危険度判定は、大地震により建築物等が被害を受けた場合に、余震によ

る建物の倒壊等から人命にかかる二次的災害を防止するために、被災建築物に対する判定

を行う活動である。 

 判定は次の３種類がある。 

① 危険 この建築物に立ち入ることは危険です。立ち入る場合は専門家に相談し、

応急措置を行った後にしてください。 

② 要注意 この建築物に立ち入る場合は十分注意してください。 

応急的に補強する場合には専門家にご相談ください。 

③ 調査済 建築物の被災程度は小さいと考えられます。建築物は使用可能です。 

  

判定結果は、玄関ドア等の建築物の見やすい場所に表示され、居住者はもとより付近を

通行する歩行者などに対してもその建築物の危険性について情報提供することにより、二

次的災害の防止を行っている。 

 震災前に策定されていた「熊本県被災建築物応急危険度判定要項」に基づくと、応急危

険度判定実施本部は市町村災害対策本部の下に設置されるものとなっており、市町村災害

対策本部長は、震度５以上の地震が発生し、多くの建築物が被害を受け、必要があると判

断したときは、判定の実施を決定し、直ちに実施本部の設置その他必要な措置を講ずるも

のとなっている。 

 

（１）業務内容 

 今回の熊本地震では、あまりにも被害が甚大だったため、とても判定活動を実施できる

体制を整えられる状況ではなかった。また、そもそも応急危険度判定制度が庁内で浸透し

きれておらず、必要性を理解している職員があまりいなかった。 

そのような中、前震後の４月１５日以降、県から応急危険度判定業務の実施可否につい

て確認があった際に町の状況を伝え、幾度かの調整を図った結果、県が主体で活動を行う

ことに決定した。町の役割としては、調査エリアの選定及び調査エリアに関する情報提供、

住民からの問い合わせ対応等を行った。調査エリアに関しては、当初予定していたのは市

街化区域を中心とした調査で、消防・警察・自衛隊が行ったローラー作戦の情報を参考に、

被害の大きい安永地区及び木山地区等の調査から検討されていった。 

また、町役場及び役場から数百メートル南側を流れる木山川までの区域を優先的に行う

ことにした。しかし、調査に入ってから、町役場から北側のエリアの住民からも調査の要

望が挙がったため、徐々に調査対象区域が広がっていき、最終的には町内全域を調査する

ことになった。 

当初、災害ボランティアセンターの運用ルールで「危険」判定の建物への立ち入りは禁

止されていたため、「危険」判定を受けた世帯は、ボランティアの支援がなかなか受けられ

ずに苦慮した。例えば、判定票に書いてある説明（給湯器が倒れかけているなど）が解消
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されていれば危険が除去されているとみなせるはずだが、災害ボランティアセンターには

そこまでの情報が伝わっていなかった。 

住民からは「危険判定だとボランティアが来ないから判定結果を変えてくれ」という要

望さえ沸き起こった。そこで、災害ボランティアセンターと協議を実施（６月ごろ）し、

危険要素が除去されている建築物であればボランティアが派遣できるように改善された。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）人員確保（応急危険度判定に係る資格・知識を有する職員の不足） 

①課題  

 発災後、職員の多くが避難所運営に出払ってしまい、技師３人を含む課員１２ 人のう

ち課長１人しか本庁舎にいない状態となってしまったため、判断・作業が課長に集中

し、組織としてうまく機能することができずに対応が遅れた。 

 県から対象範囲について決めるよう依頼があったが、応急危険度判定について資格を

持つ職員も、知識を持つ職員もおらず苦慮した。 

 

②改善の方向性 

 被災直後に必要となる業務を事前に洗い出し、必要人員の算定や配置計画を作成して

おくことが必要である。 

 災害時に資格・知識を持った職員を派遣してもらえるよう事前に受援計画や災害時応

援協定を締結することが必要である。 

 職員が応急危険度判定士の資格を取得する等、技術面・知識面の向上を推奨し制度理

解を促すことが必要である。 

 

２）計画的な判定業務の遂行 

①課題 

 応急危険度判定の実施について、被害状況が明らかになるにつれ範囲を拡大したが、

住民からは全ての範囲を行ってほしいとの要望があり、終了が９月になるなど実施期

間が長期化した。 

 

②改善の方向性 

 被災した場合の応急危険度判定業務の遂行方法について事前に整理しておくことが

必要である。また県との連携や役割分担についても予め整理しておくことが必要であ

る。 

 緊急判定という特性上、早期に実施することが望ましいため、範囲の検討をはじめ実

施体制・人員の確保等を関係機関・住民との間で予め情報共有しておくことが必要で

ある。 
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３）他制度との混同 

①課題  

 応急危険度判定の趣旨・概要が住民に上手く伝わらず、被害家屋認定調査との混同が

生じ、苦情や問い合わせが多くあった。 

②改善の方向性 
 応急危険度判定をはじめ災害時の各種制度の周知・啓発を行うことが必要である。 

 

４）判定に対する理解不足 

①課題  

 瓦が落下する危険性を理由に「危険」判定になる場合がある等、必ずしも建築物の躯

体そのものが判定の主要因になるとは限らなかったが、「危険」判定であればすなわち

建築物の躯体が大きく損傷している、と捉える住民が多く、被害家屋認定調査の判定

との違いに混乱する住民が多発した。 

 

②改善の方向性 
 応急危険度判定をはじめ各種制度の周知・啓発を行うことが必要である。 
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４．３．１１ 家屋被害認定調査に関する業務 

家屋被害認定とは、内閣府による規定に基づき、被害の程度（損害割合）に応じて、「全

壊（５０％以上：損壊が甚だしく、補修により再使用することが困難なもの）」「大規模

半壊（４０％以上５０％未満：半壊し、柱等の補修を含む大規模な補修を行わなければ当

該住宅に居住することが困難なもの）」「半壊（２０％以上４０％未満：損壊が甚だしい

が、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの）」「一部損壊（２０％未満）」の判定

を行うものである。市町村により実施され、この認定結果に基づき、被災者に「罹災証明

書」が発行される。 

 益城町地域防災計画（平成２７年度）では、「町は、（中略）各種の支援措置を早期に実

施するため、災害による住宅等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し、

遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明を交付するものとする。」と規

定されていた。しかし調査をするための体制の確立や調査業務そのものについて、事前準

備や訓練は行われていなかった。 

 

（１）業務内容 

１）ＰＴの立ち上げ 

４月２２日ごろに災害対策本部でＰＴを設置するという検討がなされ、４月２５日に家

屋被害認定ＰＴが設置された。 

４月２７日に益城町に入った関西広域連合からの助言により、固定資産台帳等を活用す

ることが多いため罹災証明書の発行業務を将来的には税務課に移行することとした。この

ことを踏まえて、税務課長および総務課審議員がＰＴの責任者となり、ＰＴメンバーの人

選を行った。ただしＰＴメンバーに選ばれた中には避難所運営等の業務に携わっている職

員もいたため、それまでの業務から引き上げて家屋被害認定業務に専従させるのに苦労し

た。人選作業と平行して、各組織・各担当者の役割分担や調査日程も決めていった。調査

のための書面様式や人員・班編成の検討にあたっては、淡路市（関西広域連合からの第一

陣）および飯田市からの応援職員（ともに家屋被害認定調査の経験者）からの情報・助言

（特に事態が今後どのように推移していくかという予測）が役立った。 

ＰＴ設置時点では、ＰＴの解散時期についての目途は立っていなかった。 

なお、４月２５日時点では被害認定ＰＴと罹災証明ＰＴは１つのＰＴだった（５月９日

に分離）。 

 

２）業務開始のために必要な人員・物品の確保 

役場庁舎が被災していたため、隣接する町中央公民館に業務スペースを確保した。しか

し業務スペースが町中央公民館内で複数回にわたって移転したため、そのたびに業務環境

の整備の手間が発生した（職務環境の整備の詳細については、「４．３．１６ 役場機能の

再建」参照）。 
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業務に必要な物品等を確保するために、ＰＴ設置直後の４月２６日から、調査票やデジ

タルカメラ、ヘルメット、消せるボールペン、マーカー、画板、ガムテープ、下げ振り、

コンベックスといった備品や車両の手配を進めた。しかし、物資調達の時期がゴールデン

ウィーク中だったため、これら物品の手配が進まず、調達に時間がかかったものもあった。 

関西広域連合や福岡県を中心とした他自治体からの応援職員５０～６０人、県職員２０

～３０人規模の応援が５月上旬から入ってくる、ということが４月２７日時点ですでに決

まっていた。主に町職員は事務局（マネジメント）側となり、現場調査を応援職員が行う、

という役割分担で業務を進めることとした。 

外部からの応援職員の要請は熊本県が窓口となって行った。九州知事会で応援自治体と

受援自治体の担当が決定され、益城町には関西広域連合と福岡県からの職員が充てられた。

また一次調査の内容不服で建物内部の調査も伴う二次調査実施前には、新潟県小千谷市長

と益城町長が個別に面談し、小千谷市から支援の申し出をもらっており、「中越大震災ネッ

トワークおぢや」が応援に来てくれた。 

内閣府特命担当大臣（防災担当）が「罹災証明書の発行を５月中に終えたい」と５月４

日に発言したことを受けて、新たに東京都市町村会から多数の応援職員が益城町に入って

きた。また同時期にパソコン２５台をリースして新潟大学による被災者生活再建支援シス

テムをインストールし、業務に当たった。 

当初は、家屋被害認定調査を経験したことのある応援職員からの指導に基づき３０班体

制で５０日程度をかけて約１．５万棟すべて（家屋だけでなく農業用小屋等も含む）を見

て回る、という作業計画を想定していた。しかし大臣の発言を受けて、５月の約１ヶ月間

ですべてを見て回る計画に見直した。関西広域連合や福岡県、東京都市町村会を中心とし

た応援職員が益城町に入ったことにより、最大時には４５班体制（現場応援職員約１００

人）となった。現場応援職員の数が短期間で急増したのに対して、ＰＴの事務局（マネジ

メント）側への支援として熊本県市町村課から２人の応援職員のみであった。また人員・

班配置などの調整作業は町職員が行ったことから、応援職員の受け入れ・配置や作業結果

の整理のために非常に多忙になった。 

数多くの応援職員が家屋被害認定業務に携わったため、業務の質の担保に苦慮した。住

民からの理解・納得も得られず、第二次調査になったものもある。 

応援職員からは、「同じ都道府県の職員と一緒に回りたいので同じ班にして欲しい」「宿

泊先がなく遠方からの出勤になるので業務開始時刻を遅らせたい」といった要望が数多く

あり、その対応にも苦慮した。 

 

３）家屋被害認定調査の実施 

４月２７日に県主催の「平成２８年熊本地震における家屋被害認定調査事前研修」に参

加し、机上および実地による研修を受けた。研修では、家屋被害認定調査の制度概要や調

査の具体的方法（調査のフローチャートや調査票入力方法等）、マネジメント方法などにつ
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いて学んだ。 

４月２９日には、活動方針、調査方針、調査班の１日のスケジュール、他自治体からの

被災調査員受入れ予定からなる、益城町「被災家屋調査実施計画」を策定し、ＰＴメンバ

ー間で共有した。 

４月３０日から現地での家屋被害認定調査業務を開始した。ＰＴメンバー間の議論の結

果、「明らかな全壊など、大きい被害のある人たちをまず救済しないといけない」という思

いから、被害の大きい地区から調査を開始した。また、ＰＴメンバー間で４月中に調査を

開始するという共通認識ができていた。調査は２班体制で開始し、最大時には４５班体制

となった。また、５月１日から罹災証明の申請受付けを開始した（罹災証明発行業務に関

する詳細は「４．３．１２ 罹災証明ＰＴ、罹災証明の発行に関する業務」参照）。 

 現地の地理に長けた道先案内人役１人＋応援職員２人の３人で１つの班を構成し、すべ

ての住家を訪問した。各班に同行するために班数と同じ人数の道先案内人が必要となるた

め、道先案内人役を担うことができる人（嘱託員（行政区長）や元町職員、議員等）に対

して、ＰＴ責任者が毎晩電話を掛けて個別で依頼した。 

第一次調査では外観の損傷状況の把握（目視）、住宅の傾斜の計測、屋根、外壁、基礎

の損傷の把握（目視）に基づく判定を行った。規定の様式は調査結果を記載し、様式に沿

った手順で計算を行うことで、判定結果を簡単に出すことができるものとなっていた。 

第二次調査は第一次調査を実施した住宅の被災者から判定結果が不服で申請があった

場合に実施されるもので、第一次調査と同様の調査に加えて、被災者の立会いのもと、住

宅内部に立ち入り、内壁、天井、床、柱、建具、設備の損傷の把握（目視）を行った。 

調査班の１日の大まかなスケジュールは以下のとおり。 

 

時間 業務内容 

０８：３０～

０８：４５ 

調査事務室（町中央公民館）集合、当日の調査方針等について全体の打合

わせ 

０８：４５～

０９：００ 

準備品等の確認 

０９：００～

１２：００ 

調査事務室出発、現地にて被害認定調査 

１２：００～

１３：００ 

昼食・休憩 

１３：００～

１６：００ 

現地にて被害認定調査、出発 

１６：００～

１７：３０ 

調査事務室で当日分の調査票整理、写真保存 

１７：３０～

１８：００ 

調査事務局へ当日分調査票を提出 

 

 事務局は、調査班から受け取った調査票の内容確認（エラー有無・修正等）、ＯＣＲを

用いた調査票のスキャン（調査票がマークシート方式になっており、被災者生活再建支援
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システムに反映される）、翌日以降の調査班の体制構築（班割り・担当地域の決定、不足

しそうになった備品の追加調達等）、道先案内人役の確保、調査全体の進捗管理等を日々

の業務として行った。 

町内の住家１０，７４２棟について調査を行い、全壊３，０２６棟（２８．２％）、大

規模半壊７９１（７．４％）、半壊２，４４２棟（２２．７％）、一部損壊４，３２５棟

（４０．３％）という被害判定結果となった（無被害は１５８棟）。 

家屋被害認定調査は所有者からの申請があった家屋を対象として行うという制度にな

っているが、「益城町には被害を受けていない家屋は存在しない」とＰＴメンバーが判断

し、すべての家屋を対象として調査を行った（災害対策本部で事後了承）。生活再建を早

期に実現するために家屋だけを優先的に調査し、その後に他の小屋などの調査を行う、と

いう方法もあり得るが、小屋を公費解体するためにも罹災証明が必要となるため、すべて

の家屋を対象として同時に調査した。 

第一次調査は目視などにより確認ができるが、第二次調査では内部を見て判断するため、

調査する項目が多くなり時間がかかった。また、空港や大病院が存在し、調査面積が広く

業務負荷が大きくなった。 

調査方法については内閣府から「災害にかかる住家被害認定業務実施体制の手引き」が

示されていた。しかしその資料だけでは十分に理解するのが難しいこと、統一した情報を

提供することで調査内容の平準化を図ることを目的として、家屋被害認定調査の説明動画

（現地での調査の様子や機器の利用方法、調査票入力方法等）を町で作成し、調査する職

員（応援職員含め）に説明を行った。説明動画を作成したことにより、応援職員の入れ替

わりが激しい中で業務説明に時間を確保するのが難しい中で、説明する内容が説明員によ

って異なるという事態を避けるのに有効に機能した。また、初めて調査に入る職員には、

経験者をペアで付けることにより知見・ノウハウを共有するような対応を行った。ただし、

半壊か一部損壊かといった境界が曖昧な事例も数多く、判定結果に第一次調査と第二次調

査でねじれが生じたものもあった。 

 

４）住民からの問い合わせへの対応 

住民にとっては家屋被害認定・罹災証明発行が様々な支援メニューの基点となることか

ら、庁内で具体的なことがまだ何も決まっていない時点から、住民からの問い合わせが家

屋被害認定ＰＴに集中した。住民からの問い合わせは再任用職員など元町職員が中心とな

って対応した。被災して苛立ちが募っている住民から「役場が何も分かっていないのに自

分たちはどうすればいいのか」と問われることもあった。 

また、電話が２回線しかないため、つながりにくく、住民が役場窓口に直接訪問するこ

とも多かった。電話や窓口での対応には一人あたり数十分かかるため、業務が遅れること

もあった。職員側が家屋被害認定調査に関する知識・技能を十分には持ち合わせていなか

ったために、対応に苦慮することもあった。 
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応急危険度判定と家屋被害認定の違いが分からない住民も多く、業務の混乱につながっ

た。応急危険度判定で赤（危険）となったら、全壊だと思った住民が多く、その対応に手

間が取られて苦労した。応急危険度判定用紙に調査目的の意味が書かれていないことが混

乱の要因となっていた。 

 熊本市では住民からの問い合わせ窓口としてコールセンターを立ち上げたが、益城町で

は検討する時間的・人的余力がなかったため立ち上げなかった。 

 

５）被災者生活再建支援システムの活用 

上述のとおり、県からの推奨された新潟大学の被災者生活再建支援システムを導入した。

初期段階は利用できるパソコンは１台しかなく、当初は手書きで対応せざるを得なかった。

５月中旬にパソコン２５台をリースし、うち１０台に被災者生活再建支援システムをイン

ストールして調査結果を蓄積した（残り１５台は写真データの格納用として活用した）。 

同システムは固定資産課税台帳と被災者情報および所有者情報を統合して作成するこ

とが想定されたシステムであり、住民と対面しながら利用するような場合は機能した。シ

ステムがなければ業務は進まなかったと思われる。 

ただし、まだ発展途上のシステムで、意図するように動かないところがあった。特に、

いつの時点でどうだったかという履歴がわからない点、最新の判定状況を知りたくてもＣ

ＳＶでしかダウンロードできない点や検索機能（名前検索では漢字が完全に一致しないと

表示されない等）が使い勝手が悪かった。さらに、本システムでは、生活再建に係る各支

援策の活用も可能とされていたが、別途エクセルで各々管理していたため、被災者の一元

管理ができなかった。 

 

６）第二次調査の受付対応 

家屋被害認定ＰＴは６月１４日までに業務を終えて、６月１５日にＰＴを解散した（人

事発令を受けた）。ただし６月前半の２週間は２～３人で業務に当たっており、残りの職員

は６月１日で元の課などに復帰していた。 

なお第二次調査については家屋被害認定ＰＴで段取りを行い、罹災証明ＰＴ及び税務課

に引き継いだ。 

６月以降の課題として、場所や人員不足から、１日の対応可能件数が限られてしまった。

一人で担当する業務量が多いうえ、対応方針や指示が明確でなく苦慮した。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）被害認定調査にかかる事前準備の充実 

①課題 

 被害認定調査は建物の専門的知識を有することから、調査員の習熟度により調査結果

に差が生じる可能性があった。 
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 被害認定調査の方法は内閣府より手引書が発行されているが、書面だけではわかりに

くい点があった。 

 町職員に被害認定調査の知識がほとんどなく、他自治体職員の知識を参考に調査を行

つていたが、参考にしたことに異なる点がある等、調査の正確性を欠く部分があった。 

 

②改善の方向性 

 家屋被害認定調査の説明動画を作成し、調査する職員（応援職員含め）に説明を行う

ことが必要である。 

 初めて調査に入る職員には、経験者とペアにすることにより知見・ノウハウを共有す

るような対応が必要である。 

 専門的な知識を持つ職員の育成が必要である。 

 

２）専門スキルを持つ外部機関との連携 

①課題 

 今回の地震対応では、建築士など知識・経験を持った専門家との事前協定はなかった。

応援職員の派遣が終了し、自前の職員だけでは調査しきれない申請があったため、１

０月から第二次調査用に建築士に調査を委託したが、第一次調査は自治体職員のみで

行ったため、調査の質の平準化が難しかった。 

 コールセンターを立ち上げる余力や財源がなく、電話対応や調整、情報の交通整理が

円滑に進まなかった。 

 

②改善の方向性 

 建築士会など専門家団体との応援協定の締結を検討することが必要。協定を締結する

際には、協定の内容（応援の範囲）として、現地調査に加えて、調査員のマネジメン

ト等についても支援が得られるかについて調整することが必要である。 

 コールセンター事業者との応援協定の締結を検討することが必要である。 

 

３）現場調査のための人員確保 

①課題 

 現場で調査を行う応援職員は短期間で交代していくため、調査の一貫性を保つのに苦

労した。 

 家屋被害認定調査の経験者（他自治体からの応援職員）や、第二次調査を行うための

知見を持つ専門家（建築士など）がいることで、業務を効果的・効率的に進めること

ができたが、町職員には経験者・専門家が少なかった。 

②改善の方向性 

 調査業務の経験者・専門家がいないと、どのように業務を進めるかという段取り（調

査様式や人員編成など）を組むことも困難なため、家屋被害認定ＰＴのメンバーに経

験者・専門家を含めること（そのために被災経験自治体と事前協定を締結しておくこ

と）、専門性を持つ人材を町内で計画的に育成することが必要である。 
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４）マネジメント体制の充実 

①課題 

 応援職員は短期間に多くの人員支援が入ったが、彼らをどこに配置するのかを調整す

る事務局員が少なく、人員手配の段取りに大きな負荷がかかった。 

 

②改善の方向性 

 応援職員にゆだねる業務内容に幅を持たせ、現場支援だけでなく、マネジメント支援

ができる応援職員についても要請することが必要である。 

 内閣府作成の手引きにおいては、被害認定調査全体を管理する役割として「コーディ

ネーター」が実施する業務について詳細が記載されている。これらを参考にしながら、

平時から人材育成を進めることが必要である。 

 

５）スケジューリング 

①課題 

 悪天候時は調査実施が困難になることもある。しかし膨大な申請をできるだけ早急に

対応するという思いが強く、調査実施日程に余裕を持たせることができず、悪天候で

も調査を強行せざるを得ないことがあり、結果として二次調査の申請件数を増やす要

因となった。 

 

②改善の方向性 

 候補日に予備日程を設けることが必要である。 

 悪天候時でも調査できる装備（防水カメラ等）を用意することが必要である。 

 

６）業務環境の確保 

①課題 

 ＰＴ発足当初は、業務環境が整備されていない状態で作業を進めせざるを得なかった。

業務を実施する場所（部屋）、使用できるパソコン等のＯＡ機器、文房具等の物品が

手に入らない状況であった。施設は公民館を利用することができたが、公民館内で場

所の移動が頻繁に行われ、移動する度に機器類のセッティングをするために時間や手

間のロスとなった。また物品を手配しようにも、ゴールデンウィーク中で業者が休み

であったため、入手できない状態が続いた。応援職員は来てくれるが、必要な備品・

車両などをすべてに提供することができなかった。 

 

 

 

 応援職員を含むメンバーが入れ替わっても、詳しく理解・把握できている職員を常駐

させることにより、業務を円滑に進めることができ、被害調査基準の平準化にもつな

がることから、そのような専任の職員を配置することが必要である。 
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②改善の方向性 

 内閣府の「災害に係る住家被害認定業務実施体制の手引き（平成２９年３月）」に例

示されている必要な調査資機材のリストを参考として、平時から準備しておくことが

必要である。 

 応援職員に、必要となる資機材等を調達・持参した上で被災現地に入っていただくよ

う依頼する（応援協定内に明記する）ことが必要である。 

 

７）調査実施の対象の検討 

①課題 

 家屋被害認定調査は所有者からの申請があった家屋を対象として行うという制度に

なっているが、居住者からの申請も受付けたため、申請が重複したことにより、同じ

建物に何度も足を運ぶ等、調査対象件数が増加し、調査実施担当の負荷が増した。 

 

②改善の方向性 

 地域全体の被害の規模、住民の要望、地域特性（住家以外の建物が多いか）、その後

の各種制度との関係性（公費解体するためには罹災証明が必要等）などを踏まえて、

対象を検討することが必要である。 

 生活再建を早期に実現するために家屋だけを優先的に調査し、その後に他の農業小屋

などの調査を行う、という方法により、家屋の罹災証明の発行を短期間で実現する、

という方法もあり得る。しかし小屋を公費解体するためにも罹災証明が必要となるた

め、すべての家屋を対象とした。住家と非住家も同時に対象としたことで、効率的に

調査ができたというメリットもある。 
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４．３．１２ 罹災証明の発行に関する業務 

罹災証明書とは、災害により被災した住宅の「被害の程度」を市町村が証明するもので

ある。この証明書は、被災者生活再建支援金の支給、住宅の応急修理など様々な被災者支

援策を受ける際に必要となる。 

 益城町地域防災計画（平成２７年度）では、「町は、（中略）各種の支援措置を早期に実

施するため、災害による住宅等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し、

遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明を交付するものとする。」と規

定されていた。しかし罹災証明書を交付するための体制の確立や発行業務そのものについ

て、事前準備や訓練は行われていなかった。 

 

（１）業務内容 

１）ＰＴの立ち上げ 

 ４月２５日に罹災証明ＰＴが設置された。 

この時点では被害認定調査と罹災証明は１つのＰＴだった。しかし平時に戻った際に通

常業務と関連性の高い部署に引き継ぐことを念頭に検討し、５月９日に税務課を中心とし

た罹災証明ＰＴを分離した。理由としては、罹災証明の発行には固定資産課税台帳を活用

することが多くなるためであり、その担当課である税務課１６名中５名が通常業務の担当

になった。残りの１１名の職員は避難所対応（主にグランメッセ熊本と益城中央小学校）

の後に、罹災証明発行のチームに振り分けられた。 

なお通常業務は住民税係６名中３名、固定資産税係４名中１名、納税係５名中１名で臨

むことになったため、通常業務を遂行する体制を構築することが困難になった（他自治体

からの中長期派遣・応援職員により通常業務の対応に当たった）。電算システムを設置でき

るのが町保健福祉センターしかなかったため、そこで業務を再開した（５月１７日）。 

 

２）罹災証明発行の申請受付・発行 

罹災証明の申請受付けを５月１日から開始した。手続きを早めにして住民に安心感を持

ってもらえるように、町役場の若手職員からのアイデアにより各避難所（全８箇所）に受

付を置いて実施した。 

５月４日の大臣（防災担当）（当時）の「罹災証明書の発行を５月中に終えたい」との

発言を受けて、急ピッチで作業を進めた。５月末までに発行を終えるという設定で逆算し、

各日の対象となる地区割りを行った。 

罹災証明書の交付は、５月２０日から６月５日までグランメッセ熊本駐車場で行った。

受付け業務を熊本県行政書士会、関西広域連合に行ってもらった。また、証明書発行を県

職員（４０人）に行ってもらった。町職員が６人は一次調査を不服とする住民対応をした。

その他、鳥取県職員、熊本森林局、九州農政局職員が補助として対応してもらった。グラ

ンメッセ熊本の室内は被災により使用することができなかった。町役場にも、同様の理由
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で場所を確保することができなかったため、グランメッセ熊本駐車場に野外テントを設置

して、発行業務を行った。パソコンやプリンターなどの電子機器を使うため、屋内に場所

を確保することが望ましかったが、多くの住民を収容できる場所が皆無だったためできな

かった。また、リース等で新たに調達したパソコンはインターネット配信やセキュリティ

などの設定に時間がかかったため、罹災証明書発行の開始時期が遅れた。 

 淡路市や飯田市の応援職員からの助言に基づき、２０ブースで対応可能な件数を想定し、

発行業務を開始した。発行できる件数は１日７００件程度だった。しかし当初の見通しが

甘く、初めての業務で不慣れだったこと、また、罹災証明を求め、長蛇の列が前日夜から

できるなど、申請件数が多く、想定どおりに進めることができない日もあった。 

益城町では全棟を対象として調査を行ったため、発行対象には住家に加えて農業用倉庫

なども調査の対象として含まれた。住家だけであれば１日あたり１，０００人程度対応で

きた可能性があるが、倉庫なども含めて１人あたり５枚ほどをセットで確認・説明する作

業が生じたため、罹災証明を発行するのに時間がかかった。 

 

３）第二次調査・再調査の受付、罹災証明の発行 

 ６月５日に第一次調査が終了したため、被害認定調査ＰＴは解散した。第二次調査や再

調査の受付けの実施、罹災証明の発行等といった残された業務は、税務課が担当した。 

 第一次調査は「５月中に発行を終える」というスピード重視で調査を行ったが、判定結

果によって義援金や生活再建支援金の金額など支援メニューが大きく変わるため、住民に

とっては重要な問題となっていた。結果として判定内容に不服のある住民が多く、第二次

調査の依頼件数が４，０００件を超える要因となった。 

税務課は震災前からの通常業務と罹災証明発行を行うことになったが、６月１日の組織

再編に伴い、ＰＴメンバーの中には異動した職員もおり、税務課の人員が減ったため、課

の負荷が増した。全国知事会・市町村長会など経由で全国の自治体に協力を要請し、７月

末ごろまでは応援を仰いでいた。応援職員を確保できない時期には、県に職員の派遣を依

頼することもあった。電話および窓口対応業務（第二次調査の依頼対応など）の負荷が大

きかったため、元町職員や福岡県からの応援職員の協力により対応した。しかし職員が交

代するたびに対応方法をレクチャーする必要があったため、苦労した。 

熊本県を含む他自治体からの派遣職員数が減少していったが、二次再調査の申請に町職

員だけでは対応することが難しかったため、建築士会および環境建築設計事務所を通じて

建築士と委託契約を締結し、８月上旬から二次再調査を実施した。 

第二次調査以降は住民の立会いの下で調査を行う。荒天等で調査をキャンセルすると、

再予約しても１か月待ちになってしまうため（予備日を設けていなかった）、荒天等の中で

も調査を実施せざるを得なかった。 

減免申請や土地の調査といった税務課の通常業務を行う場所（公民館１階）と、第二次

調査の受付け等を行う場所（公民館２階）が離れており、業務を効率的に進めることがで
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きなかった。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）ＰＴのマネジメント 

①課題 

 罹災証明ＰＴのマネジメントを行う人間を決定すべきであったが、流動的な配置でど

の範囲をまかせられるかが不明であったため、決定することができなかった。 

 

②改善の方向性 

 罹災証明業務を経験したことのある職員の知見・ノウハウを共有できる体制の構築が

必要。 

 罹災証明業務を経験したことのある町職員は多くないため、外部から応援を得ること

ができるよう、相互応援協定や受援計画を策定することが必要。 

 マネジメント能力に長けた人間を配置することが必要。 

 

２）ノウハウの獲得・蓄積 

①課題 

 罹災証明の発行を始める段階では、各業務にどの程度の時間がかかるか見当もつかな

かった。１～２日間同じ業務をやっていると、整理券の番号で、何時くらいに証明書

の発行ができるかがわかるようになり、「大体何時頃に来てください」と住民に教え

ることができるようになった。 

 熊本県に設置している生活再建支援コールセンターを活用し、わからないときは頻繁

に問い合わせていた。 

 

②改善の方向性 

 過去の災害対応の際に同種・類似業務を行った経験者に、各業務にかかる時間目安を

質問できる体制を構築しておくことが必要。 

 

３）業務環境の構築 

①課題 

 罹災証明書の発行場所が屋内で確保できず、屋外での作業となった。テントしかない

屋外で証明書発行の機械が使えなくなるなど、不安要素が多い中で業務をするしかな

かった。 

 罹災証明発行に関係する部署の作業場所が仮庁舎（中央公民館）内で物理的に分散し

ていたため、思うように意思疎通を取ることが難しかった。 

 インターネット配信やセキュリティの問題があるため、パソコン、システムのセッテ

ィングに予想以上に時間がかかってしまった。今回、使用した被災者生活再建支援シ
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ステムは、現段階では発展途上のシステムであり、作業を進める中で意図するように

動かないところがあった。 

 

②改善の方向性 

 天候に左右されないよう、また担当者間での情報共有を円滑に行うことができるよ

う、業務環境を確保することが必要。そのことを盛り込んだ計画を事前に策定してお

くとともに、関係各課と調整できるようにしておくことが必要。 

 罹災証明の発行にあたって導入する情報システムについて、平時から選択しておくと

ともに、利用に慣れた職員を育成することが必要。そのためには、消防庁国民保護・

防災部防災課が作成した「罹災証明に関する先進的な事例集（平成２７年２月）」や、

内閣府が作成した「平成２６年度被災者台帳調査業務報告書（平成２７年３月）」等、

過去の事例等を参照し、各自治体に適応するシステムを検討することが有効。 

 罹災証明発行に関わる関係部署の活動場所を一括で集約しておくことで、スムーズに

業務を進めることができる環境を整備することが必要。 

 

４）住民への説明 

①課題 

 罹災証明の発行は地区別に行うという周知が住民に十分に行き渡っておらず、対象日

以外の住民が来ることがあり、住民からクレームが寄せられた。 

 罹災証明書の発行数が限られているため、朝９時の受付開始時には既に当日の受入れ

できる分の整理券がなくなってしまう状況であり、住民からの批判・苦情につながっ

てしまった。 

 

②改善の方向性 

 広報担当部署と連携し、住民への情報提供・説明を徹底すること、また担当者間で説

明が異ならないよう常に情報共有を図ることが必要である。 

 無理な目標設定はせずに、住民が混合しない余裕を持った発行件数、発行完了日数の

設定が必要である。 

 

５）業務体制の構築 

①課題 

 罹災証明チームの人員として、税務課職員１６名中１１名が配置された。その結果、

税務課本来の業務（平時からの業務に加えて、発災に伴う減免申請等）への対応が遅

れた。また、ＰＴが解散した後も、罹災証明書発行業務を税務課が単独で引き受ける

ことになったため、職員から通常業務と並行して実施するのは難しいという反発が大

きかった。 

 税務課の業務量は減っていないが、人員だけ減ってしまうことになり人手が足りなく

なった。電話対応や窓口業務に人員が割かれるため、元町職員等に頼んで対応をして

もらうこととなった。 
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 引継ぎ書類の書式の統一や業務マニュアルの整備が十分にできなかったため、短期間

（１週間程度）で交代する派遣職員が知識・ノウハウを身につけるのが難しいことが

あった。 

 後々の責任も関わってくるため、証明書発行は益城町職員が対応しないといけない。

その際に、誤った情報を出してしまうと大変なことになる。応援職員が伝えたことに

対して、「説明されたことと違う」と住民からクレームもあり、解決まで長期化した

ものもある。 

 

②改善の方向性 

 税務課単独ではなく、他課や応援職員も含めた実施体制を事前に検討・構築しておく

ことが必要である。 

 受援計画を策定し、応援職員に協力を依頼する業務範囲を明確にしておくことが必要

である。 

 応援職員が交代しても円滑に業務を継続できるよう、引継ぎ書類の書式統一や業務マ

ニュアルの作成が必要である。 
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４．３．１３ 仮設住宅に関する業務 

（１）業務内容 

１）住まい支援ＰＴの概要 

住まい支援プロジェクトチーム（以下、「ＰＴ」という）は被災者の住まい確保に関す

る業務全般を担うＰＴとして、５名の職員（及び応援職員）を配置し、下記の業務を事務

分掌として設定した。 

 

人員体制 所掌分掌 

【当初】 

課長級（審議員）１名 

係長級２名 

主査級１名 

主事級１名 

応援職員（関西広域連

合）２名 

計７名 

 
※その後、避難所運営から

引き揚げた職員等を随時追

加 

１．応急仮設住宅に関する業務 

 ・建設要請戸数のとりまとめ 

 ・建設用地の確保 

 ・入居手続き 

 ・仮設団地の生活環境の確保・計画調整 

２．みなし仮設住宅に関する業務 

 ・申請受付け（県へ提出） 

３．応急修理に関する業務 

 ・申請受付け、審査、支払い 

４．住まいに関する情報の提供 

 

２）仮設住宅に関する業務 

①仮設住宅の必要戸数の把握 

仮設住宅の早期建設に向け、ＰＴ設置後に取りかかったのが仮設住宅の必要戸数の把握

と建設用地の確保である。住家被害の全体像が掴めない中、必要戸数については応急危険

度判定を参考に概算で見込み、用地選定の目途がついた地区から順に県に対して仮設住宅

の建設要請を行った。 

過去の災害における被災世帯数と仮設入居者数の割合を参考に、当初は８００～１,０

００戸程度と見積もったものの、応急危険度判定の進捗状況が分かるにつれ、徐々に必要

戸数が膨れ上がっていった（罹災証明のための家屋被害認定調査も始まってはいたが、応

急危険度判定の方が捕捉率が高かったため、応急危険度判定の数字を参考に使用した）。 

また、途中から入居要件の変更があり、半壊以上世帯でも条件次第で入居可能になるな

ど当初予定を超え、５月４日に赤井・広崎・津森の３地区で計１６０戸の建設を要請した

のを皮切りに、最終的に１８団地１,５６２戸が整備されるに至った。 

仮設住宅とみなし仮設住宅に移る割合の見込みがつけづらく、必要戸数の算定にあたり

判断が難しかった。 

 

②用地の確保 

一刻も早い建設着手が求められたため、公有地の活用を優先的に検討。まず町で候補地

を探し、建設主体である県に連絡を入れ候補地の確認を実施した。土地が被害を受けてい
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ないか、上下水道等のインフラ整備ができるか等、様々な条件を考慮しながら適・不適を

判断した。 

民地の用地交渉を行う際は、地権者が被災している場合はどこにいるのか、電話もつな

がらずに苦慮。自宅や避難所の訪問や、聞き込み調査により地権者を探してまわった。ま

た、農振・農転手続きや税に関する減免・優遇措置の確認を同時並行で実施。県下最大規

模のテクノ仮設団地（５１６戸）は、企業からの無償借地により用地を確保した。 

 

③仮設住宅の抽選・入居手続き 

５月２１日に第１次入居募集受付けを開始し、２週間で１,３８２件の申し込みあり。

６月９日に抽選会を実施し、第１次分９７３戸の入居者を決定し、６月１４日から順次入

居を開始した。 

 

＜入居時の選考方法＞ 

・優先世帯の抽選後、一般世帯の抽選を実施。 

・住宅タイプ別については、本人の希望ではなく、申し込んだ家族の人数で決定する。 

・抽選は、１ＤＫ（１～２人）、２ＤＫ（２～３人）、３Ｋ（４人以上）の順に行う。 

７人以上の世帯は、２世帯に分けて申請可能。 

①抽選順に、希望団地への入居候補者となる。 

②第１希望の団地に入れない場合は、順次第２、第３希望の団地に振り分ける。 

③希望する団地が空いていない場合は、団地の空き状況により振り分ける。 

④希望団地の記載がない者については、団地の空き状況により振り分ける。 

⑤優先世帯、または一般世帯の枠に余りが出た場合は、他の枠から振り分ける。 
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＜仮設団地の整備状況＞ 

 

名称 
整備 

戸数 

住宅 

種別 

入居 

開始日 

９月３０日現在 

入 居 

戸 数 

入 居 

人 数 

津森仮設団地 ７３戸 プレハブ ６／２０ ６２戸 １５２人  

赤井仮設団地 ３５戸 プレハブ ６／１４ ３４戸 ８８人 

広崎仮設団地 ５３戸 プレハブ ６／１４ ４９戸 １３２人 

テクノ仮設団地  ５１６戸 プレハブ ７／１７ ４６７戸 １，２３５人 

安永仮設団地 ７０戸 プレハブ ７／１２ ６６戸 １６９人 

飯野小仮設団地 ４８戸 プレハブ ７／１ ４０戸 １０７人 

小池島田仮設団地 
４８戸 プレハブ ７／２７ ４５戸 １１１人 

３４戸 プレハブ ９／２１ ２５戸 ６５人 

木山仮設団 
１６６戸 プレハブ 

８／９ ２０６戸 ５２０人 

５４戸 プレハブ 

馬水仮設団 ７７戸 プレハブ ７／２２ ６９戸 １８５人 

馬水東道仮設団地 ５６戸 プレハブ ８／６ ５３戸 １３４人 

平田仮設団地 ４８戸 プレハブ ９／３ ４３戸 １１５人 

櫛島仮設団地 ４１戸 プレハブ ８／２９ ３６戸 ９２人 

馬水西原仮設団地 ５４戸 プレハブ ９／２７ ５０戸 １２３人 

安永東仮設団地 ４３戸 プレハブ ９／２９ ４０戸 ８９人 

惣領仮設団地 ６３戸 プレハブ １０／５ ５６戸 １３８人 

東無田仮設団地 １３戸 プレハブ ９／２７ １２戸 ２９人 

木山上辻仮設団地 ６４戸 プレハブ １０／１９ ５９戸 １３６人 

福富仮設団地 ６戸 木造 １１／１６ ５戸 １１人 

計 １，５６２戸     １，４１７戸  ３，６３１人  
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＜仮設団地建設箇所＞ 
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３）みなし仮設住宅に関する業務  

発災から１週間後にみなし仮設住宅の制度設計を県が開始し、４月２８日より各市町村

にて被災者向けの制度説明や申込受付等が開始した。しかし本町においては職員のマンパ

ワー不足のため窓口の準備が整わず、５月８日までは県が代行して窓口対応した（県庁ロ

ビーで臨時窓口開設）。 

５月９日以降は町役場（中央公民館）にて受付けを開始し、他県からの応援職員が加勢

し、５月に１８９件、６月に４８２件と急増した申請に対応し、最終的には１，４７０戸

以上の入居申請に対応を行った。 

 

 
 

４）応急修理に関する業務 

地震により住家に被害を受け、かつその住宅に住むため必要最小限の応急修理を施した

場合に、修理に要した費用の一部（上限５７６，０００円）を町が直接業者へ支払う制度。 

平成２８年５月より問い合わせ対応を開始。６～８月のピーク時には申請件数が２７０

～５００件近くにのぼり、窓口対応７００件/月、電話対応１５０件/月と繁忙を極めた。 

平成２８年６月に県通知により、納屋・倉庫等に係る修理等を行う場合も事例によって

は応急修理の対象とされるようになり、受付け件数増加の要因となる。 
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（ＰＴ設置当初に作成した事業展開イメージ） 

 

 

（２）課題・改善の方向性 

１）必要戸数の算出 

①課題 

 必要戸数は応援職員と一緒に過去事例から算定を行ったが、被害規模が大きかったこ

とから避難の実態把握や避難者の意向把握に時間を要し、正確な必要戸数の算定に苦

慮した。 

 途中から仮設住宅の入居要件が半壊判定まで緩和され対象者が増加するなど、刻々と

状況が変化していったことも算定が難しくなった要因である。みなし仮設住宅の希望

者が当初伸びないなど希望者数が読みづらかった面もあった。 

 

②改善の方向性 
 今回の熊本地震により、家屋被害を受けた棟数と仮設住宅・みなし仮設住宅に入居した世

帯数のデータを、今後災害が起こった場合の予測データとして活用することが必要であ

る。 

 

２）建設用地の確保 

①課題 

 ＰＴ立ち上げ直後より建設用地の確保が急務となったため、課員のこれまでの業務経

験から土地のあたりをつけながら、現地調査や情報収集を実施するも苦戦した。 

 地権者自体が避難者になっている事例が多く、連絡を取るのが困難で時間を要した。
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土地の情報収集や選定、交渉は町職員のみならず町議などの協力を得て行った。しか

し一方で、集落近くに建設されるのか等がわからず、検討過程が見えなかったことに

より、地区外の仮設住宅を選択した住民もいた。 

 災害公営住宅や災害ボランティアセンターの設置等、他にも用地確保が必要になると

思われる事柄も考慮に入れながら土地の選定にあたった。 

 

②改善の方向性 

 様々な災害を事前に想定したうえで応急仮設住宅の建設候補地を事前に定め、住民へ

の合意形成も図っておくことが必要である（仮設住宅用地だけでなく、がれき置き場

や公営住宅用地等の、災害対応上の土地利用について被災想定に基づき、住民とも協

議を行いながら事前計画を行うことが求められる）。 

 

３）被災者の状況に応じた仮住まいの確保 

①課題 

 プレハブ型の仮設住宅が完成してから初めて車椅子の方が対応できないと判明し、急

遽木造仮設住宅を建設。仮設住宅が必要な軒数のうち、バリアフリー対応が必要な軒

数の把握が不十分だった。 

 コンテナハウスへの支援は画期的な取り組みであったが、被災者にとって制約（リー

スのみ、自宅敷地のみ等）が多く十分には活用されなかった。、地域事情に応じた柔軟

な制度設計が望まれる。 

 

②改善の方向性 

 バリアフリー型仮設住宅による対応が必要な要配慮者の把握を迅速に行えるように、

あらかじめ手続き等を定めた要領を作成することが必要である。 

 仮設住宅の計画段階で要配慮者への支援体制に余裕がなく検討されていなかった反

省を踏まえ、有事の際に関係課・関係機関が連携して支援を行う体制づくりを進める

ことが必要である。 

 木造仮設住宅の設置は、居住性能の向上や地域材の活用の視点だけでなく、払下げや

公営住宅転用といった中長期的な住宅再建支援の側面もある。今後、仮設建設が必要

な状況が再来した場合、集落部などで木造型仮設住宅の整備を行うべきかの検討が必

要である。 

 コンテナハウスの設置補助に見られるように、団地型だけでなく個別の土地への仮設

住宅の支援を行うことは、早期の仮住まいの確保のみならず、生業の継続に重要であ

ることから、地域事情に応じた柔軟な制度創設を県・国に要望していくことが必要で

ある。 

 

４）応急修理制度の事務遂行 

①課題 

 仮設住宅に関する業務よりも応急修理に関する業務の方が、建築に関する知識が必要

であり、知識のある職員がほとんどいなかったため、担当課を決定するのに時間を要

した。結果的に知識を有する応援職員の支援により対応した。 
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②改善の方向性 

 専門的な知識を有する業務をあらかじめリストアップし、町職員のみで補うことが困

難な場合を見越して他自治体と応援協定を締結しておくことが必要である。 

 被災家屋の修理・撤去と新たな住宅の確保について、被災者の適切な判断を支援する

ことは、住民の住宅再建を早めるだけでなく、公費解体・公営住宅の建設を抑制する

ことにつながる。専門家や応援職員を活用した住民に対する住宅相談体制の拡充が望

まれるため、その働きかけが必要である。 

 応急修理制度について応援職員の支援を受けながら対応を行ったが、業務内容、基 

準や手順について確認すると共に、受援体制の構築や関係機関への委託を含めた事前

の検討が必要である。 

 住まいの再建に向けた住民の適切な判断を支援するために、情報提供だけでなく相談

体制を拡充することが必要である。 
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４．３．１４ 生活再建支援 

（１）業務内容 

１）概要（実施体制等） 

６月１日付けで福祉課生活再建支援係を設置。被災者の生活再建に係る体制を強化。 

 

①被災者生活再建支援金に関する事務 

熊本地震により、被災者生活再建支援法施行令第１条第３号に熊本県全域が該当するこ

とになり、同法が適用され、益城町においても、住宅が全壊（全焼・全流失）した世帯、

あるいは住宅が半壊し、または敷地等に被害が生じ、やむなく解体した世帯、大規模半壊

世帯が被災者生活再建支援金の支給対象となった。 

申請窓口は市町村が担うこととなっていたため、６月１日から福祉課生活再建支援係に

て窓口を設け受付け・相談事務を開始。町役場にて受付けした件数は、平成２９年８月３

１日時点での支給件数は６，４７０件におよぶ。 

 

【参考：支援金の支給額（単位：万円）】 

区    分 

基礎支援金 加算支援金 

計 
住宅の被害程度 住宅の再建方法 

基礎支援金（１） 加算支援金（２） (１)＋(２) 

複数世帯 

（世帯の構成員が

複数） 

全壊世帯 

解体世帯 

長期避難世帯 

１００ 

建設・購入 ２００ ３００ 

補 修 １００ ２００ 

賃 借 ５０ １５０ 

大規模半壊 

世   帯 
５０ 

建設・購入 ２００ ２５０ 

補 修 １００ １５０ 

賃 借 ５０ １００ 

単数世帯 

（世帯の構成員が

単数） 

全壊世帯 

解体世帯 

長期避難世帯 

７５ 

建設・購入 １５０ ２２５ 

補 修 ７５ １５０ 

賃 借 ３７.５ １１２.５ 

大規模半壊 

世   帯 
３７.５ 

建設・購入 １５０ １８７.５ 

補 修 ７５ １１２.５ 

賃 借 ３７.５ ７５ 
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町と熊本県の審査を経て、公益財団法人都道府県会館被災者生活再建支援基金部（被災

者生活再建支援法人）が最終的に審査を実施。同法人において申請書の内容の最終確認を

行い、支給金額を決定し、指定された金融機関等の口座に支援金が振り込まれる流れ。 

 

＜支給件数及び支給額（平成２９年８月３１日現在）＞ 

  

基礎支援金 加算支援金 
合   計 

（Ａ＋Ｂ） 
小  計（Ａ） 小  計（Ｂ） 

  
うち複数 

世帯 

うち単数 

世帯 
  

うち複数 

世帯 

うち単数 

世帯 
  

うち複数 

世帯 

うち単数 

世帯 

支給件数 4,658 3,301 1,357 1,672 1,343 329 6,330 4,644 1,686 

支給額 
（千円） 

394,675 301,900 92,775 236,563 207,300 29,263 631,238 509,200 122,038 

 

②義援金に関する事務 

義援金の窓口を設置し義援金の受け入れを開始。また口座開設により広く全国から義援

金を受け付けた。 

益城町災害義援金配分等委員会を設置し、被災者への義援金の配分等を実施した。 

益城町へ直接寄せられた義援金額は１，０７７，４３２，３５６円に上ぼる。（平成２

９年１０月１日現在） 

 

【町義援金配分表】                       

対象となる世帯 配分金額 対象 

人的 
被害 

死亡された方がいる世帯※ １０万円／１人 
直接死または関連死の認

定を受けた方 

重傷を負われた方がいる世帯 ５万円／１人 
地震に直接起因し３０日

以上の治療を要した方 

住家 
被害 

住家が「全壊」した世帯 １０万円／世帯 
罹災証明（居住家屋）が

「全壊」 

住家が「大規模半壊」した世帯 ５万円／世帯 
罹災証明（居住家屋）が

「大規模半壊」 

住家が「半壊」した世帯 ５万円／世帯 
罹災証明（居住家屋）が

「半壊」 

住家が「一部損壊」した世帯 ５万円／世帯 
罹災証明（居住家屋）が

「一部損壊」 

 

当初、義援金は半壊以上の世帯を対象としていたが、一部損壊世帯の多くから「支援が

乏しい」との声が寄せられたこともあり、平成２８年１０月に一部損壊世帯に対しても支

給する方針を表明し、平成２９年１月から交付開始した。 
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③災害弔慰金・災害障がい見舞金に関する事務 

熊本地震によりお亡くなりになった方（関連死含む）のご遺族や、心身に重度の障がい

を受けた方に対して支給するもの。 

 

 

 

 

 

災害弔慰金 

 

災害障がい見舞金 

 

概要 

熊本地震によりお亡くなり

になった方（関連死含む）の

ご遺族に対して支給 

熊本地震により重度の障が

いを受けた方に対して支給 

 

 

対象者 

 

熊本地震によりお亡くなり

になった方のご遺族 

※遺族の対象・範囲 

①配偶者 ②子 ③父母、 

④孫 ⑤祖父母 

熊本地震により重度の障が

いを受けた方 

 

 

 

支給額 

 

・亡くなった方が生計維持者

の場合…５００万円 

・生計維持者以外の場合…２

５０万円 

・重度の障がいを受けた生計

維持者…２５０万円 

・重度の障がいを受けたその

他の方…１２５万円 

 

④その他生活再建支援に係る各種支援 

被災者の生活再建のために、関係機関の協力を受け様々な支援メニューを提供。具体的

なメニューは以下のとおり。 

No. 種別 項目 り災証明書判定（住家） 

全壊 大規模

半壊 

半壊 

１ 証明書 り災証明書の交付    

２ 住まい 民間賃貸住宅借り上げ事業（みなし応

急仮設住宅） 

○ ○ △ 

３ 住まい 応急仮設住宅 ○ ○ △ 

４ 住まい 被災住宅の応急修理 △ ○ ○ 

５ 住まい 補修工事（見積書、契約、工事内容）

に関する相談 

－ － － 

６ 住まい 居住用ユニットハウスなどのリース

事業 

△ △ － 

７ 生活支援 住宅金融支援機構による災害復興住

宅融資等に関する相談 

－ － － 

８ 生活支援 熊本地震で二重の住宅ローンを抱え

る方への支援 

－ － － 

９ 生活支援  被災家屋などの解体・撤去および処分 ○ ○ ○ 

１０ 生活支援 被災した宅地の復旧 － － － 

１１ 環境  地震による災害ごみの受け入れ － － － 

１２ 生活支援 被災者生活再建支援制度 ○ ○ △ 

１３ 弔慰金・見舞金 日本財団による弔慰金および住宅損

壊見舞金 

○ ○ － 
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１４ 弔慰金・見舞金 災害弔慰金・災害障がい見舞金 － － － 

１５ 義援金 災害義援金 ※一部損壊も該当あり ○ ○ ○ 

１６ 貸し付け 災害援護資金 ○ ○ ○ 

１７ 貸し付け 社会福祉協議会による生活福祉資金、

福祉費の貸し付け 

－ － － 

１８ 法律 熊本県弁護士会による無料相談 － － － 

１９ 法律 熊本県司法書士会による被災者支援

無料法律相談 

－ － － 

２０ 生活支援 町民憩の家の無料入浴サービス △ △ △ 

２１ 証明書 各証明書の交付手数料の免除 △ △ △ 

２２ 税 町税の納税猶予 △ △ △ 

２３ 税 個人町県民税の減免 △ △ △ 

２４ 税 固定資産税の減免 △ △ △ 

２５ 税 住宅を取り壊した場合の住宅用地の

固定資産税軽減制度 

－ － － 

２６ 税 国民健康保険税の減免 △ △ △ 

２７ 保険 後期高齢者医療保険料の減免 ○ ○ ○ 

２８ 保険 国民年金保険料の免除 ○ △ △ 

２９ 保険 介護保険料の減免 ○ ○ ○ 

３０ 保険 医療保険の窓口負担、介護保険サービ

ス利用料の免除 

○ ○ ○ 

３１ 保険 国民健康保険・後期高齢者医療制度の

一部負担金の還付 

－ － － 

３２ 障がい福祉 自立支援医療（更生・育成・精神通院）

の 所得区分の変更 

－ － － 

３３ 保育料 保育料の減免 ○ ○ ○ 

３４ 納付 公金（税、使用料など）の納付 － －  － 

３５ 人材派遣 災 害ボランティアの派遣 － －  － 

３６ 情報発信 情報の発信 － －  － 

（  ＝該当、 ＝場合によって該当） 

 

⑤地域支え合いセンターによる被災者の見守り 

応急仮設住宅入居者及び在宅被災者を対象として、戸別訪問や見守り活動を行い、健康

で安心した自立生活の再建を目指し、一人一人の状況に応じたきめ細やかな支援活動を行

うことを目的として、平成２８年１０月から益城町地域支え合いセンターを立ち上げ、活

動を開始した。 

地域支え合いセンターの設置運営は町社会福祉協議会に委託し、さらに複数の支援団体

に再委託を行う形で支援活動を展開している。関係機関が多岐にわたるため、関係機関相

互の連携を取ることが難しい面もあるが、複数の会議体を構築している。 

よりきめ細やかな支援活動を行うため、再委託先の支援団体とともに複数の会議体を構

築し連携に努めている。 
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 仮設団地の中でも入居戸数が多い場合は、地域支え合いセンター相談員を常駐させて対

応している。また、支援が行き届きにくいみなし仮設住宅入居者に対しても、地域支え合

いセンター相談員が戸別訪問等により生活の状況を確認するため巡回を行っている。 

 

 

益 城 町

在宅支援

（社会福祉協議会）

高齢者支援

子育て支援

健康支援

障がい者支援 など

プレハブ仮設支援

みなし仮設支援

公営住宅

益城町地域支え合いセンター

益城町社会福祉協議会（設置・運営）

委

託

住民の自助・共助 コミュニティーづくり

プレハブ仮設入居者 みなし仮設入居者 在宅被災者

社会福祉協議会

地域包括支援センター

在宅療養支援診療所

こころのケアセンター

地域生活支援拠点

デイサービス事業所

保育所、認定こども園

県各担当課 など

区長会

民生・児童委員

人権擁護委員

身体障がい者相談員

知的障がい者相談員

高齢者相談員

社会福祉法人

ＮＰＯ

ボランティア団体 など

連

携

連

携

連

携

(設置運営)

公的

支援

公的

支援

見守り
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ

支援

生活

支援

連携 連携

熊 本 県 熊本県社会福祉協議会

支

援

支

援

支

援

補

助

委託

1,465戸 3,762人

テクノ団地 479戸 1,266人 常駐

福富団地（福祉仮設） 5戸 11人 巡回

木山団地 215戸 543人 常駐 熊本ＹＭＣＡ 再委託

小規模仮設団地（15団地） 766戸 1,942人 巡回 ライフサポートチーム 再委託

町内外みなし仮設 1,404戸 巡回 よか隊ネット 再委託

り災「半壊」以上被災世帯 3,612戸 巡回 町社会福祉協議会 ―

【建設型仮設住宅】　　　１８団地

【借上型仮設住宅】

【在宅】

（Ｈ29.7末現在）

キャンナス熊本 再委託
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（２）課題・改善の方向性 

１）被災者個々の事情に応じた支援メニューの提供 

①課題 

 被災の程度や被災者の個別事情によって置かれた状況が異なり、生活再建に向け必要

な支援が異なった。 

②改善の方向性 

 世帯ごとの状況や課題等（日常生活の自立性や住まい再建の実現性等）を把握したう

えで、きめ細かい支援を行うことが必要である。 

 被災者の置かれた状況を把握し、復興基金等を最大限有効に活用のうえ被災者支援メ

ニューを提供することが必要である。 

 

２）専門機関との連携 

①課題 

 被災者が生活再建するにあたって抱えている不安や悩みを相談したくても、相談先が

分からず悩みを抱えるケースがあった。 

②改善の方向性 

 住まいの再建相談窓口を開設し、行政による支援制度だけでなく民間の各機関による

支援も併せてワンストップで情報提供できるようにする等、被災者の立場に立った支

援を行うことが必要である。 

 

３）地域支え合いセンターの推進体制 

①課題 

 情報の共有をはじめ、関係機関の連携がうまく行っていないケースが散見された。 

②改善の方向性 

 諸課題の情報交換、連携及び個々の世帯に応じた適切な支援を行うために、関係機関

の連携をより緊密にし、一体となって被災者の生活再建を支える必要がある。 

 

４）全ての被災者に対する支援・支援漏れの把握 

①課題 

 制度の多くは申請主義であることや制度の周知不足等が原因で、必要な人に必要な支

援が行き届かない場合があった。 

 町で使用している、被災者生活再建システムが基幹システムと別になっており、最新

の住基情報や税情報との結びつきがなく、本制度を申請しているかどうかの確認が難

しかった。 

②改善の方向性 

 被災者生活再建システム等を効果的に活用し、全ての被災者向け支援が必要な人に行

き届くよう努める必要がある。 

 支援漏れの把握や、関係課との情報共有・連携をさせるためには、基幹系と同一シス

テムの被災者生活再建システムを構築させる必要がある。 
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４．３．１５ 廃棄物処理・公費解体 

（１）業務内容 

１）前震（４月１４日）～本震（４月１６日）における業務 

①道路を閉鎖等していた災害廃棄物の処理 

道路を閉鎖等していた家屋等の災害廃棄物は、道路管理者である建設課が処理を担当し

た。道路を閉鎖等していた家屋については、倒壊していた敷地への押込み、その後、公費

解体による解体・撤去を行った。また、倒壊し道路を閉鎖等していたブロック塀について

は、町が所有している土捨場へ仮置きし、平成２８年度末に県が管理運営する災害廃棄物

二次仮置場（以下、二次仮置場）へ搬出した。 

 

②災害廃棄物一次仮置場 

前震発生翌日の４月１５日１２時に益城中央小学校跡地に災害廃棄物一次仮置場（以下、

一次仮置場）を開設した。設置場所となった土地は、およそ１６,３００㎡で、地震前は、

敷地内の建物で子育て支援施設が運営される一方、町総合体育館と町陸上競技場に隣接し

ているため、補助グラウンドや臨時駐車場として活用されていた。当該用地は、地震によ

る損傷もさほどなかったため、仮置場とすることとした。場所の確保については、たまた

ま好適な町有地が存在したことが不幸中の幸いであった。 

１５日の設置後、一次仮置場には町中から災害廃棄物を集積したが、種類ごとに分別さ

れないまま積みあがっていった。中には危険物と思われるものまで混入していた。 

１６日に環境省の指導により、６品目（可燃物、不燃物、瓦、コンクリート、木材、家

電類）に分別したうえで収集することとしたが、搬入量は増加の一途をたどる一方、集積

した廃棄物を搬出するには至らなかったため、廃棄物の集積量は日々拡大していった。 

この時期の仮置場は、役場職員だけでは全く足りず、県職員の応援、さらにはボランテ

ィアにより管理要員をまかなっていた。全員が廃棄物についての基礎知識を有していると

いう状況ではなく、まさに素人集団による運営となっていたことは否めない。 

 

２）本震（４月１６日）～ＰＴ設置（４月２５日）における業務 

①災害廃棄物一次仮置場 

 一般社団法人熊本県産業廃棄物協会（現：一般社団法人熊本県産業資源循環協会）と締

結していた「災害時における廃棄物の処理等の支援活動に関する協定」に基づき、町内の

産業廃棄物処理業者である「嶋本建設（株）リサイクルセンター」と委託契約を締結し、

４月２５日から同社による管理を開始した。 

 

②ごみステーションからのごみ収集 

 地震発生直後から、地域のごみステーションには家庭ごみとともに地震に伴い発生した
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がれき類が大量に集積し始めた。ごみステーション自体が使用不可能になっていたり、そ

こに至る道路が損壊して収集車がたどりつかないような場所もあった。また、益城クリー

ンセンター（一部事務組合運営）は本震による施設被害が大きく運転停止となったが、ピ

ットへの投入は可能であったため、４月１９日から委託業者２社によるごみステーション

回収は再開した。その後、日々大量に搬出されるがれきのためごみステーションにとどま

らず、その周辺の道路にもあふれるような状態になり、回収が徐々に困難になっていた。 

 そのような中で、環境省からの支援要請を受けた公益社団法人全国都市清掃会議（以下、

全都清）により、第一陣として神戸市が４月２１日から支援に入った。その後も会員都市

が交代で支援に入った。各都市のパッカー車や平ボディ車でごみ収集を行ったことにより、

ごみステーション回収は徐々に平常に戻っていった。全都清による支援は、７月１１日ま

で継続された。また、一般社団法人全国清掃事業連合会からの支援も受けた。 

 

３）ＰＴ設置（４月２５日）～５月末における業務 

①災害廃棄物一次仮置場 

業者による管理を開始した２５日から仮置場を閉鎖し、それまでに搬入されて山積みと

なっていた災害廃棄物の搬出作業にあたった。 

２９日までに処理困難物等を除く全ての災害廃棄物の搬出を終え、３０日から６品目

（ガラス、金属、木（家具、柱）、布団、瓦、コンクリート）に分別したうえで受入れを再

開した。 

 

４）復興課・環境衛生課設置（６月１日）～１２月末における業務 

①環境衛生課の新設 

益城町では従来、一般廃棄物に関する事務は住民生活課生活環境係（係長１人、係員２

人）で担当していた。同係は、一般廃棄物関係事務のほかにも畜犬登録や環境保全一般に

関する事務も併せて担当していた。 

発災後の４月１５日に災害廃棄物仮置場を設置してからは、係全員及び他課職員で仮置

場運営にあたる一方、他の町職員は町内各所に設置された避難所運営に忙殺されていたた

め、災害廃棄物処理に関するマネジメントや公費解体に係る準備等を行う余裕はなかった。 

６月１日、町行政組織を再編して環境衛生課を設置し、災害廃棄物処理に専従する廃棄

物対策係（係長１人、係員４人）を設けた。６月２０日からは、県職員２人の派遣を受け、

災害廃棄物関係事務や国庫補助金関係手続のサポートに携わった。また、７月中旬から福

岡県各市及び宮崎県宮崎市から地方自治法に基づく中長期の職員派遣を受けた。 

また、家屋等の被災状況に鑑み、膨大な数の解体申請が見込まれ、想定される業務の全

てを町職員の限られた人員だけで対応することは困難であった。そこで、公費解体に係る

解体申請に係る事務処理業務（内容審査、積算等）及び現地調査業務を、東日本大震災で

も同様の業務実施実績がある一般社団法人日本補償コンサルタント復興支援協会に６月１
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５日から委託し、また、損壊家屋等解体・撤去処理に係る発注・管理業務（アスベスト事

前調査を含む）を一般社団法人熊本県解体工事業協会（以下、県解体協会）に６月２１日

から委託した。両協会とも事務局を環境衛生課内に設置した。 

さらに、相談等の電話対応も相当数見込まれたことから、県内所在の人材派遣会社に委

託し、６月２１日にコールセンターを設置した。 

 

②公費解体事業 

主な業務となる公費解体は、損壊家屋等（住家、小屋、納屋等）を市町村が所有者に代

わって解体・撤去を行うというものだった。通常の災害時には、「全壊」判定を受けた家屋

については、補修により元通りに再使用することが困難なもの（＝廃棄物）であると考え

られることから、市町村が主体となって、所有者の同意に基づき撤去した場合には、災害

廃棄物処理に係る国庫補助の対象とされている。一方、「半壊」以下の判定を受けた家屋に

ついては、補修をすれば元通りに再使用できる程度のものであり所有者の資産である以上、

通常、市町村が処理をする対象とはなりえないことから国庫補助の対象とはならず、所有

者の費用により解体・撤去を行う必要がある。熊本地震においては、震度７を２度記録し

て住民の生活環境に密接した家屋等に甚大な被害が発生し、家屋等の解体撤去により生じ

る廃棄物が膨大となり、生活環境の早期復旧に支障が出ることが見込まれるなど、被害の

甚大さに鑑みて、市町村が主体となって半壊判定以上の損壊家屋等を解体撤去する費用に

ついて、特例的に国庫補助の対象となった。これは、平成７年の阪神・淡路大震災、平成

２３年の東日本大震災に続く３例目の措置である。また、既に所有者等が自主的に撤去し

た場合においても、市町村が特に必要として災害等廃棄物処理事業に該当するものである

と判断したものについては、国庫補助の対象とされた。 

公費解体申請受付にあたっては、大量の申請が集中することが見込まれたため、罹災証

明書発行の際に混雑したという反省点を踏まえ、次の方式を採った。 

 

○申請書類事前配布 

申請にあたっては事前準備が必要となるため、申請書類を事前に配布することとした。 

その当時は避難所に滞在している住民が多かったため、６月６日から職員が各校区の公

民館や町保健福祉センター等、各地域へ出向いて配布した。また、配布の際には個人個人

へ事業の説明を行った。 

申請書類事前配布及びその後の申請受付日程等については、ホームページや広報ましき

臨時号、臨時災害ＦＭ等で広報を行い、周知を図った。 

 

○申請受付け特設会場設置 

 多くの受付けブースを設置する必要があったため、特設会場を設けることとした。町本

庁舎を含む町有施設はほとんどが被災しており、使用可能な施設も避難所として利用され
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ていたため、特設会場として使用できる施設は限られており、選定に苦慮した。そのなか

で町文化会館ロビーが使用可能であったため、同場所を特設会場とすることとした。 

 

○予約券に基づく受付日設定 

 申請が特定日に集中することを避けるため、申請書類事前配布とともに、受付け予約券

を発行し、予約番号ごとに申請受付け日を設定した。この措置は、受付け開始当初のみと

し、申請が落ち着いてからは、予約番号の有無にかかわらず申請を受付けた。６月１５日

から受付けを開始し、７月末までは土日も開庁して受付け事務を行った。 

 

○受付け担当人員の確保 

 申請受付け事務を町職員だけで対応することは不可能であったため、全国各地の自治体

からの応援職員の派遣を受けて対応した（１日に最大２０人程度）。応援職員は町内の地区

名の読み方からわからない状態であったため、大字ごとに読み仮名つきでリスト化したも

のを用意した 

公費解体に着手するにあたって、まず、その順番を決定する必要があった。 

近隣の市町村では受付順を原則としたところもあったようだが、益城町では、幹線道路

沿いに所在する家屋等や、隣地等に二次被害が生じる可能性が高い家屋等（危険家屋等）

を優先して解体に着手することとした。幹線道路沿いの家屋等を優先したのは、当該家屋

等が倒壊することにより道路を塞ぎ、町民の生活や復旧工事に支障が生じることを防ぐた

めである。 

危険家屋等か否かについては、まずは行政区嘱託員（区長）等から情報を収集した。そ

の後は、所有者や周辺住民等からの通報を受けて、適宜、町職員が現地調査を行って優先

度を判定した。この判定も、有資格者等による厳密な判定ではなく、外観上あきらかな危

険性が確認できるものに限ってのことであるから、当該家屋等の所有者に判定を説明する

にあたっては慎重にならざるをえなかった。 

事前立会いが完了した１１件について、７月７日に公費解体に着手した。 

当初着手件数が少数にとどまったのは、当初から解体業者の潤沢な確保が困難であった

こと、解体廃棄物を搬出する一次仮置場の容量が十分に確保できていなかったため、様子

を見ながら解体班数を増やさざるを得なかったことなどが原因である。 

 

③災害廃棄物一次仮置場 

５月の大型連休明けから仮置場入口での受付けを開始し、身分証明証または罹災証明書

を提示してもらったうえで受入れを行っていたが、罹災証明書のコピーが出回り、町外か

らの不正搬入と思われる廃棄物搬入が見受けられるようになったため、搬入には許可証を

必要とした。搬入許可証発行は、罹災証明書と身分証明書を添えて申請してもらい、自費

解体においては有効期限を最長２週間、個人の片付けごみ搬入においては最長１週間とし
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て発行した。これは不正搬入防止のための措置である。なお、自費解体は８月から、個人

搬入は９月から搬入に許可証を必要とした。 

平成２８年７月７日から公費解体が始まり、それまでは片付けごみ中心だった一次仮置

場は、解体から発生する廃棄物が中心となった。また、８月から自費解体業者に対しても

仮置場を開放したため搬入車両台数は増加の一途をたどった。８月後半には、搬入車両の

列が数百メートルに及び、搬入までかなりの時間を要する事態となった。現地で車列発生

の原因を分析したところ、木くずを処分場へ搬出するための作業時に、搬入車両をストッ

プせざるをえない状態となっていたことが、渋滞を発生させる主な原因であることが明ら

かとなった。また、一次仮置場の整理が進み、未活用スペースが生じていたこともあった

ため、９月６日から８日まで一次仮置場を閉鎖し、レイアウトを抜本的に変更することと

した。 

 

このレイアウト変更によって、木くず周辺に２経路を設定し、搬入と搬出とを並行して

作業できるようになった他、未活用部分にも置場を配置し、円滑な利用が可能となった。

これにより搬入時のボトルネックは解消し、スムーズに車列が流れるようになった。 

 

④災害廃棄物二次仮置場 

熊本地震に伴い発生した廃棄物は想定以上に膨大である一方、益城町行政組織における

人的資源が枯渇している状態であったため災害廃棄物処理事務の全てを益城町のみで実施

レイアウト変更前 レイアウト変更後 
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することは困難であった。そのため、熊本県に対して、災害廃棄物処理事務の一部を委託

することとした。具体的には、熊本県が、益城町小谷に所在する県有地（テクノ仮設団地

東側）に、益城町、宇土市、南阿蘇村、西原村、御船町、嘉島町、甲佐町から事務委託を

受け、中間処理施設を備えた二次仮置場が整備された。 

 この二次仮置場は市町村が設置運営する一次仮置場を補完するためのものであり、解体

に伴い発生する廃棄物のうち、木くず、コンクリートがら、廃瓦、混合廃棄物、畳・布団

を主として受け入れられた。二次仮置場へは原則として各一次仮置場からのみ搬入が認め

られていたが、益城町については、解体件数が大量であることに鑑み、例外的に、解体現

場から直接、二次仮置場へ搬入することが一部認められた（木くず・混合廃棄物）。 

二次仮置場は、整備の状況により９月３０日から順次品目ごとに供用を開始していった。 

 

⑤公費解体の進捗 

平成２９年８月末時点での公費解体の進捗状況は、申請件数３,６５４件（公費解体２,

３０８件、自費解体１,３４６件）、完了件数３,４７４件(公費解体２,１２８件、自費解体

１,３４６件)、進捗率が約９５.０７％となっている。 

公費解体事業の開始時は、発災後２年以内の完了を目標としていたが、その後の進捗状

況に鑑み、一旦平成２９年１２月までの完了予定とし、現在では平成２９年１０月末まで

に概ね完了する見込みとなっている。 

 

⑥指定ごみ袋による収集 

益城町では、家庭系ごみは指定ごみ袋での収集を行っており、その指定ごみ袋は、町で

調達したうえで各小売店に卸していた。しかし、地震により、町行政機能が停止してしま

い小売店に卸すことができなくなるとともに、指定ごみ袋を販売する小売店が被災し休業

する等により、町民が指定ごみ袋を入手する手段が著しく制限された状態となった。その

ため、発災後しばらくは、指定ごみ袋無しでの収集を行った。 

 平成２８年８月上旬から指定ごみ袋の販売を再開したうえで、１５日から指定ごみ袋で

の収集を再開した。指定ごみ袋での収集を再開するにあたっては、ごみ袋売り場店頭での

掲示をはじめ、防災行政無線での告知等、町民への周知に努めた。それでも、再開後しば

らくは、指定ごみ袋での収集再開を知らなかった旨の苦情が担当課に寄せられていた。 

 

（２）課題と改善の方向性 

１）公費解体 

① 課題 

 内部残置物の取扱い 

公費解体を実施するうえでよく問題となったのが内部残置物（解体対象家屋等の内部に

残存している家財道具や家庭ごみ等）であった。 
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内部残置物については、基本的には、所有者の責任において片付け・撤去をしてもらう

必要があった。しかし、応急危険度判定で「危険」判定であったり、そもそも倒壊して立

ち入ることができない等、所有者が片付けできない状態であった家屋等が町内に多数存在

したため、所有者による片付けを全てにおいて求めることは極めて困難であった。 

一方で、解体着手のため業者が立ち入ったところ、内部残置物が大量にあり、その撤去

だけで１週間以上の期間を要したことがあるなど、内部残置物は公費解体の支障となった。 

 

 解体現場での近隣住家とのトラブル 

 町内各所で解体工事を施工するにあたって、近隣住民とのトラブル発生は避けては通れ

なかった。 

 まずは、解体工事に伴う振動である。解体工事には、ある程度の振動は伴うものである

が、近隣住民からの振動に関する苦情が寄せられることがあった。震度７を短期間に２度、

さらにそれに続く多数の余震を経験した住民にとっては、工事に伴う振動は非常に不快な

ものとなっていたと思われる。 

 次に、不良な施工方法によるトラブルである。シートなどで養生すべきであったにもか

かわらず養生していなかったために、廃棄物が落下して隣家の壁を傷つけてしまったり、

重機作業中のミスにより隣家の塀等を損傷させたりするなどのトラブルが多数発生した。 

 

 路上落下物の多発 

 町内各所での解体工事件数が増すに従い、解体工事で発生したと思われる木くずやコン

クリート片などの路上落下物の通報が頻発した。中には、釘などの鋭利なものがついてい

る等、人や通行車両に危険を及ぼすものもあった。また、畳やふとんなどの大型のものも

あった。特に、仮置場への搬入コース上で頻発していた。 

 

 不法投棄の増加 

損壊家屋等の解体撤去を実施していた期間は、平常時よりも解体により生じた廃棄物の

不法投棄が増加した。 

投棄されたものは、木くず、畳、瓦、家電（ブラウン管テレビ等）、解体残さなどが多

かった。交通量の少ない道路沿いや山林など、平常時から不法投棄が発生しやすい場所で

発生していた。 

不法投棄事案については、県（保健所）や警察等、関係機関と共同してパトロールを実

施するとともに、県産業循環資源協会や県解体協会がボランティアで回収等を行った。 

 

② 改善の方向性 

 内部残置物の取扱い 

町全域での一日でも早い公費解体完了のために、できる限りの片付けの協力をお願

いすることとした。申請者本人もしくは親類等での片付けが難しい場合は、ボランテ
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ィアなどを活用するよう勧めた。 

   公費解体事業を進めていく中で内部残置物の問題が発生してきたため、当初は全く

想定していなかった問題であった。申請受付け時に残置物の片付けについて周知を図

っていれば、もう少しスムーズに進んだのではないかと思われる。 

 解体現場での近隣住家とのトラブル 

 解体工事に伴う振動については、公費解体施工業者に対して、振動が発生する作業

を実施する際に近隣に配慮することはもちろんのこと、近隣住民の方への事前のあい

さつや説明を徹底するよう指示をした。しかし、解体工事を行う際に完全に振動を無

くすことは不可能であるため、抜本的な解決方法は見出せていない。 

隣家等への損傷については、情報が役場に届き次第、職員が現地確認を行い、損傷

が施工業者の責めに帰すべきものであることが明らかである場合には、施工業者に補

修など対応を指示した。施工ミスを起こさないことが一番であるが、ヒューマンエラ

ーは防ぎようがない部分もあるため、起こってしまった際の対応が重要であると考え

る。 

 路上落下物の多発 

路上落下物が発生する原因は、運搬車両が飛散防止措置をとっていないことにあっ

た。解体業者に対して適切な措置を講じるよう周知するとともに、路上落下物への対

応は通常は道路管理者が行うものであるが、公費解体担当課として一日に複数回パト

ロールを実施して、その除去に努めた。自費解体が概ね終了した時期からは件数も減

っていったが、それでもゼロにはならなかったため、解体工事業協会が主体となって

落下物パトロールを週２回程度実施することとした。 

 

２）災害廃棄物一時仮置場 

① 課題 

 仮置場用地の選定 

 地震により多量の災害廃棄物が発生することが予想されたため、仮置場を開設する必要

があった。平成２２年に益城中央小学校が移転し空き地となっていた町有地があったため、

そこに開設することができたが、事前に選定しておくことは重要であると痛感した。 

 今回仮置場を開設した益城中央小跡地においても、近隣に少数ではあるが民家があった

ため、コンクリートがら等廃棄物を積降する際に発生する粉じん等に対する苦情が少なか

らず寄せられた。 

 

 搬入車両による渋滞 

 公費解体が７月に開始し、８月から自費解体分の廃棄物受入れを始め、さらには個人の

片付けごみも一定数持ち込まれていたことにより、一時期搬入待ちの渋滞が発生した。渋

滞解消のため仮置場の増設も検討したが、前述のとおり民家等から離れた適切な土地が見

つからなかったため断念した。 

 そこで、仮置場のレイアウト変更に着手し、渋滞の主な原因であった木くずの搬入搬出

を同時にできるようにする等、益城中央小学校跡地を広大に使用するように変更した。こ

れにより渋滞はほぼ発生しなくなった。 
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② 改善の方向性 

 仮置場用地の選定 

災害廃棄物の仮置場は、発生が想定される災害廃棄物の量を想定して設営を検討す

る必要がある。仮置場の用地は、できる限り生活の場となる民家や避難所から離れた

土地を事前に選定しておく必要がある。 

 廃棄物からの粉じん対策として、近隣に散水栓を立ち上げたうえで、随時放水し湿潤化

に努めた。また、敷地内通路については、散水車を用いた散水を定期的に行うことで粉じ

ん発生の抑制に努めた。 

 ただし、初めから生活の場と離れた土地に開設することが一番の対策になるものと考え

る。今後の災害に備えとして、防災公園を作る際に仮置場の用地を併存させる考え方を盛

り込むことも検討すべきである。 

 搬入車両による渋滞 

 上記仮置場用地の選定と併せて、仮置場の廃棄物配置等ルールを事前に策定するととも

に、住民に対しても災害廃棄物の分別の周知や徹底を促す必要がある。 
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４．３．１６ 役場機能の再建 

 益城町地域防災計画では、公共施設の強靭化等について明記されておらず、業務継続計

画や受援計画等も、未策定だったため、役場機能の再建に遅れが生じた。避難所等に多く

の町職員を配置したことも影響した。 

益城町地域防災計画における文教対策計画で、災害が発生した場合、児童、生徒等の生

命、身体及び文教施設を災害から保護し、教育行政の確保を図ることとされていたが、学

校施設が指定避難所になっていたため、教室等にも避難者がいたこと、また、学校施設の

損壊も激しかったことも影響し、学校再開に時間を要した。 

 

（１）役場機能について 

１）電算システムの復旧状況 

前震後、電算のサーバやパソコン機器には被害がなかったため、４月１５日に全システ

ムを完全復旧し、今後の災害対応に必要な住基情報を外部媒体に取り出した。 

サーバは耐震対策を講じていたため、大きな被害はなかったが、無停電装置の損壊によ

り電源供給ができなかったため、結果的に使用できなかった。 

外部との連絡手段を確保するためにフリーメールを取得した。 

４月２３日、業者にサーバを用意させ基幹系システムを復旧した。データは、クラウド

型でシステム運用をしていたため、町本庁舎外のデータセンターに保管していた。情報系

のファイルサーバも復旧した。 

４月２６日、基幹系システムのクラウド運用を再開し、事務処理（データ更新）が可能

になった。 

５月９日、情報系サーバも復旧した。 

５月１０日、住基ネットシステムを復旧し、ＬＧＷＡＮメールが復旧。仮設プレハブ庁

舎で回線工事を実施した。 

 

２）執務スペースの確保 

 前震及び本震の２度の衝撃により、町本庁舎についても大きな被害を受けた。特に、本

震による被害がひどく、また、余震も続いており倒壊する危険性があったため、町本庁舎

での業務を断念した。執務環境を失ったことにより、役場機能が停止し、混乱を招く結果

となった。震災後１週間程度は、ほとんどの町職員が避難所対応にあたり、通常業務は、

ほぼ停止状態だった。しかし、混乱を収束させるためには役場機能の再建が重要課題であ

ったため、４月２２日に町災害対策本部でＰＴを設置するという検討がなされ、４月２５

日に役場機能再建ＰＴ（都市計画課長１人、総務課管財係２人及び県からの応援職員１人）

を設置した。以降、５月末までの約１か月間、役場機能の早期再建のために、町有施設の

電気、水道等のインフラ復旧に従事した。また、町中央公民館等、町有施設で使用可能な

場所を執務室として活用したが、それだけでは、執務スペースが不足していたため、緊急
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的に、仮設プレハブ庁舎を建設した。その結果、執務スペースは確保できたが、複数の施

設に、各部署が分散してしまい、住民にとって、窓口等がわかりにくくなってしまった。 

なお、町中央公民館のレイアウトは、窓口業務を優先させるために、一階に住民対応の

課を配置した。机やイス等が不足したため、リース会社と契約し対応した。公費解体等の

対応で、住民や応援職員も多く利用する環境衛生課のために、別途、町本庁舎駐車場敷地

にユニットハウスを借り上げ設置した。 

５月中旬の窓口業務再開及び仮設プレハブ庁舎完成に伴い、役場機能再建ＰＴは５月下

旬に解散した。 

 

３）窓口業務の復旧状況 

５月９日、町保健福祉センターにて、役場窓口業務を一部（戸籍届出の受領、軽自動車

税の納税証明書、戸籍・改製原戸籍・除籍謄本、抄本の交付）再開した(参考資料２「広報

ましき災害臨時号Ｎｏ.４」を参照)。 

５月１６日午後、住民生活課が、町中央公民館における窓口業務を再開し、５月１７日

に税務課、福祉課、いきいき長寿課、こども未来課が業務を再開した。 

＜住民基本台帳業務＞ 

 ４月１４日の熊本地震により役場庁舎が被災し、危険であるため、住基事務の窓口とし

て役場庁舎を使用することができなくなった。役場庁舎以外の施設は避難所として使用さ

れ、本部は保健福祉センターに設置されたが、避難所としても利用されており、窓口スペ

ースを確保できた場合でも、人員は再建復興ＰＴ、避難所対応等に充てられたため不足し

ており、多くの避難者がいる中で、個人情報保護に配慮した住民票の交付や、住民異動届

の受付事務を行うことは非常に困難であった。このような理由により、適切な事務を行え

るスペース、人員、体制を確保するまでの間に、町保健福祉センタートレーニングルーム

において回線工事等を行い、窓口再開に向けての準備を行った。この間、４月１９日の総

務省通知により、転出届については転出証明を交付せずに転入できることとするとともに、

その通知については転入地の市町村長において保留する措置がとられたが、５月１８日の

総務省通知により通常取扱いとなった。 

転入届については、転出地では通常の事務を行い、窓口再開時までにデータ整理を行っ

た。 

町中央公民館１階会議室に窓口を設置することとしたため、回線工事等を行い５月１６

日より窓口業務を再開した。４月１４日から停止していたコンビニ交付は、６月２６日か

ら再開し、マイナンバーカードの交付事務は７月３１日から再開した。 

＜戸籍事務＞ 

戸籍届出書については、４月１５日は役場庁舎で受領。２回目の地震で住民の役場庁舎

への出入が禁止となったため、４月１６日午前中は役場庁舎南側駐輪場で受領した。午後

からは町保健福祉センターで受領することとなった。法務局通知により４月１８日からは
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他市町村受領の届出書の送付を停止する措置をとった。４月２７日にサーバ・端末が復旧

したため法務局より届出書の送付再開が通知され、町保健福祉センタートレーニングルー

ムにおいて、戸籍事務処理を再開した。町保健福祉センターの避難者を別の避難所に集約

するなどして、窓口開設の場所を同センター１階フロア階段下に設け、人員の確保を行い

５月９日から戸籍等抄本等の交付を再開した。 

５月１６日から町中央公民館１階会議室において戸籍事務を再開した。 

＜旅券事務＞ 

 ４月１４日から６月末までは熊本県にて申請受付・交付事務を行い、５月９日からは、

４月１４日までの預かり分の交付のみを行い、７月１日から町での旅券申請受付を再開し

た。 

＜その他＞ 

 ５月９日から軽自動車税の納税証明書の交付を再開した（交付については４月１９日よ

り町保健福祉センターにて税務課住民税係が対応していた）。 

窓口業務の再開に関する住民への周知は、５月１５日に、広報ましき災害臨時号と益城

災害ＦＭラジオにより行った(参考資料２「広報ましき災害臨時号Ｎｏ.６」を参照。 

６月から町組織機構を改編し、６月６日から、仮設プレハブ庁舎でも業務を開始した。

参考資料２「広報ましき災害臨時号Ｎｏ.１２」を参照)。 

  

（２） 学校関係について 

１）小・中学校の再開について 

小・中学校は前震後の４月１５日から臨時休校した。学校施設は、指定避難所になって

いたため避難者を受入れていたが、本震後には、避難者がさらに増加し、教室への避難や、

校庭での車中泊が激増した。 

学校施設についても、損壊箇所が見受けられたため、早期の学校再開は困難な状況だっ

た。 

４月２７日に政府関係機関による応急危険度判定が実施され、１日という短期間で、町

内小中学校７校全ての調査が終わり、安全に使用できる部分と危険箇所の整理ができた。

また、教職員による通学路の安全確認や、各家庭の聞き取り調査が実施された。 

５月９日、一部校舎が使用できない学校があったが、近隣の学校の校舎を利用すること

で、町内全ての学校を再開した。しかし、インフラ復旧（下水道）が出来ていない学校も

あり、仮設トイレを１１月ごろまで使用した学校もあった。 

その後は、臨時休校をしていた関係で、通常よりも遅い７月２７日に１学期の終業式を

行い（翌日から夏休み）、８月１８日には、学校施設避難所は全て閉所し、８月２２日、２

学期の始業式を行った。１２月２２日に、２学期の終業式を行い、３学期からは通常のス

ケジュールとなった。 

 



 

174 
 

２）通学状況について 

今回の震災で、応急仮設住宅に居住することになった児童、生徒のために、バスの定期

券の全額補助を実施し、また、スクールバスでの送迎も行った。 

みなし仮設住宅に関しては、各家庭で責任を持って送迎することとなった。 

 

３）町給食センターの状況 

①震災前の状況 

町給食センターは震災前、町内の小中学校７校分、約３，３５０食分の給食を、町職員

２人、栄養教諭１人、学校栄養職員１人、調理員２３名（正規１０人、パート１３人）で

運営しており、地産地消や行事食等、食育に熱心に取り組んでいた。また、築３７年が経

過しており、耐震補強もされておらず、施設の老朽化が進んでいたため、建て替え予定で

あった。 

 

②町給食センターの被害状況 

４月１４日前震発災直後、町給食センター職員が当施設へ駆け付けた。まず、通電火災

を防止するため、ブレーカーを遮断した。ガスが充満していたため、建物裏手にあるプロ

パン庫のガスボンベを閉栓した時、近隣住民からの通報で駆け付けた消防隊が到着した。

念のためボンベを切り離し、重油漏れの確認を依頼した。 

建物入り口にある、側溝の蓋が外れ、車の出入りができなくなった。建物全体もゆがみ、

また、地盤のズレにより埋設フィット式の配管が外れた。機器類も固定されておらず、調

理場への立ち入りは基本的に禁止された。 

 

③給食の開始について 

学校が５月９日から再開し、翌週の５月１６日から給食の実施が決まった。給食費は徴

収せずに、支援団体の援助と町の負担で、パンと牛乳等の簡易給食をスタートした。 

子どもたちは、魚肉ソーセージ丸ごと１本を珍しがったり、デザートが必ず付いている

ことを喜んでいる様子だったが、量や栄養不足の問題があり、学校独自におやつを提供す

るなどの対策を取った。 

６月１日から弁当給食を実施することが決まり、弁当業者の選定にあたっては、各学校

まで配送・回収できること、食物アレルギー対応ができることなどの条件に見合う業者が

見つからず、最終的には、大手の３つの業者を７校に振分け、保護者にも一部費用の負担

を依頼し、弁当給食を実施した。 

ご飯は保温用の箱に入れられていたが、おかずは、衛生管理上、１５℃以下に冷やされ

て届くため、どうしても冷たい弁当になった。そのため、県と地元企業の協力を得て、温

かい汁物を各学校にローテーションで週１回提供した。野菜入り具だくさんの温かい汁物

は、子ども好みの味付けで、好評だった。 
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          簡易給食              弁当給食 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）町職員の業務内容の推移について 

１）町職員アンケート結果による分析（再掲） 

前震発生（４月１４日）から本震発生（４月１６日）までの間に職員が動員された業務

としては、「避難所での避難者対応に関する業務」が最も多く、全職員が投入した業務時間

の２９．２％が該当する。次いで「物資の輸送、供給対策」（１２．９％）と「平常業務の

継続・復旧」（９．１％）、「被害情報の収集、通信の確保」（６．８％）と続いている。 

本震（４月１６日）からＰＴ設置（４月２５日）までの間では、「避難所での避難者対

応に関する業務」への従事割合が突出して高く（４３．２％）、次いで「物資の輸送・供給

業務」（９．２％）、「平常業務の継続・復旧」（４．９％）、「公共インフラ被害の応急処置

等」（４．５％）、「災害対策本部の組織・運営、全庁的な人事・応援の受入れ調整」（４．

４％）と続いている。避難所運営業務はこの時期がピークとなっている。 

ＰＴ設置（４月２５日）から５月末までの間においても、「避難所での避難者対応に関

する業務」が最も多い（２２．６％）。ただし、これに次ぐ「平常業務の継続・復旧」（２

０．６％）が避難所運営業務とほぼ同率を占めるようになっている。地震発生から１０日

～１か月程度が過ぎた時点で、避難所運営は徐々に落ち着き、平常業務を含む他業務に移

行しつつあることがうかがえる。また応急対策業務としては「罹災証明書発行」（６．２％）

が「避難所での避難者対応に関する業務」に次ぐ結果となっている。 

６月から年末までの間になると、「平常業務の継続・復旧」が最も多く、半数を超える

ようになる（５０．３％）。この時期においても応急対策業務のなかでは「避難所運営」（６．

０％）の割合が最も高いままであり、「仮設住宅に関する業務」（４．８％）が次いでいる。 
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【参考資料１：町職員アンケート問２２】 

業務リスト 
４月１４日 

～４月１６日 

 ４月１６日 

～４月２５日 

４月２５日 

～５月３１日 

６月１日 

～年末 

０１．災害対策本部の組織・運営、

全庁的な人事・応援の受入れ調整 
２．５% ４．４% ３．５% ０．９% 

０２．救助・救急活動、救急医療

活動 
１．９% ０．１% ０．０% ０．０% 

０３．被害情報の収集、通信の確

保 
６．８% ３．２% ３．６% １．３% 

０４．広報活動、災害情報の伝達 ０．２% ０．８% １．７% ０．５% 

０５．避難所での避難者対応に関

する業務 
２９．２% ４３．２% ２２．６% ６．０% 

０６．保健衛生対策 ０．８% ２．４% ２．２% １．９% 

０７．物資等の輸送、供給対策 １２．９% ９．２% ４．２% １．７% 

０８．その他のボランティア、Ｎ

ＰＯ、ＮＧＯなどとの協働活動 
０．６% １．５% ０．５% ０．３% 

０９．公共インフラ被害の応急処

置等 
３．２% ４．５% ３．８% ３．２% 

１０．建物、宅地等の応急危険度

判定 
０．０% ０．３% ０．３% ０．０% 

１１．被害認定調査に関する業務 ０．０% ０．０% ３．４% ２．１% 

１２．罹災証明の発行に関する業

務 
０．０% ０．０% ６．２% ２．３% 

１３．仮設住宅に関する業務 ０．０% ０．１% ２．２% ４．８% 

１４．生活再建支援（義援金、生

活資金の貸付など） 
０．０% ０．０% １．１% １．７% 

１５．廃棄物処理・公費解体 ２．６% ３．２% ３．４% ３．０% 

１６．平常業務の継続・復旧 ９．１% ４．９% ２０．６% ５０．３% 

１７．役場機能再建 ０．０% ０．１% １．１% ０．５% 

１８．復興計画の策定 ０．０% ０．０% ０．０% １．４% 

１９．その他 ５．６% ５．２% ３．２% ３．８% 

２０．その期間は出勤を全くして

いなかった 
０．５% ０．０% ０．０% ０．０% 

※各職員が１番目と２番目に多く従事した業務の従事割合を合計し、その割合を算出した。 

３番目以降の従事業務を含んでいないため、上記の総合計は１００％に達しない。 

 

また、地震発生以降の町職員の勤務状況を見ると、４月中は６５．９％の職員が休みを

取れなかった。「休みはなかった」と答えた職員は、５月は３０．０％、６月は１３．５％、

７月は６．３％、８月以降は３％以下となっている。しかし「通常と同じ」と答えた職員

は、４月は１．４％、５月は７．１％となっており、半数を超えるのは９月以降である。
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長期にわたって、町職員に業務負荷の大きい状況が続いていたことが分かる。【参考資料

１：町職員アンケート問５４】 

 

（４）課題と改善の方向性 

１）窓口業務停止期間の長期化 

①課題 

 避難所に多数の町職員を配置したため、窓口業務を早期に再開できなかった。 

 町本庁舎が被災し、使用できなくなったことが問題である。代替施設等も当初計画に

なかった。 

 

②改善の方向性 

 避難所については、自主防災組織等の育成を図り、町職員を最低限の配置で運営でき

るように計画立案する必要がある。 

 災害時にも継続すべき業務の存在を考慮したＢＣＰ（業務継続計画）の策定、と優先

業務を継続・実施するために必要となる応援職員受け入れのための受援計画を策定す

る必要がある。 

 災害に強い町本庁舎を整備することや、代替施設等も確保しておく必要がある。 

 

２）庁内他部署との調整 

①課題 

 業務再開に向けて、町組織改編等必要性があったが、担当部署との調整に時間がかか

り過ぎた。 

 通常業務、災害関連業務等、全て膨大となり、人員、スペース、機材等が不足した。 

 短期の応援職員への説明や引継ぎに労力を取られた。また、複雑な業務を任せること

ができなかった。 

 

②改善の方向性 

 町災対本部会議が報告会にならないようにするために、決定する場と位置付けて運営

しなければならない。 

 受援計画を策定し、必要な業務に精通している職員をあらかじめ、長期間で応援要請

し、また、災害時においては、元職員などを非常勤職員として雇用することが有効で

ある。 

 

３）学校再開の遅れ 

①課題 

 指定避難所になっていた、学校施設の体育館が天井の落下等により使えなかったこと

で、教室まで避難者に開放することになり、授業の再開が遅れた。 

 通学路に指定されている道路が損壊したり、倒壊家屋で塞がれたりして、安全に登下

校できない道路があった。 
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② 改善の方向性 

 指定避難所になっている学校施設の体育館は、被構造部材等についても耐震化を図る

ことが必要である。 

 道路の拡幅等を行い、通学路を整備する必要がある。 

 

４）給食センターの強靭化 

①課題 

 町給食センターの施設の半壊および上下水道管の断裂やボイラーの破損のため、復旧

できず、給食や避難所への炊き出しができなかった。 

 ガス漏れが起きていたため、火災の危険性があった。 

 

② 改善の方向性 

 施設の耐震化や機器類を固定し、災害に耐えられる施設整備を行うことが必要であ

る。また、オール電化にするなど、火災発生のリスクを低減することが必要である。 
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４．３．１７ 産業の復興 

（１）産業動向 

１）産業の特徴 

 益城町においては、第３次産業に従事する就業者が最も多く、全就業者に占める割合も

増加傾向にあった。一方で、第１次産業、第２次産業に従事する就業者は以前に比べ減少

傾向にあった。また、第３次産業の中でも、サービス業の就業者数が約３４％と最も多く、

次いで卸売業・小売業が多くなっている。 

 

 

（２）商業の被害と復旧・復興の状況 

 熊本地震による被害は住家だけでなく、多くの店舗や事業所にも影響を及ぼした。店舗

や事業所等の建物被害も相次ぎ、多くの事業者が営業の休止や縮小、もしくは廃業を余儀

なくされる事態となった。また、営業に対する直接的な被害ではないものの、商店街街灯

の補修費用、維持費用の負担が難しくなり、しばらくは商店街街灯が消灯している時期が

続いた。 

 なお、町では、店舗や事業所等の建物被害に対して次のような取組みを行った。 

①中小企業庁、経済産業省、財務省、厚生労働省等からの特例措置等の情報提供 

②グループ補助金に関する情報提供 

 グループ補助金は県が窓口になっていたため、町が主体となった説明会や手続きを行っ

ていたわけではないが、担当課が商業者からの相談に応じた。また、グループ形成にあた

っては、商工会が中心となってグループ（未来創成グループ）を形成。説明会等も実施し

ながら、グループ補助金の活用に向けた取組みを行った。 

 なお、グループ補助金は現地再建を原則とした制度であるが、多くの商業施設が沿線に

立地している県道熊本高森線の拡幅事業の話が早期に出てきたために、グループ補助金を

活用できないのではないか（※移設することになるため「現地再建」とならないのではな

いか、土地が明確に決まらない中で設計・見積もりが困難等）と、商業者が活用を控える
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ような事態も発生していた。 

③店舗等からの相談受付け 

④仮設店舗の設置（町内３箇所） 

 商業者の町外流出による町の活気の喪失を防ぐため、町・商工会・地元商業者で構成さ

れる一般社団法人まちづくり益城の３者が連携する形で、震災から２か月後の６月には仮

設商店街「益城町復興市場屋台村」をオープンし、被災店舗の営業場所を確保した。 

 その後、テクノ仮設団地内及び木山地区にもそれぞれ仮設商店街を整備し、町内３箇所

にて被災店舗による商店街を整備した。 

 

図表：益城復興市場屋台村（惣領） 

 
 

図表：テクノ仮設笑店街７（テクノ仮設） 
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図表：いくばい益城笑店街（宮園） 

 
 

 

＜参考：商店・事務所の被災状況＞ 

商工会参加企業のうち４８０社について、震災直後に目視で確認した結果（下図・商工会調

べ） 

 

 

 

（３）農業の被害と復旧・復興の状況 

 農地、水路、農業用施設等に甚大な被害が発生した。災害査定を受けた被害件数は２３

１箇所、町の単独事業の対象となっている被害件数はも含めると６００箇所を超えた。そ

6%
8%

25%

62%

飯野

全壊 半壊

一部損壊 被害確認できず

11%

14%

15%60%

広安

全壊 半壊

一部損壊 被害確認できず

24%

7%

14%

55%

木山

全壊 半壊

一部損壊 被害確認できず

3%

7%

14%

76%

福田

全壊 半壊

一部損壊 被害確認できず

6%

10%

13%

71%

津森

全壊 半壊

一部損壊 被害確認できず

参考）益城町内の法人登録事業者数１，４８８（益城町） 

      従業員数１～４人の事業者数比率５４．８％、従業員数比率８．２％（平成２６年経済センサスより） 
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の他、農業用倉庫、機械の被害については、被災農業者向け経営体育成支援事業の対象と

なっている被害件数が４０６経営体、１，１５１事業を数えた。 

これに対して、町として取り組んだのは次のとおり。 

①経営体育成支援事業（被災農業者向け。農業用倉庫、機械の補助）の運用 

②国の災害査定の受検 

③町単費での復旧事業の実施 

④その他、復興基金事業等の要望及び運用 

発災直後より、旧農政課農林整備係職員により現地確認調査を行い、農地及びため池、

農道、水路等営農に支障がある施設については、町・土地改良区・地元組織（主に多面的

機能支払交付金活動組織）が連携を図りながら施設の応急修理・修繕を行ったところであ

る。 

また、復旧事業費が、多額になる農業用施設及び農地については、個人の財産であり自

力復旧が原則ではあるが、一定の要件（被害金額・受益者分担金納付）を満たす場合につ

いては、国庫補助がある農地等災害復旧事業を活用するために災害査定を受検した。 

 期間は、８月下旬から約４か月間の日程で行われ、各自治体応援職員の協力も得ながら

受検を行ったが、膨大な数（およそ６００箇所以上）、マンパワー不足もあり災害査定に間

に合わない箇所もあった。 

今後上記箇所については、単独災害復旧事業債、復興基金等の事業も活用しながら復旧

を行っていく。 

なお、災害査定結果は以下のとおりである。 

  

＜参考：災害査定決定箇所＞ 

 工 種 箇 所 工 区 査定（当初）決定事業費（千円） 

農 地 田・畑 ６９ ２６０ ２００，１１１ 

計  ６９ ２６０ ２００，１１１ 

農業用施設 ため池 ３ 
 

 

２７２ 

 

６９，１１４ 

〃 橋 梁 ３ ２２１，０８０ 

〃 水 路 ８７ １，１８６，５１２ 

〃 道 路 ５０ ２５５，１８３ 

〃 揚水機 １９ ２１９，４７２ 

計  １６２ ２７２ １，９５１，３６１ 

合 計  ２３１ ５３２ ２，１５１，４７２ 

  

＜参考：被災農業者向け経営体育成支援事業＞ 

 経営体数 事業数 事業費（千円） 

修繕・再建 
４０６ 

１，１２８ ３，８１１，２５８ 

撤 去 ２３ ３３，６１６ 

合 計 ４０６ １，１５１ ３，８４４，８７４ 
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（４）就労への影響 

平成２９年８月に実施した町民向けアンケートによると、地震によって仕事をやめたと

いう人は、「働いていた」という人の約４％。休んでいるという人は約７％だった。 

 この状況に対して、町として実施したことは次の通り。 

・就職情報誌の設置・配布 

・町のホームページへの求人情報の掲載 

 

（３）課題・改善の方向性 

１）商業・農業関係被害の迅速な把握と被害額の推計 

①課題 

 あまりにも甚大な被害だったため、発災直後は、商業・農業の被害よりも人命確保・

生活確保が最優先であり、被害の情報が非常に少なく、被害状況の取りまとめに苦慮

した。個人経営者・個人農家については、被災により連絡がつかないケースも多く、

被害状況の全容把握が困難だった。 

 商業の被害状況の把握も困難だった。町内に在籍する事業者のうち何件に被害が生じ

たのか、どのような被害を受けたか、どれだけ商業の休止・廃止を強いられたか、等

についての統計的な情報が収集できていない。 

 商工会に加入している事業者（町の商工業者の約３割）については、商工会が被害状

況を目視で確認。しかし、それ以外の事業者については、町として状況把握はできて

いない。 

 

②改善の方向性 

 県や関係団体と連携して、甚大な被害が発生した場合の状況把握方法を整理、共有し

ておくことが必要である。 

 町内事業者間のネットワーク構築に関して検討が必要である。 

 

２）町からの支援策が限定的 

①課題 

 商業者向けの支援は、農業者向けの支援と比較してメニューが限られている。 

 中越地震等、他の被災地の事例を見ると、復興基金を活用して様々なメニューが提供

されている。今回も復興基金で必要な事業についての照会があった際に、商業者向け

支援事業の創設を町から要望として出したものの、全て採択まで至らなかった。 

 

②改善の方向性 

 復興基金等を最大限活用し、商業者の事情に応じながら、きめ細やかな支援メニュー

を提供していくことが必要である。 

 商業の個人事業主にとっては、家屋兼店舗の場合が多く、家屋の損壊がすなわち収入

の道を断たれることになるため、例えば、復興基金が創設される際には、必ず商業者
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支援枠を創設するなどの対策を、災害前から県の担当部局と調整をしておくことが必

要である。 

 

３）個人事業者（商業・農業ともに）が支援手続きに不慣れ 

①課題 

 農業者や個人事業主（商業）からの意見として多く挙がったのが、「補助事業への申請

をしたいものの、個人事業主にとっては申請書を書く、または、申請要件を満たすの

が非常に難しい」という声が多く挙がっていた。 

 

②改善の方向性 

 関係機関と一体となり、助言や補助手続き支援を行える体制を構築するほか、申請手

続きの簡素化等により利用し易さを向上させる取組みが必要である。 

 

４）他の復旧・復興事業との連携不足 

①課題 

 例えば商業の再開にあたっては、県道拡幅事業や木山区画整理事業の影響を強く受け

るが、事業担当課と商業担当課の間で情報連携がなされておらず、結果、商業者に必

要な情報が伝わっていない状況が発生していた。そのため、商業者と意見交換をする

と、「復興事業の状況が分からない」「そのために、店舗再開の目途をつけられない」

「補助事業を受けられるかどうか不安」という声が多くあげられるという状況であっ

た。（県道拡幅事業による店舗移動がグループ補助金に影響する、店舗を再開してもす

ぐに移動しなければならないのであれば他所に再開した方がいいかといった声が挙が

った） 

 加えて、復興事業に対して、商業者としての意見を十分に伝えられていない状況が見

受けられる。 

 

②改善の方向性 

 町内での情報連携体制の再確認を行い、課をまたぐ事業について連携して取り組むこ

とが必要である。 
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４．３．１８ 復興計画の策定 

復興計画とは、大規模災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた場

合において、被災地域の再建は、都市構造の改変、産業基盤の改変を要するような多数の

機関が関係する高度かつ複雑な大規模事業を可変的速やかに実施するために策定する計画

である。 

本町では「第５次益城町総合計画」を基本とし、震災によって新たに発生した課題や改

めて見直すべき課題を踏まえ、「住み続けたいまち、次世代に継承したいまち」を復興将

来像として掲げ、その実現に向けて、力強く、着実に、復興への取組みを進めるために、

「益城町復興計画」を１２月に策定した。 

 

（１）業務内容 

１）復興計画策定の体制構築 

 ６月１日付の組織改編において、従来の政策推進課を改編強化して、復興課が設置され

た。復興課の設置は５月下旬から議論が開始された。復興課は復興計画係、復興推進係、

広報係、行政改革係の４係からなり、復興計画係を中心として復興計画の策定が進められ

た。 

 復興計画係は発足当初、町職員２名だった。６月中旬に県職員１名が、６月下旬以降に

民間コンサルタント（最終的には３社・４名が町役場復興課に常駐）が加わり、復興計画

の策定を進めた。 

 

２）基本方針の策定 

 復興計画の策定は、「益城町震災復興基本方針」の作成から着手した。復興計画係の担当

者２名が中心となって議論し、７月６日に策定・公表した。 

 

３）住民からの意見の聴取 

①意見交換会・説明会の開催 

 復興計画の策定にあたっては、「住民の意見に丁寧に耳を傾ける」という町長の意向を踏

まえ、住民意見交換会を開催した。 

 住民意見を伺う具体的な方法として、以下の取組みを行った。 

・ 復興に向けた区長との意見交換会（７月７日～１７日、全６回、計６８名参加、役場

前ユニットハウスにて開催） 

・ 第１回益城町復興計画策定に向けた住民意見交換会（７月２８日～８月２０日、全１

４回、計１，１０７人参加、益城中学校体育館及び町文化会館にて開催。また、応急

仮設住宅団地においても開催） 

・ 第２回益城町復興計画策定に向けた住民意見交換会（１０月１７～２２日、全７回、

計５２４人参加、町交流情報センター、町保健福祉センター、公民館飯野分館・福田
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分館・津森分館にて開催。また、応急仮設住宅団地においても開催） 

・ 益城町復興計画（案）に関する住民意見公募（パブリックコメント）（１１月１５～２

８日、計７１人から２３０意見提出） 

 

 復興計画の策定にあたっては住民意見の聴取を重視したものの、特に初期段階の説明会

においては復旧・復興に向けた事業の財源が不確定だったため、説明に苦慮することも多

かった。 

 

②アンケート調査の実施 

 住民の意向を定量的に把握するために、郵送配布・回収方式によるアンケート「益城町

の復興に関する意向調査」を行った。同調査は４月１４日時点で住民基本台帳に記載され

ている全世帯１３，０９７世帯を対象とした。８月１８日発送・９月２日締切りで調査を

行い、５，６８３世帯から回答を得た（回収率４３．４％）。 

 

③若者意見の聴取 

住民意見交換会の参加者や郵送アンケートの回答者の平均年齢が高かったことから、若

年層からの意見聴取のために小中学生を対象としたアンケート調査や、１５～３０歳を対

象として益城町の未来について意見交換するワークショップ「益城町未来トーーク」の開

催などを行った。 

・ 若者向けワークショップ「益城町未来トーーク」（１０月８日、９５人参加、町保健福

祉センターにて開催） 

・ 小中学生アンケート（１０月１３日配布・２１日回収、全小学校５・６年生および全

中学校１・２年生対象、１，２４８人から回収） 

 

４）復興計画策定委員会および専門部会の設置・運営 

 復興計画策定委員会において復興計画に関する議論を行った（８月５日に第１回益城町

復興計画策定委員会を開催）。委員会には、くらし復興、復興まちづくり、産業復興という

３つの専門部会を設置した。委員会および専門部会には学識経験者、県・町議会議員、区

長、公共機関、町職員等が参加した。委員会は計４回、専門部会は３部会それぞれ６回（計

１８回）開催した。委員会では、住民意見交換会やアンケート調査などで得られた住民意

見、益城町が発災前に目指していた将来像（第５次総合計画で示していたもの）、発災によ

って明らかになった課題などに基づき、益城町が目指すべき将来像とその実現方法につい

て委員に討議いただき、益城町が復興に向けて取り組むシンボルプロジェクトおよび分野

別取組みとして取りまとめた。 

 復興計画は１２月８日に開催された第４回委員会にて最終案について協議が行われた。

同案は１２月１２日に震災復興本部会議によって策定され、１２月２０日に町議会で承認
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を受けた。復興計画は町ホームページにて公表されており、計画の内容（益城町が目指す

復興将来像や実現に向けたシンボルプロジェクト、分野別取組みなど）に加えて、策定の

経緯やアンケート調査の結果概要などが記載されている。 

 

（２）課題・改善の方向性 

１）計画策定に向けた町内体制の構築 

①課題 

 復興計画の策定を担当した復興計画係は発足当初は町職員２名体制であり、復興計画

を策定するために必要となる人数や知識・専門性が十分ではなかった。 

 

②改善の方向性 

 過去の災害において復興計画の策定に係わったことのある町職員や関係者など業務

に通じた経験者を当該業務ＯＢとして登録しておくことが必要である。 

 関連部門の県庁職員や外部機関等からの応援職員を円滑に受け入れられるよう、受援

の計画を策定しておくことが必要である。 

 事前復興計画を策定しておくことが必要である。 

 

２）住民への情報提供・住民の意見聴取 

①課題 

 復興計画の方針について、町役場より住民へ伝えることは重要である。住民からの信

頼を得て円滑な協議を進められるようにするために、町役場より復興方針を提示し説

明する時期や、段階的な説明、丁寧な意見聴取など、被災町民の状況や心情に配慮し

た進め方に苦慮した。 

 

② 善の方向性 

 平時から住民と協働のまちづくりを進め、信頼関係を醸成する努力が必要である。 
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参考資料 

参考資料１ 町職員アンケート 

 

平成 28 年熊本県地震への対応に係る 

益城町職員アンケート調査 
 
 

益城町長 西村博則 

 

 

 

 

■本アンケート調査への回答は、添付のエクセルファイル（職員アンケート回答票.ｘｌｓ）に記入

し、３月１０日(金)までに、○○まで送付ください。 

■ご回答の方法は、あてはまる番号を選んで選んでいただくものと、具体的な名称や内容を書

いていただくものがあります。｢その他｣を選ばれた場合には、その内容を具体的にお書きく

ださい。 

■質問によっては、次に進む質問箇所が異なる場合がありますので、表示に従ってご記入くだ

さい。 

■調査の回答内容は、個人が特定されないように、統計的に処理します。 

  

ご記入にあたってのお願い 
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■この地震による、あなたご自身の被害についてお聞きします 

問 1. この度の地震によって、ご自身や、ご家族はどのような被害をお受けになりましたか。（○はい

くつでも）n＝217 

1．亡くなった同居家族がいる  2．自分や同居家族に怪我をした者がいる 

3．同居はしていなかったが、亡くなった家族がいる 4．家族は全員無事だった 

問 2. 地震当時お住まいだった住宅に被害を受けましたか。(○はひとつ) n＝196 

1． 全壊 2．大規模半壊 3．半壊 4． 一部損壊 5． 特に被害はなかった 

問 3. 震災後、あなたは、どこから出勤していましたか。(○はいくつでも) n＝213 

1． 震災前の自宅 2．自動車（車中泊） 3．実家や親類・知人宅 

4． 震災前とは別のアパートや家を借りた 5． その他（具体的に        ） 

 

■ 4 月 14 日の前震についてお聞きします 

問 4. 4 月 14 日に前震の起きた時、どこにいましたか（○はひとつだけ）n＝214 

1.自宅（町内） 2．自宅（町外） 3．職場 4.自宅と職場以外の益城町内 

5．益城町外の熊本県内（自宅を除く） 6．熊本県外 

問 5. あなたは、前震の起きた 14 日の夜に、職場や避難所などへ出勤しましたか。（○はひとつだけ） 

1．14 日の夜には、出勤していない・出勤できなかった（出勤は 15 日の朝以降）  

2．14 日の夜のうちに出勤した 

問 6. （問 5 で１と答えた方）あなたが 14 日の夜に、参集しなかった・できなかった理由を教

えてください。（○はいくつでも）n＝82 

1．県外など遠くにいたため 2．家族や自宅が被災したため 

3．家の周りでの救出活動を行ったため 4．参集が必要なことを知らなかったため 

5．移動する途中が危険と思ったため 6．その他（具体的に          ） 

問 7. （問 5 で１と答えた方）最初にあなたが出勤したのはいつですか（〇はひとつ）n＝106 

1．15 日から本震（16 日）の間 2．本震のあと 16 日 

3．17 日以降（何日後か具体的に                        ） 

問 8. （問 5 で２と答えた方）あなたが職場などに到着したのは、地震が発生してからどれくらい後

でしたか。（○はひとつ）ｎ＝181 

1．2 時間以内 2．6 時間以内 3．12 時間以内 4． 12 時間以上たってから 

 

77.4％ 4.7％ 

→問 13 へ 

17.9％ 

68.0％ 11.6％ 16.6％ 3.9％ 

29.4％ 0.9％ 

8.4％ 0.5％ 

0.0％ 

36.6％ 

53.7％ 
7.0％ 

64.8％ 24.4％ 
15.0％ 

8.9％ 7.0％ 

0.5％ 

38.4％ 

18.4％ 4.1％ 

61.6％ 

n＝211 

20.9％ 

8.3％ 

37.8％ 

11.0％ 

41.8％ 14.8％ 

14.6％ 

25.6％ 

0.5％ 92.6％ 
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問 9. （問 5 で２と答えた方）平時であれば、その最初にあなたが到着した場所まで、前震が起きた

ときにあなたがいた場所から、どの程度の時間で移動できますか。普段使っている交通手段で

移動することを想定してお答えください。（○はひとつ）ｎ＝180 

1．15 分以内 2．30 分以内 3．45 分以内 4．1 時間以内 5．1 時間以上 

問 10. （問 5 で２と答えた方）最初にあなたが到着した職場などはどこですか。（○はひとつ）n＝177 

1．本庁舎 2．水道センター 3．浄化センター 

4．保健福祉センター 5．飯野小学校 6．益城町公民館飯野分館 

7．益城町立第二保育所 8．広安西小学校 9．広安小学校 

10．ひろやす愛児園 11．益城町立益城幼稚園 12．益城町総合体育館 

13．益城町公民館福田分館 14．津森小学校 15．益城町公民館津森分館 

16．益城町立第三保育所 17．その他（具体的に               ） 

問 11. （問 5 で２と答えた方）そこに参集したのは、なぜですか。（〇はひとつ）n＝177 

1．その場所に向かうよう連絡を受けたので 

2．連絡はなかったが、平常時の所属場所なので 

3．連絡はなく、平常時の所属場所でもないが、早く行けそうな場所だったので 

4．その他（具体的に                          ） 

問 12. （問 5 で２と答えた方）あなたは、その場所へ、どのような移動手段でむかいましたか。（〇

はいくつでも）n＝177 

1．徒歩で 2．車で 3．自転車で 4．バイクで 

5．その他（具体的に                         ） 

問 13. 初動の参集について、あなたご自身にとってどのようなことが課題でしたか。（○はいくつでも） 

1. 自分自身が負傷した 

2．自宅や家族の被害で参集が難しかった 

3．自宅や家族に大きな被害はなかったが、家庭などの事情で参集が難しかった 

4．何処に参集すべきなのか、迷った 

5．参集の可否や参集場所などについて、報告や相談するべき方法などがわからなかった 

6．参集する途中が危険だった（暗かった、道路・橋が被災していた等） 

7．その他（具体的に                ） 

問 14. 地震が発生した際の初動の参集について、町の防災体制・対策として、今後、どのように改善

したらよいと思われますか。自由に意見をお書きください。 

 

 

 

  

66.7％ 1.1％ 2.8％ 

0.6％ 0.6％ 0.6％ 

0.6％ 
3.4％ 

62.2％ 

1.1％ 

0.0％ 
0.0％ 0.0％ 

1.1％ 

26.7％ 

7.9％ 

12.4％ 1.1％ 0.0％ 

12.4％ 

26.0％ 62.1％ 7.9％ 3.4％ 

2.8％ 

72.3％ 

7.9％ 

8.9％ 2.2％ 0.0％ 

7.3％ 

4.1％ 

15.9％ 

16.9％ 
15.9％ 

25.6％ 

56.9％ 

8.2％ 

n＝195 
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■（問 5 で２と答えた方）前震による参集後の執務状況についてお聞きします 

問 15. 14 日の夜、職場に参集した直後から夜が明けるまで、主にどのような業務を担当しましたか。

（〇はいくつでも）n＝153 

1．町内の被害状況の収集 2．職員の安否確認、体制の確保 

3．避難所の運営 4．救出活動に係わる業務（連絡調整ふくむ） 

5．町関連施設の被害確認、復旧 6．その他（具体的に      ） 

問 16. それらの業務は、地域防災計画に想定されている業務でしたか。（〇はひとつ）n＝155 

1．おおむね想定されていた通りの業務であった 2．想定とは異なる業務となった 

3．想定はなかった 4．想定があったのかどうか分からない 

問 17. 前震のあと参集後の指示系統はどのような状況でしたか。（〇はひとつ）n＝165 

1．所属長から指示をうけていた  

2．所属長以外からの指示系統となったが、一本化はされていた 

3．複数の系統からの指示をうけた 4．指示系統がはっきりしなかった  

問 18. 前震直後の初動の業務体制について、どのようなことが課題でしたか。（〇はいくつでも） 

1．参集はしたが、できることがなかった 

2．参集したあと具体的に何をすべきか指示がなかった   

3．指示系統がはっきりしなかったり、複数の指示があったりして、混乱した  

4．業務執行中に身の危険を感じることがあった 

5. その他（具体的に                        ） 

問 19. 職場に参集した後の初動の業務体制などについて、今後、担当部署や町役場全体としてどのよ

うに改善したらよいと思われますか。自由に意見をお書きください。 

 

 

■つぎに、本震の時の状況についてお聞きします 

問 20. 4 月 16 日午前 1 時 25 分ごろに発生した「本震」の際に、あなたはどこにいましたか。（〇は

ひとつ）n＝213 

1．自宅 2．勤務施設や、その近くの仮眠場所（避難所等を含む） 3．その他 

問 21. 本震による身の危険がありましたか。（〇はいくつでも）n＝214 

1．怪我をした 2．棚が倒れたり物が落ちたりして、身の危険があった 

3．建物や地盤に被害があり、本震のすぐ後に立ち入り禁止になった 

4．特に身の危険はなかった 5．わからない 

 

14.4％ 3.9％ 

49.0％ 

30.7％ 
17.0％ 

15.0％ 

20.6％ 

29.7％ 

4.8％ 

6.5％ 

12.7％ 

16.1％ 

52.7％ 

56.8％ 

3.7％ 

34.2％ 

53.4％ 

28.0％ 

13.0％ 

42.3％ 42.3％ 15.5％ 

5.1％ 69.2％ 

13.1％ 

20.6％ 3.3％ 

n＝161 
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■ここから応急期の対応についてお聞きします 

問 22. あなたが主に従事した業務内容を、従事時間の多かった順に２つ記載するとともに、各業務に

従事したおおむねの時間割合を記入してください。業務は下記の「業務リスト」のなかから番

号を選んで記載してください。 

 

 
 

１番目に時間の 

多かった業務 

2 番目に時間の 

多かった業務 

  業務種別 従事割合 業務種別 
従事割

合 

１ 4/14(木)の前震から 4/16(土)の本震まで     

２ 4/16(土)の本震から 4/25（月）のＰＴ設置まで     

３ 4/25（月）のＰＴ設置から 5 月末まで     

４ 6/1 から 12/31 まで     

 （記入例） ７ 6 割 3 4 割 

 

４時期で最も多くの時間従事した業務１つ（合計４つ）について、詳しくお聞きしていきます。 

〇業務リスト 

1．平常業務の継続・復旧 

2．災害対策本部の組織・運営、全庁的な人事・応援の受入れ調整 

3．役場機能再建ＰＴ 

4．家屋被害認定ＰＴ、被害認定調査に関する業務 

5．罹災証明ＰＴ、罹災証明の発行に関する業務 

6．住まい支援ＰＴ、仮設住宅に関する業務 

7．避難所対策ＰＴ、避難所での避難者対応に関する業務 

8．被害情報の収集、通信の確保 

9．広報活動、災害情報の伝達 

10．救助・救急活動、救急医療活動 

11．保健衛生対策（防疫、食品衛生、健康管理、要援護者対策、被災動物対策など） 

12．物資等の輸送、供給対策 

13．その他のボランティア,NPO,NGO などとの協働活動 

14．公共インフラ被害の応急処置等（道路点検・復旧、水道、水害・土砂災害予防対策等） 

15．建物、宅地等の応急危険度判定 

16．生活再建支援（義援金、生活資金の貸付など） 

17．廃棄物処理・公費解体 

18．復興対策（復興計画策定の準備、産業対策など） 

19．その他（具体的に           ） 

20．その期間は出勤を全くしていなかった 
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１：4/14(木)の前震から 4/16(土)の本震までに最も多くの時間従事した業務について 

問 23. 4 月 14 日の前震から 4 月 16 日の本震までの間に、町民からの苦情や困っていたことで、今後

の町の対策に重要と思われることにどのようなものがありましたか。（例：仮設トイレが設置さ

れている場所が分からない） 

 

問 24. その業務を当該時期に執行する際に、あなたや担当部署に次のような課題はありましたか。各

項目についてあてはまるものをおしえてください。（○はいくつでも） 

 １ ２ ３ 

 
大きな 

課題だった 

少し 

課題となった 

課題で 

なかった 

1．一人で担当する業務量が膨大だった １ ２ ３ 

2．必要な知識や技能が自分に足りなかった １ ２ ３ 

3．必要な機材や物資が足りなかった １ ２ ３ 

4．必要な施設や空間が足りなかった １ ２ ３ 

5．必要な情報が入らなかったり、錯綜したりした １ ２ ３ 

6．対応方針や指示がはっきりせず苦慮した １ ２ ３ 

7．庁内の他部署との調整に苦慮した １ ２ ３ 

8．住民への説明や対応で苦慮した １ ２ ３ 

9．県や応援機関など他機関との調整に苦慮した １ ２ ３ 

10．その他（具体的に      ） １ ２ ３ 

問 25. その業務に関連して当該時期に、外部機関・職員からの支援はありましたか。（〇はひとつ） 

1．ほとんどなかった 2．支援はあったがあまり助けにはならなかった 

3．支援があり、とても助かった  

問 26. （問 25 で３と答えた方）助けとなった支援はどのようなものでしたか。特に役立った、支援

内容と支援団体の組み合わせを、３つまでお答えください。 

 支援内容（ひとつだけ） 支援団体（ひとつだけ） 

役立った支援１   

役立った支援２   

役立った支援３   

（記入例） １ ４ 
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〇支援内容リスト 

1．現場（避難所等）でのマンパワーの提供 2．専門職（保健師等）による現場での活動 

3．町役場等での業務管理・組織運営等のマネジメントの支援（多機関調整、計画立案など） 

4．物資・機材の提供 5．施設・空間の提供 6．被災地状況の収集・分析・提供 

7．災害対応に係るノウハウ等の情報提供 8.その他（具体的に         ） 

〇支援団体リスト 

1．熊本県 2．国 3．県外からの都道府県・市町村（一般職、専門職、技術職） 

4．民間営利企業・事業者団体 
5．医師会、ＪＭＡＴなど医療福祉関係者のネッ

トワーク 

6. そのほかの法人、ＮＧＯ・ＮＰＯ，ボランティア団体

など 
7．一般の市民ボランティア 

8．益城町の住民団体（自治会、消防団、婦人会など）  

 

問 27. 外部からの支援を効果的に受け、協力して災害対応を実施していくうえで、課題となったこと・

今後に改善すべきことがあったらお書きください。 

 

問 28. 4 月 14 日の前震から 4 月 16 日の本震までの間で、特に課題だったことおよび工夫したことを

お書きください。 

課題だったこと 

 

工夫したこと 
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問 29. 問 24 で答えていただいた課題に対する改善策として、担当部署や町役場としてどのような対

処が望まれると思いますか。災害発生前に取り組むべきこと・発生後の運用で留意すべきこと

それぞれをお答えください。 

〇災害発生前に準備・取り組むべきこと 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

6．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 

 

 

 

 

 

〇災害発生後の運用で留意すること 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

6．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 
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２：4/16(土)の本震から 4/25（月）のＰＴ設置まで 

問 30. 4 月 16 日の前震から 4 月 25 日の PT 設置までの間に、町民からの苦情や困っていたことで、

今後の町の対策に重要と思われることにどのようなものがありましたか。（例：仮設トイレが設

置されている場所が分からない） 

 

問 31. その業務を当該時期に執行する際に、あなたや担当部署に次のような課題はありましたか。各

項目についてあてはまるものをおしえてください。（○はいくつでも） 

 １ ２ ３ 

 
大きな 

課題だった 

少し 

課題となった 

課題で 

なかった 

1．一人で担当する業務量が膨大だった １ ２ ３ 

2．必要な知識や技能が自分に足りなかった １ ２ ３ 

3．必要な機材や物資が足りなかった １ ２ ３ 

4．必要な施設や空間が足りなかった １ ２ ３ 

5．必要な情報が入らなかったり、錯綜したりした １ ２ ３ 

6．対応方針や指示がはっきりせず苦慮した １ ２ ３ 

7．庁内の他部署との調整に苦慮した １ ２ ３ 

8．住民への説明や対応で苦慮した １ ２ ３ 

9．県や応援機関など他機関との調整に苦慮した １ ２ ３ 

10．その他（具体的に         ） １ ２ ３ 

問 32. その業務に関連して当該時期に、外部機関・職員からの支援はありましたか。（〇はひとつ） 

1．ほとんどなかった 2．支援はあったがあまり助けにはならなかった 

3．支援があり、とても助かった  

問 33. （問 32 で３と答えた方）助けとなった支援はどのようなものでしたか。特に役立った、支援

内容と支援団体の組み合わせを、３つまでお答えください。 

 支援内容（ひとつだけ） 支援団体（ひとつだけ） 

役立った支援１   

役立った支援２   

役立った支援３   

（記入例） １ ４ 
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〇支援内容リスト 

1．現場（避難所等）でのマンパワーの提供 2．専門職（保健師等）による現場での活動 

3．町役場等での業務管理・組織運営等のマネジメントの支援（多機関調整、計画立案など） 

4．物資・機材の提供 5．施設・空間の提供 6．被災地状況の収集・分析・提供 

7．災害対応に係るノウハウ等の情報提供 8.その他（具体的に         ） 

〇支援団体リスト 

1．熊本県 2．国 3．県外からの都道府県・市町村（一般職、専門職、技術職） 

4．民間営利企業・事業者団体 5．医師会、ＪＭＡＴなど医療福祉関係者のネットワーク 

6. そのほかの法人、ＮＧＯ・ＮＰＯ，ボランティア団体など 7．一般の市民ボランティア 

8．益城町の住民団体（自治会、消防団、婦人会など）  

 

問 34. 外部からの支援を効果的に受け、協力して災害対応を実施していくうえで、課題となったこと・

今後に改善すべきことがあったらお書きください。 

 

問 35. 4 月 16 日の前震から 4 月 25 日の PT 設置までの間で、特に課題だったことおよび工夫したこ

とをお書きください。 

課題だったこと 

 

工夫したこと 
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問 36. 問 31 で答えていただいた課題に対する改善策として、担当部署や町役場としてどのような対

処が望まれると思いますか。災害発生前に取り組むべきこと・発生後の運用で留意すべきこと

それぞれをお答えください。 

〇災害発生前に準備・取り組むべきこと 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

6．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 

 

 

 

 

 

〇災害発生後の運用で留意すること 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

6．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 
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３：4/25（月）のＰＴ設置から 5 月末まで 

問 37. 4/25 のＰＴ設置から 5 月末までの間に、町民からの苦情や困っていたことで、今後の町の対

策に重要と思われることにどのようなものがありましたか。（例：仮設トイレが設置されている

場所が分からない） 

 

問 38. その業務を当該時期に執行する際に、あなたや担当部署に次のような課題はありましたか。各

項目についてあてはまるものをおしえてください。（○はいくつでも） 

 １ ２ ３ 

 
大きな 

課題だった 

少し 

課題となった 

課題で 

なかった 

1．一人で担当する業務量が膨大だった １ ２ ３ 

2．必要な知識や技能が自分に足りなかった １ ２ ３ 

3．必要な機材や物資が足りなかった １ ２ ３ 

4．必要な施設や空間が足りなかった １ ２ ３ 

5．必要な情報が入らなかったり、錯綜したりした １ ２ ３ 

6．対応方針や指示がはっきりせず苦慮した １ ２ ３ 

7．庁内の他部署との調整に苦慮した １ ２ ３ 

8．住民への説明や対応で苦慮した １ ２ ３ 

9．県や応援機関など他機関との調整に苦慮した １ ２ ３ 

10．その他（具体的に         ） １ ２ ３ 

問 39. その業務に関連して当該時期に、外部機関・職員からの支援はありましたか。（〇はひとつ） 

1．ほとんどなかった 2．支援はあったがあまり助けにはならなかった 

3．支援があり、とても助かった  

問 40. （問 39 で３と答えた方）助けとなった支援はどのようなものでしたか。特に役立った、支援

内容と支援団体の組み合わせを、３つまでお答えください。 

 支援内容（ひとつだけ） 支援団体（ひとつだけ） 

役立った支援１   

役立った支援２   

役立った支援３   

（記入例） １ ４ 
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〇支援内容リスト 

1．現場（避難所等）でのマンパワーの提供 2．専門職（保健師等）による現場での活動 

3．町役場等での業務管理・組織運営等のマネジメントの支援（多機関調整、計画立案など） 

4．物資・機材の提供 5．施設・空間の提供 6．被災地状況の収集・分析・提供 

7．災害対応に係るノウハウ等の情報提供 8.その他（具体的に         ） 

〇支援団体リスト 

1．熊本県 2．国 3．県外からの都道府県・市町村（一般職、専門職、技術職） 

4．民間営利企業・事業者団体 5．医師会、ＪＭＡＴなど医療福祉関係者のネットワーク 

6. そのほかの法人、ＮＧＯ・ＮＰＯ，ボランティア団体など 7．一般の市民ボランティア 

8．益城町の住民団体（自治会、消防団、婦人会など）  

 

問 41. 外部からの支援を効果的に受け、協力して災害対応を実施していくうえで、課題となったこと・

今後に改善すべきことがあったらお書きください。 

 

問 42. 4/25 のＰＴ設置から 5 月末までの間で、特に課題だったことおよび工夫したことをお書きく

ださい。 

課題だったこと 

 

工夫したこと 
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問 43. 問 38 で答えていただいた課題に対する改善策として、担当部署や町役場としてどのような対

処が望まれると思いますか。災害発生前に取り組むべきこと・発生後の運用で留意すべきこと

それぞれをお答えください。 

〇災害発生前に準備・取り組むべきこと 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

6．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 

 

 

 

 

 

〇災害発生後の運用で留意すること 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

6．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 

 

 

 

 

 

 

  



 

202 
 

４：6 月 1 日から 12 月 31 日まで  

問 44. 6 月 1 日から 12 月 31 日までの間に、町民からの苦情や困っていたことで、今後の町の対策に

重要と思われることにどのようなものがありましたか。（例：仮設トイレが設置されている場所

が分からない） 

 

問 45. その業務を当該時期に執行する際に、あなたや担当部署に次のような課題はありましたか。各

項目についてあてはまるものをおしえてください。（○はいくつでも） 

 １ ２ ３ 

 
大きな 

課題だった 

少し 

課題となった 

課題で 

なかった 

1．一人で担当する業務量が膨大だった １ ２ ３ 

2．必要な知識や技能が自分に足りなかった １ ２ ３ 

3．必要な機材や物資が足りなかった １ ２ ３ 

4．必要な施設や空間が足りなかった １ ２ ３ 

5．必要な情報が入らなかったり、錯綜したりした １ ２ ３ 

6．対応方針や指示がはっきりせず苦慮した １ ２ ３ 

7．庁内の他部署との調整に苦慮した １ ２ ３ 

8．住民への説明や対応で苦慮した １ ２ ３ 

9．県や応援機関など他機関との調整に苦慮した １ ２ ３ 

10．その他（具体的に       ） １ ２ ３ 

問 46. その業務に関連して当該時期に、外部機関・職員からの支援はありましたか。（〇はひとつ） 

1．ほとんどなかった 2．支援はあったがあまり助けにはならなかった 

3．支援があり、とても助かった  

問 47. （問 46 で３と答えた方）助けとなった支援はどのようなものでしたか。特に役立った、支援

内容と支援団体の組み合わせを、３つまでお答えください。 

 支援内容（ひとつだけ） 支援団体（ひとつだけ） 

役立った支援１   

役立った支援２   

役立った支援３   

（記入例） １ ４ 
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〇支援内容リスト 

1．現場（避難所等）でのマンパワーの提供 2．専門職（保健師等）による現場での活動 

3．町役場等での業務管理・組織運営等のマネジメントの支援（多機関調整、計画立案など） 

4．物資・機材の提供 5．施設・空間の提供 6．被災地状況の収集・分析・提供 

7．災害対応に係るノウハウ等の情報提供 8.その他（具体的に         ） 

〇支援団体リスト 

1．熊本県 2．国 3．県外からの都道府県・市町村（一般職、専門職、技術職） 

4．民間営利企業・事業者団体 5．医師会、ＪＭＡＴなど医療福祉関係者のネットワーク 

6. そのほかの法人、ＮＧＯ・ＮＰＯ，ボランティア団体など 7．一般の市民ボランティア 

8．益城町の住民団体（自治会、消防団、婦人会など）  

 

問 48. 外部からの支援を効果的に受け、協力して災害対応を実施していくうえで、課題となったこと・

今後に改善すべきことがあったらお書きください。 

 

問 49. 6 月 1 日から 12 月 31 日の間で、特に課題だったことおよび工夫したことをお書きください。 

課題だったこと 

 

工夫したこと 
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問 50. 問 45 で答えていただいた課題に対する改善策として、担当部署や町役場としてどのような対

処が望まれると思いますか。災害発生前に取り組むべきこと・発生後の運用で留意すべきこと

それぞれをお答えください。 

〇災害発生前に準備・取り組むべきこと 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

６．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 

 

 

 

 

 

〇災害発生後の運用で留意すること 

実施主体 
（〇は 

いくつでも） 

1．自部署で取り組むべきこと 2．他部署と共に取り組むべきこと 

3．熊本県と共に取り組むべきこと 4．町民・住民団体と共に取り組むべきこと 

5．企業・施設・団体など庁外他機関と協定を締結し協力して取り組むべきこと 

６．事前協定の締結は困難であるが、発災時に庁外他機関と連携し実施すべきこと 

内容 
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■つぎに、町の防災対策全般についてお聞きします 

問 51. 本災害では、ＰＴを設置するなどして災害対策本部の組織編成を行いました。運用のあり方や

改善点について、ご意見がございましたらお聞かせください。 

 

問 52. 今後の町の防災対策として、特に重要と思うもの 3 つに○をつけてください。（〇は 3 つまで） 

1．平常業務でも続けるべき優先業務の選定と、業務継続計画の策定 

2．具体的な、部署ごとの業務マニュアルの策定や、業務ごとの訓練等の実施 

3．町役場が全体として効果的に対応できるような防災計画の策定や、全庁訓練等の実施 

4．国・県との連携の強化 

5．民間企業・福祉施設・団体など庁外他機関との応援協定の締結や事前訓練の実施 

6．応援自治体などからの派遣行政職員の受け入れに関する受援計画の策定 

7．町民や住民団体（自治会、婦人会等）と協力した防災対策の取り組み（避難所運営等） 

8．防災に係わる物資や機材の整備、施設の確保 

9．震災の記録の保存・伝承や、防災教育・啓発活動 

10．その他（具体的に                                    ） 

問 53. 今後の町の防災対策の在り方について、自由にご意見をお聞かせください。 

 

■つぎに、あなたの勤務の状況についてお聞きします 

問 54. 震災後、週休日を含めてどの程度休みを取ることができましたか。（各月について〇はひとつ） 

 n 
1．休みは 

なかった 

2．月 1 日 

程度 

3．月 2、3 日 

程度 

4．週 1 日 

程度 

5．通常と 

同じ 

4 月 208 1 2 3 4 5 

5 月 210 1 2 3 4 5 

6 月 208 1 2 3 4 5 

7 月 207 1 2 3 4 5 

8 月 209 1 2 3 4 5 

9 月 208 1 2 3 4 5 

10 月 208 1 2 3 4 5 

11 月 210 1 2 3 4 5 

12 月 211 1 2 3 4 5 

65.9％ 

30.0％ 

13.5％ 

6.3％ 

2.9％ 

16.3％ 

20.5％ 

16.3％ 

1.9％ 

8.2％ 8.2％ 

1.4％ 

1.4％ 

28.1％ 14.3％ 

1.9％ 

1.9％ 

1.4％ 

0.5％ 

7.7％ 

5.3％ 

7.1％ 

2.4％ 

2.4％ 

25.1％ 

15.8％ 

15.1％ 

33.3％ 

36.8％ 

27.5％ 

40.2％ 

28.8％ 

n＝205 

41.5％ 

52.2％ 

59.5％ 

23.9％ 

25.4％ 

27.8％ 

32.7％ 

33.2％ 

2.4％ 

5.7％ 

75.2％ 

11.8％ 

12.0％ 58.7％ 

80.6％ 

8.2％ 

6.2％ 
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問 55. 震災後の業務対応や生活環境のなかで、次のようなことで大きなストレスを感じることはあり

ましたか。（〇はいくつでも）n＝214 

1．避難所などでの避難者への対応 2．窓口などでの住民への対応  

3．業務量が多かったこと  4．関係者が多岐にわたったこと  

5．業務内容や方針が明確でなかったこと 6．庁舎が被害をうけたこと 

7．自宅や家庭が震災で影響をうけたこと 8．特定はしにくいがストレスがあった 

9．その他（具体的に     ） 10．ストレスは特に感じなかった 

問 56. 震災により、あなたや同居家族の、体調や気持ちはいかがでしたか。（〇はいくつでも） 

1．自分が、かなり心身の調子を崩した  

2．自分が、少し心身の調子を崩した  

3．同居家族に体調を崩したものがいる  

4．自分や同居家族に体調の変化はない  

問 57. （問 56 で 1，2 と答えた方に）心身の不調が最初に表れたのは、いつ頃ですか。（〇はひとつ） 

1．4 月頃 2． 5 月頃 3．6 月頃 4．7 月頃 

5．8 月以降 6．おぼえていない   

問 58. （問 56 で 1，2 と答えた方に）心身の不調はどの程度続きましたか。（〇はひとつ）n＝132 

1．数日程度 2．1～2 週間程度 3．1 ヶ月程度 4．今も続いている 

問 59. 災害対応にあたる職員の心身のケアに関して、どのような対策がもっと行われるとよいと思わ

れますか。ご意見をお聞かせください。 
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■ 最後に、あなたご自身についてお聞きします。前震が発生した時の状況につ

いて、お答えください。 

Ｆ１ あなたの性別を教えてください。（○はひとつ）n＝214 

1．男性 2． 女性 

Ｆ２ あなたの年齢はいくつでしたか。（○はひとつ）n＝214 

1． 10 代 2．20 代 3．30 代 4．40 代 5．50 代 6．60 代以上 

Ｆ３ 前震のとき、あなたご自身、もしくはあなたが同居しているご家族の中に、次のような方はい

ましたか。（○はいくつでも）n＝205 

1．ひとり暮らしである 2．乳幼児 3．妊婦 4．小学生 

5．高齢や病気、障がいなどで介護の必要な方 6．いずれもいない 

Ｆ４ 前震のとき、お住まいの場所は、どこでしたか（○はひとつ）n＝194 

1．飯野 2．広安 3．木山 4．福田 5．津森 6．町外 

Ｆ５ 前震のとき、あなたは次のような役割を担っていましたか。（〇はいくつでも） 

1．自治会・町内会役員 2．自主防災組織構成員 3．消防団員 4．民生・児童委員 

5．婦人会員 6．その他（具体的に    ） 7．何もしていない 

Ｆ６ 前震のときの所属はどこでしたか（○はひとつ）n＝208 

1．会計課 2．総務課 3．政策推進課 4．企画財政課 

5. 税務課 6. 住民生活課 7．こども未来課 8．健康づくり推進課 

9．福祉課 10．いきいき長寿課 11．農政課 12．建設課 

13．都市計画課 14．下水道課 15．水道課 16．学校教育課 

17．生涯学習課 18．議会事務局 19．監査委員 20．選挙管理委員会 

Ｆ７ 前震のときの職位を教えてください。（○はひとつ）n＝173 

1．課長 2．審議員 3．課長補佐 4．係長 5．参事 6．主査 7．主事 

 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました 
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参考資料２ 広報ましき災害臨時号（全２０号） 
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参考資料３ 広報ましき臨時お知らせ版（全５号） 
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